
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
平成 27年度 大学機関別認証評価 

自 己 点 検 評 価 書 
［日本高等教育評価機構］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 27(2015)年 6 月 

愛知産業大学 



 

 



 

 

目 次 

 

 

Ⅰ．建学の精神・大学の基本理念、使命・目的、大学の個性・特色等・・・・・ 

 

1 

 

Ⅱ．沿革と現況・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

 

4 

 

Ⅲ．評価機構が定める基準に基づく自己評価・・・・・・・・・・・・・・・・ 9 

 

基準 1 使命・目的等・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

 

9 

 

基準 2 学修と教授・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

 

20 

 

基準 3 経営・管理と財務・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

 

62 

 

基準 4 自己点検・評価・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

 

80 

 

Ⅳ．大学が使命・目的に基づいて独自に設定した基準による自己評価・・・・・ 

 

85 

 

基準 A 地域社会との連携・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

 

85 

  

Ⅴ．エビデンス集一覧・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 93 

 

エビデンス集（データ編）一覧・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

 

93 

 

エビデンス集（資料編）一覧・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

 

94 

 

 



 

 



愛知産業大学 

1 

Ⅰ．建学の精神・大学の基本理念、使命・目的、大学の個性・特色等 

 

（１）建学の精神 

 

豊かな知性と誠実な心を持ち 社会に貢献できる人材を育成する 

 

昭和 36(1961)年 4 月、学校法人常懐学園（現学校法人愛知産業大学）の理事長が竹内

勇から水野恒治に代わるのを機に、建学の精神を以下のとおり定め、併せて、設置する

愛知女子工芸高等学校の入学生を女子から男子へと移行し、校名を愛知工芸高等学校に

変更した。 

 

社会から喜ばれる知識と技術をもち 歓迎される人柄を兼ね備えた人材を育成し 

英知と勤勉な国民性を高め 科学技術、文化の発展に貢献する 

 

平成 23(2011)年度、学校法人愛知産業大学（以下「本学園」という。）が学校法人設

立 60 周年を機に、建学の精神を、その精神を継承しつつも、時代に即応した判り易い

表現に再構築することとし、本学園の教職員、卒業生等の意見を募り、検討を重ねた。 

その見直しの経緯を、以下のとおり簡潔に記す。 

 

平成 22(2010)年 7 月 本学園教職員をはじめ、本学園の学生・生徒、卒業生及び教

職員退職者を対象に、新「建学の精神」を公募。 

平成 22(2010)年 9 月 応募作品の中から、評議員会にて 2 作品、本学園設置校同窓

会推薦者 6 名で組織された「選考委員会」にて 3 作品、計 5

作品を候補作品に選考。 

平成 22(2010)年 10 月 選考候補作品の 5 作品について教職員の投票を実施。 

平成 22(2010)年 12 月 理事会・評議員会において最終決定。 

平成 23(2011)年 11 月 学校法人設立 60 周年記念式典において新「建学の精神」を

内外に披露。 

 

以上の手順を経て、新しい「建学の精神」が定められ､平成 24(2012)年度から施行さ

れた。 

本学園は、平成 23(2011)年 11 月 11 日に刊行した『学校法人愛知産業大学 学園 60

年のあゆみ』の中で、「社会から喜ばれる知識と技術をもち 歓迎される人柄を兼ね備え

た人材を育成する」とした前「建学の精神」の精神を継承し、「社会に貢献できる人材

の育成」を教育の基本理念とすることを改めて明確に位置付けている。 

また、この「社会に貢献できる人材を育成する」という教育の基本理念を遂行するた

めに、「豊かな知性を持つ人材」及び「誠実な心を持つ人材」を育成するという教育方

針により教育活動を行うこととしている。 

より具体的には、「豊かな知性」とは、広い知識と深い教養を備え、論理的に思考し

最良の判断のできる能力であり、そのためには、何事にも積極的に取組み、努力を惜し
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まない姿勢が大切である。また、「誠実な心」とは、真心と愛情に溢れた真面目な精神

であり、そのためには、何事にも心から誠意をもって接し、心から感謝し、礼儀正しく

あることが必要である。そして、「社会に貢献」とは、人々から信頼され、それに応え

ようとするひたむきな姿勢であり、時代を超え、社会から評価されることである。 

このように、本学園及び愛知産業大学（以下「本学」という。）は、この建学の精神

を掲げることによって、「豊かな知性」と「誠実な心」を持ち、「社会に貢献できる人

材」を育成することを通して、本学園及び本学自身も真に社会に貢献できる、と確信す

る次第である。 

 

（２）大学の使命・目的 

 本学は、建学の精神に従って、平成 4(1992)年 4 月に産業デザイン学科と建築学科を

擁する造形学部の単科大学として開学した。その「設置認可申請書」には「個性豊かな

創造力を持ち、社会及び産業界において、その創造力を発揮できる人材を育成する」こ

とが設置の目的として明記されている。また、平成 8(1996)年 4 月に、広く社会人をは

じめとした学習者に教育を行う通信教育部を、平成 12(2000)年 4 月に、「実践経営学」

を教育理念とした経営学部を、さらには平成 17(2005)年 4 月に、高度な「実践的職業人」

の育成を目的に、大学院造形学研究科を開設し、現在に至っている。 

以上のとおり、本学は一貫して建学の精神の趣旨に則り、その教育活動を展開してお

り、大学の使命・目的は、大学学則第 1 条及び大学院学則第 1 条において、以下のとお

り明確に定められている。 

 

愛知産業大学学則 第 1 条 

本学は教育基本法と学校教育法に基づき、各種産業に関する知識と学術を授けると

ともに、深く専門の技能・理論及び応用を教授研究し、人格の完成を図り英知と勤

勉な国民性を高め、産業及び文化の発展に貢献することを目的とする。 

 

愛知産業大学大学院学則 第 1 条 

 愛知産業大学大学院は、教育基本法と学校教育法に基づき、各種産業に関する高度な

知識と学術を授けるとともに、深く専門の技能・理論及び応用を教授研究し、人格の

完成を図り、英知と勤勉な国民性を高め、産業及び文化の発展に貢献することを目的

とする。 

 

この大学の使命・目的に基づき、本学の教育目標が定められており、言い換えれば、

建学の精神は、大学の使命・目的、教育目標を通じて、本学の日々の教育活動に反映さ

れていると言える。 

  

（３）大学の個性・特色 

 前述の設置の経緯から明らかなように、本学の第 1 の個性・特色は、日本のものづく

りの中心地であり、「産業首都」と呼ばれる「愛知県」という地域に設置された大学と

して、「産業」という地域性（ローカル）を意識し、地域社会に連携・貢献すると同時
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に、学術の普遍性（グローバル）を求める点にある。従って、本学の目指すところは常

に、「社会に貢献できる」大学、より具体的には大学学則第 1 条に明記された大学の使

命・目的である「各種産業」に関する教育研究を通して地域社会と産業界、ひいては日

本や世界に貢献する大学を目指すことにある。この意味で、大学名に「産業」を冠して

いることは、本学園及び本学の第 1 の個性であり、かつ特色ともなっている。 

第 2 に、本学園が設置する高等学校や各種の専門学校等が長年培ってきた「実学志向」

「実践的教育」も本学の個性・特色である。すなわち、本学の教育研究活動では、本学

園の教育実践の DNA を継承し、多様な学生の学力や興味・関心に対応した教育システ

ムを用意し、実践的人材の育成を目指している。そのために、本学は、後述するような

少人数教育や実践的授業等を含む教育活動を展開している。 

特に、平成 26(2014)年 4 月からは、「学園中長期計画」に基づく学内協議により、大

学の使命・目的に沿った、具体的な教育目標として「就業できる大学」を定め、それを

実現するための本学独自の教育システム「ASU 教育 2014」の運用を開始した。 

全学生へ配付した「就業できる大学へ ASU 教育 2014」の冒頭には、次のような文

章が書かれている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

このように、本学は、多様な学生一人ひとりに寄り添い、学力や興味・関心に対応し

た教育システムを用意し、就業できる人材の育成を目指して、日々の教育活動を展開し

ている。 

第 3 に、建学の精神の最も重要な精神の一つである「社会に貢献する」ことも、本学

の個性・特色である。本学は、学則に「地域共同教育研究センター」の設置を明記し、

また、全学共通専門科目として「三河ものつくり学」を開講する等、地域の学術の拠点

であるばかりでなく、地域社会と地域産業への貢献を自覚しながら日々の教育活動を展

開している。 

 

2014 年度 4 月から、新しい愛知産業大学の教育「ASU教育 2014」が全学年で一斉にスタートします。 

この新しい教育は、愛知産業大学に学んでいる皆さんの可能性を拓き、真の意味で「社会に貢献できる人材」

として育成したいという大学の願いに基づいています。 

「就業できる大学へ」 就活から就業へ 

就活にがんばれる学生、就活で結果を残せる学生となるよう、大学は全力で応援します。でも就活は長い人

生のひとつの通過点です。「就業」とは職「業」に「就」いて、長く仕事を続けていけること、職能を高め続けてい

けること、を意味します。社会での仕事に前向きに取り組み、自分で知識を取り込み、知識を働かせ、お客さん

や仲間に信頼される、そんな「就業」ができる学生こそを育てることが目標です。 

「自分？」から「自分！」に 

皆さんは自分の長所や短所を、自分はどういう人間か、何がしたいのか、どうしたらできるようになるのか、他

人に説明できますか？多くの学生の皆さんは、自分がよく分からないし、自分に自信が持てないのではないでし

ょうか。「ASU教育 2014」の目標は、全部は分からなくとも、今よりも少しでも分かることができ、これが「自分」だ

という気持ちや自信を持ってもらうことです。“ただ、なんとなく”の「自分？」から、“ありのまま”の自分が冷静に

見つめられ、“ありたい”「自分！」を目指せることが目標です。 
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Ⅱ．沿革と現況 

 

1．本学の沿革 

昭和 23(1948)年 3 月 財団法人常懐学園を設立し、愛知女子工芸高等学校を置

く。 

昭和 26(1951)年 3 月 学校法人常懐学園に組織変更。 

昭和 36(1961)年 4 月 愛知女子工芸高等学校を愛知工芸高等学校に改称すると

ともに、電気通信科を設置し入学生も女子から男子へ移

行。 

昭和 37(1962)年 4 月 愛知工芸高等学校に定時制課程を設置。 

 6 月 愛知工芸高等学校の校名を東海工業高等学校に改称。 

昭和 40(1965)年 4 月 東海工業高等学校に通信制課程を設置。 

昭和 44(1969)年 12 月 島田幼稚園の設立が認可され、園舎を名古屋市天白区天

白町島田黒石 3845 番地に置く。 

昭和 45(1970)年 4 月 島田幼稚園を開園。 

昭和 47(1972)年 3 月 東海工業高等学校の定時制を廃止。 

昭和 53(1978)年 2 月 名古屋経営経理専門学校の設立が認可され、校舎を名古

屋市熱田区伝馬 1 丁目 5 番 22 号に置く。 

 4 月 名古屋経営経理専門学校を開校。 

昭和 54(1979)年 4 月 名古屋経営経理専門学校の校名を名古屋法経専門学校と

改称し、校舎を名古屋市瑞穂区熱田東町浜新開 41 番 14

に移転。 

昭和 58(1983)年 3 月 三河高等学校の設立が認可され、校舎を岡崎市岡町字原

山 12 番 10 に置く。 

 4 月 三河高等学校を開校。全日制課程の普通科と電気科を置

く。 

昭和 59(1984)年 4 月 法人名を学校法人常懐学園から学校法人愛知水野学園に

改称。 

昭和 60(1985)年 4 月 三河高等学校の全日制課程に情報処理科と通信制課程を

設置。 

 12 月 東海産業短期大学の設立が認可され、校舎を岡崎市岡町

字原山 12 番 5 に置く。 

昭和 61(1986)年 4 月 東海産業短期大学を開学し、経営学科と英語科を置く。 

昭和 62(1987)年 4 月 名古屋法経専門学校の校名を名古屋法経情報専門学校に

改称。 

平成 3(1991)年 12 月 愛知産業大学の設立が認可され、校舎を岡崎市岡町字原

山 12 番 5 に置く。 

平成 4(1992)年 4 月 愛知産業大学を開学し、造形学部 産業デザイン学科と建

築学科を置く。 

平成 5(1993)年 3 月 名古屋法経情報専門学校金山校の設置が認可され、校舎
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を名古屋市熱田区金山町 1 丁目 8 番 10 号に置く。 

 4 月 名古屋法経情報専門学校金山校を開校。 

名古屋法経情報専門学校の校名を名古屋法経情報専門学

校堀田校に改称。 

平成 5(1993)年 12 月 東海産業短期大学通信教育部の設置が認可され、校舎を

岡崎市岡町字原山 12 番 5 に置く。 

平成 6(1994)年 4 月 東海産業短期大学通信教育部を開学し、経営学科と英語

科を置く。 

平成 7(1995)年 3 月 愛知産業大学三河中学校の設置が認可され、校舎を岡崎

市岡町字原山 12 番 10 に置く。 

 4 月 愛知産業大学三河中学校を開校。 

三河高等学校の校名を愛知産業大学三河高等学校に改

称。 

 12 月 愛知産業大学通信教育部の設置が認可され、校舎を岡崎

市岡町字原山 12 番 5 に置く。 

平成 8(1996)年 4 月 愛知産業大学通信教育部を開設し、産業デザイン学科を

置く。 

平成 9(1997)年 3 月 愛知産業大学経済文化専門学校の設置が認可され、校舎

を岡崎市岡町字原山 12 番 130 に置く。 

三河歯科衛生専門学校の設置が認可され、校舎を岡崎市

岡町字原山 12 番 130 に置く。 

 4 月 愛知産業大学経済文化専門学校を開校。 

  三河歯科衛生専門学校を開校。 

  東海産業短期大学の校名を愛知産業大学短期大学に改

称。 

平成 11(1999)年 3 月 名古屋美容専門学校の設置が認可され、校舎を名古屋市

瑞穂区明前町 15 番 19 に置く。 

 4 月 名古屋美容専門学校を開校。 

 12 月 愛知産業大学に経営学部経営学科の設置が認可され、校

舎を岡崎市岡町字原山 12 番 5 に置く。 

平成 12(2000)年 4 月 愛知産業大学経営学部経営学科を開設。 

平成 13(2001)年 4 月 名古屋法経情報専門学校堀田校を廃校。 

  東海工業高等学校の校名を愛知産業大学工業高等学校に

改称。 

  名古屋法経情報専門学校金山校の校名を名古屋法律経済

専門学校に改称。 

平成 14(2002)年 4 月 愛知産業大学に留学生別科を開設。 

平成 15(2003)年 3 月 愛知産業大学経済文化専門学校を廃校。 

 4 月 法人名を学校法人愛知水野学園から学校法人愛知産業大

学に改称。 
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平成 16(2004)年 4 月 愛知産業大学経営学部経営環境学科を開設。 

愛知産業大学造形学部産業デザイン学科及び通信教育部

産業デザイン学科の名称をデザイン学科に改称。 

 11 月 愛知産業大学に大学院造形学研究科建築学専攻の設置が

認可され、校舎を岡崎市岡町字原山 12 番 5 に置く。 

平成 17(2005)年 4 月 愛知産業大学に大学院造形学研究科建築学専攻を開設。 

  愛知産業大学経営学部経営学科の名称をビジネスマネジ

メント学科に改称。 

平成 18(2006)年 4 月 愛知産業大学短期大学英語科・経営学科を廃止。 

愛知産業大学短期大学通信教育部に国際コミュニケーシ

ョン学科を開設。 

愛知産業大学通信教育部に建築学科を開設。 

平成 19(2007)年 4 月 愛知産業大学に大学院造形学研究科デザイン学専攻を開

設。 

平成 21(2009)年 4 月 愛知産業大学の経営学部ビジネスマネジメント学科と経

営環境学科を統合し、総合経営学科を開設。 

名古屋法律経済専門学校の校名を ELIC ビジネス＆公務

員専門学校に改称。 

平成 22(2010)年 4 月 名古屋ブライダルビューティー専門学校を開校。校舎を

名古屋市熱田区金山町 1 丁目 6 番 9 号に置く。 

 10 月 ELIC ビジネス＆公務員専門学校が、名古屋市熱田区新尾

頭 1 丁目 12 番 10 号に移転。 

平成 24(2012)年 4 月 名古屋美容専門学校が、名古屋市熱田区金山町 1 丁目 8

番 10 号に移転。 

平成 26(2014)年 3 月 愛知産業大学留学生別科を廃止。 

平成 26(2014)年 4 月 愛知産業大学通信教育部デザイン学科を募集停止。 

 

2．本学の現況 

・大学名 

  愛知産業大学 

 

・所在地 

  〒444-0005 愛知県岡崎市岡町原山 12 番 5 

 

・学部構成 

大学  造形学部 デザイン学科、建築学科 

  経営学部 総合経営学科 

 通信教育部  デザイン学科（募集停止）、建築学科 

大学院 造形学研究科（修士課程） 建築学専攻、デザイン学専攻 
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・学生数、教員数、職員数 

(1)学部等学生数（平成 27(2015)年 5 月 1 日現在） 

学部 学科 
入学 
定員 

編入学 
定員 

収容 
定員 

在籍 
学生数 

備考 

造形 

学部 

デザイン学科 70 5 310 196 
平成25年4月1日入学定員変更90→70 

平成25年4月1日編入学定員変更10→5 

建築学科 70 5 290 216 
平成25年4月1日編入学定員変更10→5 

計 140 10 600 412 
 

経営 
学部 

総合経営学科 120 5 520 371 
平成25年4月1日入学定員変更150→120 

平成25年4月1日編入学定員変更10→5 

通信 

教育部 

デザイン学科 ‐ 100 400 109 平成26年4月1日募集停止 

建築学科 100 200 800 791 
 

計 100 300 1,200 900 
 

合 計 360 315 2,320 1,683 
 

 

(2)大学院学生数（平成 27(2015)年 5 月 1 日現在） 

 造形学研究科（修士課程） 

専 攻 入学定員 収容定員 在籍学生数 備考 

建築学専攻 10 20 6  

デザイン学専攻 10 20 7  

合 計 20 40 13  

 

 (3)教員数（平成 27(2015)年 5 月 1 日現在） 

学部・学科 教授 准教授 講師 助教 計 

造形学部 

デザイン学科 6 5 2 0 13 

建築学科 7 4 1 0 12 

計 13 9 3 0 25 

経営学部 総合経営学科 10 7 3 0 20 

大学院 

造形学研究科 

建築学専攻 0 0 0 0 0 

デザイン学専攻 0 1 0 0 1 

計 0 1 0 0 1 

通信教育部 

デザイン学科 2 3 1 0 6 

建築学科 2 2 0 0 4 

計 4 5 1 0 10 

合 計 27 22 7 0 56 

  注）学部・大学院の兼担教員の重複を除く 
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(4)職員数（平成 27(2015)年 5 月 1 日現在） 

正職員 その他 計 

36 22 58 
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Ⅲ．評価機構が定める基準に基づく自己評価 

 

基準 1．使命・目的等 

1－1 使命・目的及び教育目的の明確性 

≪1－1 の視点≫ 

1-1-① 

1-1-② 

意味・内容の具体性と明確性 

簡潔な文章化 

（1）1－1 の自己判定 

基準項目 1－1 を満たしている。 

 

（2）1－1 の自己判定の理由（事実の説明及び自己評価） 

1-1-① 意味・内容の具体性と明確性 

1)大学の使命・目的 

・本学は、建学の精神である「豊かな知性と誠実な心を持ち 社会に貢献できる人材を育

成する」を踏まえ、大学の使命・目的を表 1-1-1 のとおり、大学学則及び大学院学則

に明確に定めている。 

 

 表 1-1-1 大学の使命・目的 

大学の使命・目的 

（愛知産業大学学則 

第 1 条） 

本学は教育基本法と学校教育法に基づき、各種産業に関する知識と学

術を授けるとともに、深く専門の技能・理論及び応用を教授研究し、

人格の完成を図り英知と勤勉な国民性を高め、産業及び文化の発展に

貢献することを目的とする。 

大学院の使命・目的 

（愛知産業大学大学院学

則第 1 条） 

愛知産業大学大学院は、教育基本法と学校教育法に基づき、各種産業

に関する高度な知識と学術を授けるとともに、深く専門の技能・理論

及び応用を教授研究し、人格の完成を図り英知と勤勉な国民性を高め、

産業及び文化の発展に貢献することを目的とする。 

 

・「社会に貢献できる人材を育成する」とした建学の精神を踏まえ、大学及び大学院とも

に「産業及び文化の発展に貢献すること」を大学の使命・目的として強調している点

は、本学の個性・特色である。 

・現在の「建学の精神」は、前の「建学の精神」を継承しつつ、時代に即応した判り易

い表現に再構築されたが、大学学則の使命・目的に関しては、前の「建学の精神」が

内包していた具体的な内容、例えば「各種産業に関する高度な知識と学術」「専門の技

能・理論及び応用を教授研究」等については、その趣旨を継承し、学則の条文に残し、

本学の教育活動の実践に活用している。 

・この大学及び大学院の使命・目的は、学部学生には『キャンパスガイド』、大学院学生

には『大学院学生便覧』、通信教育部学生には『学習のしおり』に掲載して、全学生に

周知するとともに、「大学ホームページ」により学外にも公表している。 

2)教育目的 

・前述の大学の使命・目的を達成するために、大学設置基準第 2 条「大学は、学部、学
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科又は課程ごとに、人材の養成に関する目的その他の教育研究上の目的を学則等に定

めるものとする。」に則り、表 1-1-2 のとおり、本学が設置する学部・学科、大学院研

究科及び通信教育部の教育目的については、大学学則、大学院学則及び通信教育部規

程に明確に定められている。 

 

表 1-1-2 教育目的 

デザイン学科

　確かな人間理解と生活感覚をもとに、社会と暮らしのあり方をデザインする人材を育成する。

建築学科

　豊かな建築・都市環境の創造と保全を通して、産業・地域・生活に貢献できる人材を育成する。

造形学研究科

建築学専攻

　現代の建築・都市文化が関わる自然環境及び社会環境を視野に入れた建築学の学問的深奥を追求し、人
間の営為を支え育む空間創出としての「社会造形」に携わる総合的な職能教育を理念とし、高い倫理観に
立ち、高度な知識・技能を持った実践的職業人の育成を目的とする。

デザイン学専攻

　人間の基本的諸性質の原理的考察と現代社会が抱える諸問題の検討に基づき、デザイン行為の在り方と
進むべき方向を探求し、よりよい日常創出としての「生活造形」を旨とする総合的な職能教育をめざし、
高い倫理観と知識・技能を具えた実践的職業人の育成を目的とする。

デザイン学科

　確かな人間理解と生活感覚をもとに、社会と暮らしのあり方をデザインする人材を育成する。

建築学科

　豊かな建築・都市環境の創造と保全を通して、産業・地域・生活に貢献できる人材を育成する。

　産業・地域・生活における建築及びデザインという造形行為を通して、社会に貢献できる人材を育成する。

　複雑化する現代社会に対応できる実践的能力を身につけることを通して、産業・地域・生活に貢献するビジネ
スパーソンを育成する。

大学院造形学研究科・専攻の教育目的

　人間の生活に不可欠な造形活動を、生活を包み容れる建築空間を創り出す「社会造形」と、日常行為を支える
用具や生活様式を提案する「生活造形」の面から深く探究し、これらの実務に携わる、高度な倫理観と知識・技
能を併せもった実践的職業人の育成を目的とする。

学部・学科の教育目的

造形学部

　産業・地域・生活における建築及びデザインという造形行為を通して、社会に貢献できる人材を育成する。

経営学部　総合経営学科

学部・学科（通信教育部）の教育目的

造形学部

 

 

【エビデンス集（資料編）】 

【資料 1-1-1】建学の精神 

【資料 1-1-2】愛知産業大学学則 

【資料 1-1-3】愛知産業大学大学院学則 

【資料 1-1-4】愛知産業大学通信教育部規程 

【資料 1-1-5】愛知産業大学キャンパスガイド 2015 

【資料 1-1-6】愛知産業大学大学院学生便覧平成 27 年度  

【資料 1-1-7】愛知産業大学学習のしおり 2015 

【資料 1-1-8】愛知産業大学ホームページ（大学情報の公開） 

http://asu-g.net/univ/info_university/info/disclosure.php 
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1-1-② 簡潔な文章化 

・大学の使命・目的については、表 1-1-1 のとおり、また、学部・学科、大学院研究科

及び通信教育部の教育目的については、表 1-1-2 のとおり、それぞれ簡潔に文章化さ

れ、大学学則、大学院学則及び通信教育部規程に明確に定められている。 

 

（3）1－1 の改善・向上方策（将来計画） 

・大学の使命・目的の学生、教職員への一層の周知を継続し、理解を深めるとともに、

本学の教育活動全般にわたる自己点検・評価において、その周知と理解に関して不断

の確認・点検を実施する。 

・教育目的について、日頃の教育研究活動が不断に目指すべきものであることを周知・

徹底し、入学式や各種ガイダンス及び UD 委員会（基準 2 2-8-②参照）等の活動を

通じ、その実現に向けた組織的教育・研究の実践を推進する。 

 

1－2 使命・目的及び教育目的の適切性 

≪1－2 の視点≫ 

1-2-① 

1-2-② 

1-2-③ 

個性・特色の明示 

法令への適合 

変化への対応 

（1）1－2 の自己判定 

基準項目 1－2 を満たしている。 

 

（2）1－2 の自己判定の理由（事実の説明及び自己評価） 

1-2-① 個性・特色の明示 

・前述の設置の経緯から明らかなように、本学の第 1 の個性・特色は、日本のものづく

りの中心地であり、「産業首都」と呼ばれる「愛知県」という地域に設置された大学

として、大学名に「産業」を冠していることであり、言い換えれば、「産業」を常に

念頭に置きながら人材養成に取組む教育活動は、本学園及び本学の第 1 の個性であり、

かつ特色ともなっている。第 2 に、本学園が設置する高等学校や各種の専門学校等が

長年培ってきた「実学志向」「実践的教育」も本学の個性・特色である。すなわち、本

学の教育研究活動では、本学園がもつ教育実践の DNA を継承し、多様な学生の学力

や興味・関心に対応した教育システムを用意し、実践的人材の育成を目指している。

そのために、本学は、後述するような少人数教育や実践的授業等を含む教育活動を展

開している。第 3 に、建学の精神の最も重要な精神の一つである「社会に貢献する」

ことも、本学の特色である。本学は、学則に「地域共同教育研究センター」の設置を

明記し、また、全学共通の「三河ものつくり学」を開講する等、地域の学術の拠点で

あるばかりでなく、地域社会と地域産業への貢献を自覚しながら日々の教育活動を展

開している。 

・大学の使命・目的については、本学の開学及び大学院造形学研究科の設置以来、一貫

しており、表1-1-1のとおり、大学学則及び大学院学則に明確に定められている。 

・「産業への視点」「実践的教育」及び「社会への貢献」という本学の3つの個性・特
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色は、大学学則及び大学院学則に反映され、明確に定められている。また、学部・学

科及び大学院研究科の教育目的についても、本学の3つの個性・特色は、それぞれ大

学学則及び大学院学則に反映され、明確に定められている。 

・人材の養成の目的は、表1-1-2のとおり、学部・学科は「社会に貢献する人材」の育成

と大学学則に、大学院研究科は「高度な倫理観と知識・技能を併せもった実践的職業

人」の育成と大学院学則に明確に定められている。 

・本学の個性・特色については、『大学案内』等を通じて明示するとともに、受験生等

に広く周知している。 

 

【エビデンス集（資料編）】 

【資料 1-2-1】造形学部設置の趣旨 

【資料 1-2-2】経営学部設置の趣旨 

【資料 1-2-3】大学院造形学研究科設置の趣旨 

【資料 1-2-4】愛知産業大学学則 

【資料 1-2-5】愛知産業大学大学院学則 

【資料 1-2-6】愛知産業大学大学案内 2016 

 

1-2-② 法令への適合 

・大学の使命・目的は、それぞれ大学学則及び大学院学則に「教育基本法と学校教育法

に基づき」と記載しているとおり、教育基本法及び学校教育法を遵守し、関係法令に

適合した教育研究活動を実践することを通して達成されることを明記している。 

・大学の使命・目的を達成するために、本学が設置する学部・学科、大学院研究科及び

通信教育部ごとに教育目的を、表1-1-2のとおり、法令に則り大学学則及び大学院学則

並びに通信教育部規程において明確に定めている。 

 

【エビデンス集（資料編）】 

【資料 1-2-7】愛知産業大学学則 

【資料 1-2-8】愛知産業大学大学院学則 

【資料 1-2-9】愛知産業大学通信教育部規程 

 

 1-2-③ 変化への対応 

・現在の「建学の精神」は、前の「建学の精神」を継承しつつ、時代に即応した判り易

い表現に再構築されたが、大学学則の使命・目的に関しては、前の「建学の精神」が

内包していた具体的な目標、例えば「各種産業に関する高度な知識と学術」「専門の

技能・理論及び応用を教授研究」等について、その趣旨を継承し、学則の条文に残し

ておくこととした。 

・本学園が平成22(2010)年に計画を策定し、平成23(2011)年度から実行に移された「学

園中長期計画」の中に明記されている「大学の新たな教育課程（新カリキュラム）の

策定」に関する専門委員会や教授会等の審議の中で、学部・学科の教育目的の見直し

が行われているが、まだその成案は得られていない。しかし、平成26(2014)年12月に
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学長の指示により、平成27(2015)年度における審議の開始を目指し、若手教員がそれ

までの新カリキュラム検討の振り返りを行い、カリキュラムのコンセプトと授業運営

についての意見交換を行った。 

・大学院研究科は、「学園中長期計画」の計画どおり、平成25(2013)年4月から教育課

程の変更を行った。その使命及び教育目的に関しては、検討を行った結果、現在も適

切であると判断し、従前の規定の趣旨を継承し、変更は行っていない。 

・通信教育部建築学科は、「学園中長期計画」の計画どおり、平成26(2014)年4月から

教育課程の変更を行った。その教育目的に関しては、検討を行った結果、現在も適切

であると判断し、従前の規定の趣旨を継承し、変更は行っていない。 

 

【エビデンス集（資料編）】 

【資料 1-2-10】学園中長期計画（平成 23 年度～28 年度） 

【資料 1-2-11】平成 26 年度中長期計画進捗状況報告 

【資料 1-2-12】新カリキュラム検討の振り返り 

 

（3）1－2 の改善・向上方策（将来計画） 

・大学の使命・目的及び教育目的は、変化する時代の要請に基づき、建学の精神に沿っ

た適切かつ具体的なものとなっているかを、将来計画委員会等で常に検証しつつ、こ

れまでの教育研究への努力を継続していくとともに、更なる改善・向上への取組みを

図っていく。 

・平成23(2011)年度から実行に移された「学園中長期計画」の中に明記されている「大

学の新たな教育課程（新カリキュラム）の策定」については、平成29(2017)年4月か

ら新教育課程でスタートできるよう、平成26(2014)年12月に立ち上げた学長直属のワ

ーキンググループで、検討への準備を開始している。 

 

1－3 使命・目的及び教育目的の有効性 

≪1－3 の視点≫ 

1-3-① 

1-3-② 

1-3-③ 

1-3-④ 

役員、教職員の理解と支持 

学内外への周知 

中長期的な計画及び 3 つの方針等への使命・目的及び教育目的の反映 

使命・目的及び教育目的と教育研究組織の構成との整合性 

（1）1－3 の自己判定 

基準項目 1－3 を満たしている。 

 

（2）1－3 の自己判定の理由（事実の説明及び自己評価） 

 1-3-① 役員、教職員の理解と支持 

・平成 24(2012)年に新「建学の精神」が制定されており、この過程で、本学園の教職員

からの「建学の精神」の公募、選考案への投票等が行われ、役員、教職員の十分な理

解と支持が得られている。 

・この「建学の精神」策定作業を通じて、大学の使命・目的、教育目的等が改めて確認
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されており、一層の理解が深まっている。 

・建学の精神、大学の使命・目的を明記した『キャンパスガイド』『大学院学生便覧』

『学習のしおり』を作成し、全学生・全教職員に配付して周知を図っている。 

・建学の精神は、本学の全ての教室・研究室等で掲額されており、日々の学修や業務の

なかで繰り返し目にすることによって、建学の精神の周知とともに、その趣旨を実現

するための継続的努力への意識を維持・向上させている。 

・新規採用教職員に対しては、年度当初に新任教職員研修の場が設けられており、建学

の精神について、理事長及び法人事務局役職者より説明が行われ、理解と支持を得て

いる。 

 

【エビデンス集（資料編）】 

【資料 1-3-1】理事会便り Vol.2（新「建学の精神」公募について） 

【資料 1-3-2】理事会便り Vol.4（新しい「建学の精神」の誕生） 

【資料 1-3-3】愛知産業大学キャンパスガイド 2015 

【資料 1-3-4】愛知産業大学大学院学生便覧平成 27 年度 

【資料 1-3-5】愛知産業大学学習のしおり 2015 

【資料 1-3-6】平成 27 年度辞令交付式及び新任教職員研修会 

 

1-3-② 学内外への周知 

・建学の精神をはじめとする大学の使命・目的は、学内外に配布する『大学案内』『入

学試験要項』『キャンパスガイド』『大学院案内・学生募集要項』『大学院学生便覧』

『通信教育部入学案内』『学習のしおり』等に明記されており、また、大学ホームペ

ージにも掲載し、周知を図っている。 

・非常勤講師に対しては、建学の精神や教育研究の目的等を記載した『教務マニュアル』

を配付し、周知を図っている。 

・入学式等の式辞で、学長が建学の精神や大学の使命・目的について言及、さらに保護

者説明会資料にも記載し、保護者等に対しても周知を図っている。 

・本学園の新任教職員研修会で、理事長及び法人事務局役職者が建学の精神、大学の使

命・目的等に言及し、新任の教職員に周知を図っている。 

 

【エビデンス集（資料編）】 

【資料 1-3-7】愛知産業大学大学案内 2016 

【資料 1-3-8】愛知産業大学入学試験要項 2016 

【資料 1-3-9】愛知産業大学キャンパスガイド 2015 

【資料 1-3-10】愛知産業大学大学院案内・学生募集要項平成 27 年秋学期・平成 28 年

度春学期 

【資料 1-3-11】愛知産業大学大学院学生便覧平成 27 年度 

【資料 1-3-12】愛知産業大学通信教育部 2015 

【資料 1-3-13】愛知産業大学学習のしおり 2015 
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【資料 1-3-14】愛知産業大学ホームページ（建学の精神） 

http://asu-g.net/univ/info_university/info/mind.php 

【資料 1-1-15】愛知産業大学ホームページ（大学情報の公開） 

http://asu-g.net/univ/info_university/info/disclosure.php 

【資料 1-3-16】教務マニュアル平成 27 年度版 

【資料 1-3-17】平成 27 年度新入生保護者の皆様へ 

  

1-3-③ 中長期的な計画及び3つの方針等への使命・目的及び教育目的の反映 

・平成22(2010)年には、「学園中長期計画」が策定され、平成23(2011)年度から計画

が実行に移されている。 

・本計画には「学園の将来ビジョン（6年後のあるべき姿）」が、以下のように明記さ

れている。 

 

 本学園は、この中長期計画期間6年間で、「量的拡大から質的高度化への移行･転換

を果たした」学校法人である、また、「財政収支の均衡がとれ、安定的な経営基盤

が確立されている」学校法人であるとのイメージをもつ学園としたい。  

 

  これが本学園の平成29(2017)年度のあるべき姿であり、本学にとっての将来ビジョ

ンでもあると考えている。 

  また、上記の「将来ビジョン」を中長期計画ではさらに詳しく、以下のように説明

を加えている。 

（1）「量的拡大から質的高度化への移行・転換」は、教育の質の高度化を意味し

ているのであって、学生、生徒を対象とする以前に、教職員全体の質的向上を

対象としていることは言うまでもない。つまり、教学組織においては、質への

転換のために、時代に即応した､社会から必要とされるカリキュラムと教育力を

持った組織が、構築されていなければならず、また、個々の教職員においては、

学生・生徒に対する学修・生活・就職指導について徹底的に面倒を見るという

熱意の発揮が求められているのである。  

    尚、従前から、本学園内には、「学生・生徒の面倒見がよい」との世評がある

かのごとき説が流布されているが、これは独りよがりな幻想に基づく間違った

考えであり、これを正さない限り、徹底的に面倒を見るという教職員の熱意の

発揮は、到底期待できない。  

（2）「財政収支の均衡、安定的な経営基盤の確立」は、本学園が将来にわたり持

続的発展をするためには、必須であり、当然ながら、適正な定員を維持してい

ること、学生・生徒の募集が定員を安定的に充足していること及び教職員配置

と総額人件費の管理が適正になされていることが前提となる。 

  この「学園中長期計画」に従い、本学園の教職員が一丸となって将来ビジョンの実

現に向け、取組んでいる。 

・大学の使命・目的については、本学は一貫して変わることがないが、「将来ビジョン」

の（1）で求められている「時代に即応した､社会から必要とされるカリキュラム」の
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創設とそれと相関的な「学部・学科の新たな教育目的」の検討に関しては、なお時間

を要しており、平成27(2015)年中には結論を得る予定である。 

・ディプロマポリシーについては、表 2-4-1 のとおり、教育目的を達成するため学生が

卒業時（大学院は修了時）に身につけている能力等（教育目標／学修成果）を学位授

与の方針として、明確に定めている。 

・カリキュラムポリシーについては、表 2-2-1 のとおり、教育目的を達成するための教

育課程編成・実施の方針として、明確に定めている。 

・アドミッションポリシーについては、表 2-1-1、表 2-1-2 のとおり、本学の学部・学科

及び大学院研究科が求める学生像、高等学校での望ましい履修状況等を入学者の受入

れ方針として、明確に定めている。 

・建学の精神、大学の使命・目的、学部・学科等の教育目的の関連性は、これまで述べ

てきたとおりであるが、アドミッションポリシー、カリキュラムポリシー、ディプロ

マポリシーの 3 ポリシーも、建学の精神、大学の使命・目的、学部・学科等の教育目

的を適切に反映して、制定されている。 

 

【エビデンス集（資料編）】 

【資料 1-3-18】学園中長期計画（平成 23 年度～28 年度） 

 

 1-3-④ 使命・目的及び教育目的と教育研究組織の構成との整合性 

・本学の教育研究組織は、図1-3-1に示すとおりであり、「社会に貢献できる人材を育成

する」とした建学の精神、「産業及び文化の発展に貢献することを目的とする」とし

た大学の使命・目的を反映して、造形学部及び経営学部の2学部で構成されており、

より高度な知識と技能を教授する大学院、広く社会人をはじめとした学習者に教育を

行う通信教育部を有している。 

・高大接続をスムーズに実現するための初年次教育や幅広い教養教育を実施する目的を

持った「教養教育センター」及び本学の特色である地域貢献を実施する中心的組織と

しての「地域共同教育研究センター」を設置している。なお、「教養教育センター」

の活動内容については「基準2 2－2 教育課程及び教授方法」、また「地域共同教

育研究センター」の活動内容については、本学の独自基準「基準A 地域社会との連

携」の説明に譲る。 

・教員の研究活動・研究成果を学内外に発信するとともに、産業界等との共同研究を行

う「経営研究所」及び「造形学研究所」を設置し、本学の知的財産・人的資源を広く

社会に還元し、社会貢献に努めている。 

・本学は、学習支援組織として図書館を設置しているが、その詳細については「基準2 

2－9 教育環境の整備」に譲る。 

・学部・学科、大学院研究科及び通信教育部の規模（入学定員、収容定員、在籍学生数、

教員組織）は、エビデンス集（データ編）の【表F-4】「学部・学科の学生定員及び

在籍学生数」、【表F-5】「大学院研究科の学生定員及び在籍学生数」、【表F-6】「全

学の教員組織（学部等）（大学院等）」に示すとおりである。 
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建築学専攻

大学院

経営研究所

造形学研究所

造形学研究科

デザイン学専攻

教養教育センター

地域共同教育研究センター

愛
知
産
業
大
学

デザイン学科

通信教育部 造形学部

建築学科

図書館

経営学部 総合経営学科

デザイン学科

造形学部

建築学科
学部

 
図 1-3-1 教育研究組織  

 

・本学は、建学の精神及び大学の使命・目的の実現のために、平成4(1992)年4月に産業

デザイン学科と建築学科を擁する造形学部の単科大学として、愛知県岡崎市に開学し、

その後、平成8(1996)年4月に通信教育部を、平成12(2000)年4月には経営学部を、さ

らに平成17(2005)年4月には大学院造形学研究科を開設し、現在に至っている。 

・開学から現在に至るまで、本学を取り巻く教育環境は大きく変化するとともに、学生

の学修ニーズも多様化してきた。このように教育環境が大きく変化する中、建学の精

神の趣旨を堅持しつつ、この変化に柔軟に対応すべく、自己点検評価を基礎に、将来

計画委員会等にて真摯に議論を積み重ね、理事会の承認を得て、「図1-3-2 愛知産業

大学の学部等の変遷」のとおり、学科の改組等の努力を行ってきた。  

・造形学部では、「デザイン」という概念の時代的な拡大・変遷に対応するとともに、

より広範囲な受験生への訴求力を求めて、平成16(2004)年4月、学科名を「産業デザ

イン学科」から「デザイン学科」へ変更した。 

・経営学部では、学部設置時から懸案であった「競争的2学科体制」の確立を目的に、

「ビジネスマネジメント学科」と「経営環境学科」への2学科体制への改組を行った

が、受験生の十分な理解を得られないとの検証結果から、平成21(2009)年4月に両学

科を統合した「総合経営学科」への改組を行った。 

・通信教育部では、当初、産業デザイン学科で出発したが、受験生の学修ニーズに対応

して、平成18(2006)年4月に「建築学科」を設置、他方、産業デザイン学科は学生確

保が困難な状況が続き、「デザイン学科」への名称変更を行ったが、近年一層学生確

保が困難な状況にあり、平成26(2014)年4月、募集停止に至った。 

・「留学生別科」は、本学への入学を希望する外国人の修学に要する日本語教育を目的

として、平成14(2002)年度に開設したが、「学園中長期計画」に示された「直接入試
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により募集する」という留学生確保の基本方針に従って、平成26(2014)年3月に廃止

した。 

・入学定員等の変更に関しては、エビデンス集（データ編）の【表F-4】「学部・学科

の学生定員及び在籍学生数」に譲る。 

 

 
             

図 1-3-2 愛知産業大学の学部等の変遷  

 

【エビデンス集（データ編）】 

【表 F-4】学部・学科の学生定員及び在籍学生数 

【表 F-5】大学院研究科の学生定員及び在籍学生数 

【表 F-6】全学の教員組織（学部等） 

【エビデンス集（資料編）】 

【資料 1-3-19】学校法人愛知産業大学組織規程 

【資料 1-3-20】教養教育センター規程 

【資料 1-3-21】地域共同教育研究センター規程 

【資料 1-3-22】経営研究所規程 

【資料 1-3-23】造形学研究所規程 

H4(1992)開学

H4(1992)設置

H4(1992)設置

H4(1992)設置 H16(2004)名称変更

H4(1992)設置

H12(2000)設置

H17(2005)名称変更

H12(2000)設置 H21(2009)設置

H16(2004)設置
H17(2005)設置

H17(2005)設置

H17(2005)設置

H19(2007)設置

H8(1996)設置 H16(2004)名称変更 H26(2014)募集停止

H8(1996)設置

H18(2006)設置
産業デザイン学科

通信教育部

建築学専攻

大学院

産業デザイン学科

建築学科

建築学科

デザイン学科

建築学科

建築学専攻

デザイン学専攻

デザイン学科

建築学科

ビジネスマネジメ
ント学科

経営環境学科

総合経営学科

デザイン学科

造形学部

経営学部

愛知産業大学

学部

デザイン学科

経営学科

造形学研究科

デザイン学専攻
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（3）1－3 の改善・向上方策（将来計画） 

・大学の使命・目的及び教育目的は適切に教学組織や方針等に反映され、有効に機能し

ていると判断しているが、急速に変化しつつある大学教育の環境や、受入れる学生の

学習履歴や資質等の変容に鑑み、将来計画委員会を中心に迅速かつ柔軟に対応した改

革を進めていく。 

・学長のリーダーシップの下、各種委員会等の審議を通じ、教職員がそれぞれの役割を

担いつつ、協力してこれにあたる。 

 

［基準 1 の自己評価］ 

・大学の使命・目的は、明確かつ具体的な意味内容を示し、簡潔に文章化されている。 

・大学の使命・目的を達成するために、本学が設置する学部・学科、大学院研究科及び

通信教育部ごとに人材の養成に関する目的その他の教育研究上の目的を学則に明確か

つ簡潔に定めている。 

・大学の使命・目的は、教育基本法や学校教育法の遵守をうたいあげており、その達成

のための教育研究活動は関係法令等を遵守している。 

・建学の精神の下、大学の使命・目的及び教育目的は、変化する現代社会において適切

かつ明確なものである。 

・平成 24(2012)年度の新「建学の精神」の制定の過程を通じて、大学の使命・目的及び

教育目的は、役員、教職員の理解と支持が得られている。 

・建学の精神、大学の使命・目的、教育目的は、『キャンパスガイド』等により学内の

全学生・全教職員に、また学外には「大学ホームページ」や『大学案内』等の媒体に

より周知されている。 

・アドミッションポリシー、カリキュラムポリシー、ディプロマポリシーの3ポリシー

は、建学の精神、大学の使命・目的、学部・学科等の教育目的を適切に反映して、制

定されている。 

・平成23(2011)年度に策定された「学園中長期計画」は、大学の使命・目的及び教育目

的を反映しており、その計画に沿った改革の実現に向け、将来計画委員会で検討が行

われている。 

・大学の使命・目的及び教育目的に沿って教育研究組織が構成されている。 
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基準 2．学修と教授 

2－1 学生の受入れ 

≪2－1 の視点≫ 

2-1-① 

2-1-② 

2-1-③ 

入学者受入れの方針の明確化と周知 

入学者受入れの方針に沿った学生受入れ方法の工夫 

入学定員に沿った適切な学生受入れ数の維持 

（1）2－1 の自己判定 

基準項目 2－1 を満たしている。 

 

（2）2－1 の自己判定の理由（事実の説明及び自己評価） 

2-1-① 入学者受入れの方針の明確化と周知 

・学部及び大学院のアドミッションポリシーは、建学の精神、大学の使命・目的及び教

育目的に基づき、かつ「1）教養」「2）専門性」「3）社会性」という 3 つの観点から、

表 2-1-1 のとおり、それぞれ明確に定められている。 

1）教養とは、大学教育を受けるに足る基礎的な知識を修得しているとともに、それ

らの知識を活用・展開できる教養を身につけていること、さらに教員や他の受講生

とのコミュニケーションを通じて活用・展開する知識の妥当性や的確性を判断・評

価できる資質を有することを求めている。 

2）専門性とは、志望する学科の教育目的を適切に理解し、そのための専門知識や技

能を積極的に学習することができ、さらに本学卒業後はそれぞれの専門領域におい

て真に社会に貢献できる人材になる資質を求めている。 

3）社会性とは、社会でのさまざまな事象や課題について幅広い関心を持ち、本学で

の学びがどのような役割を担っているかを確認しつつ、家族や地域社会、企業等に

おいて他者とともにより良い生活を構築しようとする前向きな志向性のあることを

求めている。 

・アドミッションポリシーは、本学が設置する学部・学科等の教育目的や、これを達成

するための教育方針や取組み方を十分に理解した上で、本学が積極的に受入れたい受

験生の姿勢や能力がどのようなものかを判断できるよう、各種媒体による発信の他、

進学相談会、オープンキャンパス等において、受験生や保護者に対する周知に努めて

いる。 

・大学院のアドミッションポリシーは、より高度な職業人・技術者・研究者を目指す学

生の受入れを目指し、基本的には学部と同趣旨の学生を求めているが、「1）教養」

については、建築学専攻・デザイン学専攻とも、学部卒業者であっても社会人として

の自覚と基本的な素養をもち、論理的な思考と倫理観を有していることを求めている。 

・通信教育部のアドミッションポリシーは、入学生の大半が社会人であることから「1）

教養」に関しては、高校生に求める資質・能力とは異なり、通信教育による学修を達

成しようとする「自立的学習者」であることを求めている。 

・アドミッションポリシーは、『入学試験要項』、『大学院案内・学生募集要項』、『通信教

育部入学案内』及び「大学ホームページ」に明記し、公表している。 
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表2-1-1 アドミッションポリシー 

【エビデンス集（資料編）】 

【資料 2-1-1】愛知産業大学大学案内 2016 

【資料 2-1-2】愛知産業大学入学試験要項 2016 

【資料 2-1-3】愛知産業大学大学院案内・学生募集要項 

平成 27 年度秋学期・平成 28 年度春学期 

【資料 2-1-4】愛知産業大学通信教育部 2015  

【資料 2-1-5】愛知産業大学ホームページ（受験情報） 

http://asu-g.net/univ/top/examination-info/1193.html 

 

2-1-② 入学者受入れの方針に沿った学生受入れ方法の工夫 

・本学の設定するアドミッションポリシーに沿った適切な学生受入れの方法として、全

ての入試区分においてアドミッションポリシーの3つの観点を等しく評価することが

1 基礎的な知識・教養を持ち、論理的に考え、他者とのコミュニケーションができる人

2 デザインの専門知識・技能を身につけ、産業・地域・生活の発展に貢献できるデザイナーを目指す人

3
社会や生活に常に関心を持ち、良いものや美しいものに敏感で、よりよい生活環境を実現したいとい
う意志を持つ人

1 基礎的な知識・教養を持ち、論理的に考え、他者とのコミュニケーションができる人

2 建築の専門知識・技能を身につけ、産業・地域・生活の発展に貢献できる建築の職業人を目指す人

3
社会や生活に常に関心を持ち、良いものや美しいものに敏感で、よりよい生活環境を実現したいとい
う意志を持つ人

1 基礎的な知識・教養を持ち、論理的に考え、他者とのコミュニケーションができる人

2 企業の設立や経営などの夢の実現に挑戦する意欲をもっている人

3 地域・文化・スポーツなどの分野におけるマネジメントに従事することを目指す人

1 社会人としての基本的な素養を持ち、論理的な思考と倫理観を身につけた人

2 建築に関する高度で広範な専門知識・技能を身につけ、産業・地域・生活の発展に貢献したい人

3
社会・暮らしのさまざまな造形に強い関心を持ち、建築という職能を通じて、思いやりをもって人々
の夢の実現に貢献する強い意欲を持つ人

1 社会人としての基本的な素養を持ち、論理的な思考と倫理観を身につけた人

2
デザインに関する高度で広範な発想力・考察力および指導力を身につけ、産業・地域・社会の発展に
貢献したい人

3 デザインと関わる現代そして未来の生活・環境・社会・情報・自然などを広い視点で考察できる人

1 確かな人間理解と生活感覚を持ち、論理的に考え、「自ら求め、自ら学ぶ」学習ができる人

2 デザインの専門知識・技能を身につけ、産業・地域・生活のよりいっそうの発展への貢献を目指す人

3
社会や生活に常に関心を持ち、想像力が豊かで、「自立学習の重要性」を自覚し、よりよい生活環境
を実現したいという意思を持つ人

1 確かな人間理解と生活感覚を持ち、論理的に考え、「自ら求め、自ら学ぶ」学習ができる人

2 建築の専門知識・技能を身につけ、産業・地域・生活のよりいっそうの発展への貢献を目指す人

3
社会や生活に常に関心を持ち、想像力が豊かで、「自立学習の重要性」を自覚し、よりよい生活環境
を実現したいという意思を持つ人

学部・学科のアドミッションポリシー

学部・学科（通信教育部）のアドミッションポリシー

造形学部

デザイン学科

造形学部

建築学科

造形学部

デザイン学科

造形学部

建築学科

経営学部

総合経営学科

大学院造形学研究科・専攻のアドミッションポリシー

造形学研究科

建築学専攻

造形学研究科

デザイン学専攻
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困難であることから、表2-1-2のとおり、いずれかの観点に重点を置いて区分ごとの入

学試験を導入している。 

・推薦入試（指定校推薦、一般推薦、専門・総合学科推薦）は、主として本学が設置す

る学科の専門分野と等しい、もしくは相当する教育履歴により「2）専門性」につい

て高い学力を有する受験者を対象にした入学試験として行っている。 

・AO入試は、AOガイダンスを通じて、専門分野への関心と学習意欲を高め、学習目的

を明確にした上で、本学が設置する学科の専門分野だけではなく、様々な分野におい

て相当の学力を有している受験生を対象にした入学試験として行っている。 

・一般入試、センター試験利用入試は、主として「1）教養」の観点において相応する

高い基礎学力を有している受験生を対象にした入学試験として行っている。 

・留学生入試は、日本留学試験や日本語能力試験等の得点が本学の選考基準を満たして

いることを条件に、各学科が指定する課題についての作文の提出、及び個人面接で、

特に入学後に授業について行ける十分な日本語能力と意欲があるかを判断している。 

・アドミッションポリシーの 3 つの観点が入試形態別にどのように重視され、合否判定

にどの程度配慮されているか、そして、志望する学科別の「高等学校での履修が望ま

しい教科・科目や取得が望ましい資格等」については、表 2-1-2 のように、明示する

とともに、広く受験生に公表している。 

・入学試験は入試実施部会により、アドミッションポリシーに沿った公正かつ妥当な入

学者選抜を行い、その判定は、判定部会による一連の適正な体制の下で運用している。 

・入試問題は、入試広報委員会規程第6条に基づいて、学部作問部会細則が定められて

おり、これに則って作問部会が設置され、作成されている。 

・作問部会は、入試広報委員長と学長が指名する教員によって構成され、試験問題の作

成及び相互チェックを行い、試験当日の受験生からの問題に関する質問対応、答案の

採点を実施している。 

・作問部会は、作問内容について独立した機関として置かれている。ただし、入試広報

委員会が、入試の厳正な実施のため、作問実施のスケジュールのみ管理している。 
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表 2-1-2 入学者受入れ方針と入学者選抜方法（平成 27 年度入学試験） 

１）教養 ２）専門 ３）社会

入試区分 基礎学力
専門分野への

関心・意欲

行動力
協調性

学科試験 小論文
課題

レポート
面接 調査書

 指定校推薦 ◎ ◎ ◎ － － － ◎ ◎

 一般推薦 ○ ○ ◎ － ◎ － ◎ ◎

 専門・総合学科推薦 ○ ◎ ○ － ◎ － ◎ ◎

ＡＯ入試  ＡＯ入試 ○ ◎ ◎ － － ◎ － ◎

 Ａ方式（前期） ○ ◎ ◎ ◎ － － － －

 Ｂ方式（前期） ◎ ○ ○ ◎ － － － －

 Ｃ方式（中期・後期） ◎ ○ ○ ◎ － － － －

センター
利用入試

 センター利用 ◎ ○ ○ ◎ － － － －

◎：合否判定の項目とします

―：合否判定の項目としません

高等学校での履修が望ましい教科・科目や取得が望ましい資格等
【デザイン学科】

・国語、英語、数学に関する基礎的な学力を有するとともに、美術、工芸などのデザインに関連する科目を学んでいることが望ましい。

・デザインに関心を持ち、デザインに関する各種資格の取得や、公募展などへ参加していることが望ましい。

【建築学科】

・国語、英語、数学に関する基礎的な学力を有するとともに、理科、家庭など建築に関連する科目を学んでいることが望ましい。

・建築、住宅、インテリアに関心を持ち、建築に関する各種資格の取得や、公募展などへ参加していることが望ましい。

【総合経営学科】

・国語、英語、数学に関する基礎的な学力を有するとともに、地理歴史、公民など経営に関連する科目を学んでいることが望ましい。

・企業、情報、社会に関心を持ち、経営に関する各種資格の取得や、公募展などへ参加していることが望ましい。

選考方法と入試区分

推薦入試

一般入試

◎：関係が特に深い項目

○：関係が深い項目

入学生受入方針
選考方法

入学生受入方針と入試区分

 

【エビデンス集（資料編）】 

【資料 2-1-6】入試広報委員会規程 

【資料 2-1-7】学部作問部会細則 

【資料 2-1-8】学部入試実施部会細則 

【資料 2-1-9】学部判定部会細則 

 

 2-1-③ 入学定員に沿った適切な学生受入れ数の維持 

・図 2-1-1、図 2-1-2 に示すように、過去 5 年間における入学定員に対する入学者の比率

（以下「入学定員充足率」という。）は、造形学部で 0.63 から 0.99 の間、経営学部で

0.47 から 0.88 の間、全学部で 0.55 から 0.94 の間で推移しているが、入試改革、高

大連携授業等の努力や適正な入学定員の設定（入学定員削減）により、平成 27(2015)

年度の入学定員充足率は造形学部 99％、経営学部 88％であり、収容定員充足率もそ

れぞれ改善した。 

・平成 27(2015)年度入試については、本学のスローガンである「面倒見の良い大学」を

改めて確認し、入試広報体制や入試広報戦略の見直しにより、オープンキャンパスに

おける高校生及び保護者への丁寧な対応と充分な説明を実施し、また進学相談会や高

校訪問体制を整備して教職員による綿密な情報提供を継続的に実施した。このような

全学体制での入試広報の実施が、受験生の増加と入学者増につながった。2 月末から
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3 月中旬の AO 入試 VII 期、一般入試後期の最終期の入試に至るまで、教職員一丸と

なった高校や高校生・保護者への情報提供や対応も、上記の結果に貢献したと考えて

いる。 

・造形学部においては、学園が併設する高等学校や地元の同分野の高校等との高大連携

授業を契機とする受験生と入学者が増加している。さらに、AO ガイダンス参加者へ

の教員による丁寧な説明と対応、加えて入試広報課等職員による進路指導室を対象と

する高校訪問と教員による関連学科を持つ高校への高校訪問との連携により、未訪問

校の新規開拓や重点高校との関係強化により受験生と入学者の増となった。特に建築

学科においては、就職率の高さと業界の人気上昇もあり、一般入試、センター試験利

用入試での入学者が増加し定員を超過する結果となった。 

・経営学部総合経営学科においては、奨学金活用による学園が併設する高等学校からの

入学者増があり、スポーツ関係教員による重点高校訪問によりスポーツ AO 入学者が

増加した。また、学園が併設する高等学校や関係校等との高大連携授業を契機とする

受験生と入学者の増加、AO ガイダンス参加者への教員による丁寧な説明と対応、教

員による商業高校等の関連学科を持つ高校への訪問により、受験生と入学者の増とな

った。 
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【エビデンス集（データ編）】 

【表 F-4】学部・学科の学生定員及び在籍学生数 

 

（3）2－1 の改善・向上方策（将来計画） 

・アドミッションポリシーは明確に定められ、これに沿った入試形態を実施している。

またアドミッションポリシーが求める資質や志向・学力等については、入試形態別に

明示し、公表しているが、さらに一層の周知を図っていく。 

・近年は入学定員割れの状況が続いて来たが、平成27(2015)年度入学者については、造

形学部では入学定員充足率が99%、経営学部では同率が88％になる等、改善がみられ、
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なお一層の高校生への周知等、広報の充実を進める。 

・志願者数・入学者数の増加を目標として、効果的な高校訪問の実施、出前授業や夏期

講習会そして高校生を対象とするコンペティション等の実施等による高大連携の強化、

オープンキャンパスや大学見学の内容の充実を図る。 

・地域への本学のイメージの浸透と向上も重要であり、地域への大学開放を含めたイベ

ントを実施する。 

・本学の情報提供の充実策としては、『大学案内』等、本学が配布する印刷物のイメー

ジ統一を図るとともに、Webとの連動やスマートフォン等からのアクセスにも対応し、

高校教師・高校生・保護者等、個人とのつながりの強化を図るSNS（ソーシャルネッ

トワーキングサービス）等のシステム及び応答体制の強化を実施する。 

・「学園中長期計画」に示された抜本的な改革に従って、できる限り早く将来計画委員

会で教育体制の成案を得るよう努める。 

 

2－2 教育課程及び教授方法 

≪2－2 の視点≫ 

2-2-① 

2-2-② 

教育目的を踏まえた教育課程編成方針の明確化 

教育課程編成方針に沿った教育課程の体系的編成及び教授方法の工夫・開

発 

（1）2－2 の自己判定 

基準項目 2－2 を満たしている。 

 

（2）2－2 の自己判定の理由（事実の説明及び自己評価） 

 2-2-① 教育目的を踏まえた教育課程編成方針の明確化 

・学部・学科、大学院研究科及び通信教育部のカリキュラムポリシーは、建学の精神、

大学の使命・目的、及び学則等に明記された教育目的を踏まえ、かつディプロマポリ

シー及びアドミッションポリシーとの関連の中で、一貫した観点としての3つの観点

（「1）教養」「2）専門性」「3）社会性」）から、表2-2-1のように、それぞれ明確

に定められ、この方針に沿って教育課程が編成されている。 

・教育目的・目標やアドミッションポリシーについては、学生に配付する『キャンパス

ガイド』『大学院学生便覧』『学習のしおり』等の冊子、「大学ホームページ」に明

記して、学生・教職員・利害関係者を含め学内外に広く公開し、理解を促している。 
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表 2-2-1 カリキュラムポリシー 

1 一般教養の知識を高め、自発的に学習できる姿勢・学力を身につけさせる教育

2
学生の適性に合った履修モデルによる学習を通して、デザイン実務に必要な専門性・社会性を身につ
けさせる教育

3 社会事象への幅広く、深い興味・関心を育成し、多様な価値観を共有・尊重できる教育

1 一般教養の知識を高め、自発的に学習できる姿勢・学力を身につけさせる教育

2
学生の適性に合った履修モデルによる学習を通して、建築学の専門知識を習得し、専門職能の社会的
役割を理解させる教育

3 社会事象への幅広く、深い興味・関心を育成し、多様な価値観を共有・尊重できる教育

1 一般教養の知識を高め、自発的に学習できる姿勢・学力を身につけさせる教育

2
学生の適性に合った履修モデルによる学習を通して、経営に関する専門知識を習得し、ビジネスパー
ソンとしての実践的能力を身につけさせる教育

3 社会事象への幅広く、深い興味・関心を育成し、多様な価値観を共有・尊重できる教育

1
現代社会の諸問題に関する観察眼や分析力を身につけるため、造形に関わる広範な学習をとおして、
専攻分野での学習を適切に位置づけられる教育

2
専門領域における高度な知識・技能を修得させるとともに、建築学を広く、深く俯瞰し、自らの専門
知識・技能を広い視野で評価できる教育

3 社会での実務体験をふまえて、専門知識・技能の役割・責務を理解させる教育

1
現代社会の諸問題に関する観察眼や分析力を身につけるため、造形に関わる広範な学習をとおして、
専攻分野での学習を適切に位置づけられる教育

2
常に現代社会と深く関わりながらデザインを問い直し、探究することで新たなデザイン提案が出来る
能力を身につける教育

3
積極的に企業・行政等との共同開発やデザインワークショップなどに参加し、協調性や指導力を涵養
する教育

1 一般教養の知識を高め、より確かな人間理解と生活感覚を身につけさせる教育

2
学生の自主的な履修計画による学習を通して、デザインの専門知識を習得し、職能の社会的役割を理
解させる教育

3 社会事象への幅広く、深い興味・関心を育成し、多様な価値観を共有・尊重できる教育

1 一般教養の知識を高め、より確かな人間理解と生活感覚を身につけさせる教育

2
学生の自主的な履修計画による学習を通して、建築の専門知識を習得し、職能の社会的役割を理解さ
せる教育

3 社会事象への幅広く、深い興味・関心を育成し、多様な価値観を共有・尊重できる教育

造形学研究科
デザイン学専攻

学部・学科（通信教育部）のカリキュラムポリシー

造形学部
デザイン学科

造形学部
建築学科

学部・学科のカリキュラムポリシー

造形学部
デザイン学科

造形学部
建築学科

経営学部
総合経営学科

大学院造形学研究科・専攻のカリキュラムポリシー

造形学研究科
建築学専攻

 

 

【エビデンス集（資料編）】 

【資料 2-2-1】愛知産業大学キャンパスガイド 2015 

【資料 2-2-2】愛知産業大学大学案内 2016 

【資料 2-2-3】愛知産業大学大学院学生便覧平成 27 年度 

【資料 2-2-4】愛知産業大学学習のしおり 2015 

【資料 2-2-5】愛知産業大学通信教育部 2015 

 

2-2-② 教育課程編成方針に沿った教育課程の体系的編成及び教授方法の工夫・開発 

・カリキュラムポリシーに基づいて、以下[1]～[9]のような特色をもった教育課程を全学

的に編成している。なお、3つの観点から分類するならば、「1）教養」については[1][2][4]

を、「2）専門性」については[2][5][6][7][9]を、「3）社会性」については[2][3][8][9]

を、それぞれ主たる教育課程編成の方針に位置付けている。 
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[1]基礎から専門まで、少人数ゼミナール教育 

  1 年次には大学共通の前期「基礎ゼミナール I」、後期「基礎ゼミナール II」、2

年次からは全学科で各学科の特色を持つ「専門ゼミナール I」から「専門ゼミナー

ル VI」を開講し、少人数教育を実施している。 

[2]スムーズな大学生活へと導く初年次教育の導入 

  授業や学生生活をより充実したものとする入学オリエンテーション、学年別ガイ

ダンス、ノートの取り方、レポートの書き方、発表の仕方、図書館の使い方、コン

ピュータの利用法等の大学生に必要な事項に重点を置いた科目「スタディスキル I」

「スタディスキル II」を設定し、初年次導入教育を充実させている。 

[3]1 年次から一貫したキャリアデザイン教育 

  大学卒業後の自己のキャリアをイメージし、1 年次から 3 年次まで学年毎にその

キャリアパスの実現を支援する授業科目「キャリアデザイン I」から「キャリアデ

ザイン VI」を設定し、4 年次では個別キャリア指導を卒業研究等で行っている。 

[4]キャリアデザインを支援する「資格取得単位認定制度」 

  主体的にキャリア形成を図る学生を支援するため、教養科目及び専門科目につい

て、本学の教育目的に沿い、「資格取得に対する科目の単位認定について」に従い

単位を認定している。 

[5]教養教育の全学共通化 

  教養教育は本学全体で実施している。一部の教養科目については、学生の学習ニ

ーズに合わせて前・後期ともに開講し、フレキシブルな履修を可能にしている。 

[6]緩やかなコース・履修モデル制 

  1 年次の導入教育を経て、2 年次から選択するコース・履修モデルについては、表

2-2-2 のとおり、学生に明示し、さらに 3 年次になって自己の適性や志望がより明

確になった段階で変更することも可能としている。 

 

表2-2-2 学科のコース・履修モデル 

学部・学科 コース 履修モデル 学部・学科 コース 履修モデル

広告デザイン 木造建築

編集デザイン 住宅建築

パッケージデザイン 住宅インテリア

イラストレーション・絵本デザイン 商業インテリア

Webデザイン 建築設計

アニメーション・映像デザイン 構造設計

３次元CG・ゲームデザイン 環境設備設計

生活雑貨・遊具デザイン 建設産業

生活機器デザイン 建設行政

乗りものデザイン

福祉・ユニバーサルデザイン 学部・学科 コース 履修モデル

家具・照明デザイン 経営者・起業家

展示・スペースデザイン 流通・マーケティング

経理・会計

法務・公務員

金融・証券

スポーツマネジメント

生活マネジメント

情報・ネットワーク

国際・文化

造形学部
デザイン学科

造形学部
建築学科

経営学部
総合経営学科

視覚・情報
デザイン

製品・空間
デザイン

建築

木造・住宅

インテリア

企業・産業

地域・行政

生活・個人

 



愛知産業大学 

28 

[7]他学部・他学科の授業も受けられる「開放科目制度」 

  興味・関心のある他の学部・学科の専門科目を受講可能とし、5 科目 10 単位まで

を専門科目として卒業要件に組み込める「開放科目制度」を設けている。 

[8]地域連携を図る共通科目の設定 

   大学と地域とが連携し、地域から学び、地域に貢献できる科目として「三河もの

つくり学」及び「地域実習」を開講している。 

[9]卒業研究 

   4 年間の学修の集大成であり、教育課程の締めくくりとなる卒業研究においては、

少人数教育により論文作成・作品制作及び発表に関わる一連の学習行動を通じて、

ロジカルシンキング、クリティカルシンキングやプレゼンテーション能力、産業に

関わる創造力・実践力の総合的な育成を目指し、学士課程の最終的な位置付けとし

ている。 

・学部・学科、大学院及び通信教育部は、カリキュラムポリシーに基づいて、それぞれ

以下のとおり、コース設定、履修モデル、資格取得等に工夫を凝らしている。 

〈デザイン学科〉 

◎コース編成の特徴 

造形学部デザイン学科の専門科目の編成にあたっては、デザイン学科で養成する

人材が将来活躍する分野である「視覚・情報デザイン」「製品・空間デザイン」をキ

ーコンセプトとして編成している。 

具体的には、コアカリキュラムにはデザイン学科で学ぶことが求められている基

本的、かつ主要な授業科目を配置し、その他の専門科目に関しては、「視覚・情報デ

ザイン」「製品・空間デザイン」というキーコンセプトに従った、緩やかなコース分

類とし、コース毎にそれぞれの履修モデルを配し、計13の履修モデルを設定してい

る。２コースは途中で学びたいことが変わっても進路変更が可能な緩やかなコース

となっている。 

幅広いジャンルに対応できるデザインに関する基礎力と教養を身につけると同時

に、必修科目である「デザインプロジェクトI」「デザインプロジェクトII」の授業

を通して、産業と関わった実践的なデザイン手法を学ぶ。この授業の成果として、

本学に近い道の駅「藤川宿」で販売する饅頭やバームクーヘンのパッケージデザイ

ンを提案し、当該商品の売り上げが好調であった。このような事例を通して、学生

は地元貢献の充実感と共に、デザインの難しさと楽しさを実感できた。 

自ら手がけたデザインを大学内で発表する場として、1～3年次の学生が全員参加

する「GAKUTEN」がある。授業作品に限らず自主制作の作品も展示される。案内

ポスターやDM、パンフレット、受付等、全てを学生が中心となって企画・運営す

る。4年次では「卒業研究・制作I」「卒業研究・制作II」で制作された作品や論文を

展示する「卒業研究・制作展」を開催している。両展を同時期に開催し、お互いの

作品を講評し合うことによって、教育・研究の相乗効果を上げている。 

①視覚・情報デザインコース 

視覚・情報に関する様々なコンテンツをデザインできるクリエイティブな人材を

育成する。 
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○広告デザイン履修モデル 

  主な科目 :「グラフィック表現実習」「コピーライティング演習」 

○編集デザイン履修モデル 

  主な科目 :「イラストレーション・編集デザイン実習」「レイアウト実習」 

○パッケージデザイン履修モデル 

  主な科目 :「立体グラフィック実習」「パッケージ・広告デザイン実習」 

○イラストレーション・絵本デザイン履修モデル 

  主な科目 :「イラストレーション・編集デザイン実習」「視覚・映像表現論」 

  ○Webデザイン履修モデル 

  主な科目 :「Webデザイン」「デジタルコンテンツ制作実習」 

○アニメーション・映像デザイン履修モデル 

  主な科目 :「3次元アニメーション」「アニメ・映像デザイン実習」 

○3次元CG・ゲームデザイン履修モデル 

  主な科目 :「3次元コンピュータグラフィックス」「ゲーム・インタラクティブ 

デザイン実習」 

②製品・空間デザインコース 

空間と調和し、使う人の気持ちを考え、生活を総合的に考えることができるクリ

エイティブな人材を育成する。 

○生活雑貨・遊具デザイン履修モデル 

  主な科目 :「生活雑貨・遊具デザイン実習」「製品・空間デザイン実習」 

○生活機器デザイン履修モデル 

  主な科目 :「生活機器デザイン実習」「3次元CAD実習」 

○乗りものデザイン履修モデル 

  主な科目 :「乗りものデザイン実習」「コンピュータモデリング実習」 

○福祉・ユニバーサルデザイン履修モデル 

 主な科目 :「福祉・ユニバーサルデザイン実習」「人間中心デザイン論」 

○家具・照明デザイン履修モデル 

  主な科目 :「家具・照明デザイン実習」「製品・空間デザイン実習」 

○展示・スペースデザイン履修モデル 

主な科目 :「展示・スペースデザイン実習」「福祉・ユニバーサルデザイン実習」 

◎資格取得の推進 

授業とは別に「色彩検定」「マルチメディア検定」「CGクリエイター検定」「Web

デザイナー検定」等の指導を、教員が特に力を入れて行っている。高校において既

に取得した学生は、より上級の資格取得を目指す。 

◎主な職種 

「広告」「印刷」「Web」「インテリア」「家具」「CG」等、専門科目と直結した分

野において、デザイナー、プランナー等のクリエイターとして社会で活躍している

他、営業職、事務職、生産技術職等の分野においても、デザインの学び（デザイン

マインド）を活かしながら活躍している。 

〈建築学科〉 
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◎コース編成の特徴 

造形学部建築学科の専門科目の編成にあたっては、建築学科で養成する人材が将

来活躍する分野に対応する「木造・住宅」「インテリア」「建築」のキーコンセプト

で編成している。また、建築学科を卒業時に、全学生が二級建築士試験の受験資格

を得られるように、建築士法の規程に沿って専門必修科目を設定している。さらに、

一級建築士試験の受験を希望する学生に対しては、専門選択科目に必要な科目を編

成し、対応している。 

具体的には、コアカリキュラムには建築で学ぶことが求められている主要な授業

科目を配置し、その他の専門科目に関しては、「木造・住宅」「インテリア」「建築」

というキーコンセプトに従った、緩やかなコース分類とし、コース毎にそれぞれの

履修モデルを配し、計9つの履修モデルを設定している。3コースは途中で学びたい

ことが変わっても進路変更が可能な柔軟なコースとなっている。 

① 木造・住宅コース 

森林豊かな中部圏にある本学の立地環境を生かし、木材を中心とした建築の専門

科目を設定し、他大学の建築学科にはあまりみられない独創的なコースであり、木

造建築、住宅建築の2つの履修モデルから構成されている。木造建築履修モデルは、

広く木材を利用して建てられている建物について、木造建築の設計手法、仕組み、

木材の性質等を学ぶようになっている。住宅建築履修モデルは、木造を中心に戸建

住宅から集合住宅まで、住宅建築の設計手法、住宅に関する建築文化、意匠等を学

ぶようになっている。木造や住宅に関する知識や技術を身につけることを目指す人

材を育成する。 

○木造建築履修モデル 

主な科目：「木造住宅設計I」「木造住宅設計II」「木質構造」 

○住宅建築履修モデル 

主な科目：「住文化論」「福祉住環境学」「住宅生産管理」「住宅産業論」 

②インテリアコース 

住宅インテリア、商業インテリアの2つの履修モデルから構成されている。住宅イ

ンテリア履修モデルは、リビング、キッチン、浴室、トイレ等の住宅内部空間の構

成を把握し、そこで生活する人々の営みに基づいたインテリアの意匠の考案と設計

を学ぶようになっている。商業インテリア履修モデルは、店舗の内装を中心に、職

種や店舗形態等の違いによるインテリアの手法を学んでいる。インテリア系の会社

やデザインオフィス等に通じる知識や技術の習得を目指す人材を育成する。 

○住宅インテリア履修モデル 

主な科目：「インテリア計画論」「住空間デザイン論」「インテリア設計I」 

「インテリア設計II」「インテリア空間演出論」 

○商業インテリア履修モデル 

主な科目：「商空間デザイン論」「商業施設計画」 

③建築コース 

建築設計、構造設計、環境設備設計、建設産業、建築行政の5つの履修モデルから

構成されている。建築設計履修モデルは、鉄筋コンクリート造や鉄骨造の幅広い建
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築物を扱い、建築全般に渡る知識と技術を身につける。構造設計履修モデルは、鉄

筋コンクリート造や鉄骨造の建築の構造に関する知識を身につける。環境設備設計

履修モデルは、建物や街に対する環境問題や、エネルギー問題を考察しながら、環

境や設備に関する知識を身につける。建設産業履修モデルは、建設で扱う材料や建

設会社や工務店等での施工等の知識を身につける。建設行政履修モデルは、建築や

都市に関する法規や規程、市民のまちづくり等の知識を身につける。 

○建築設計履修モデル 

主な科目：「図学」「建築CADII」「建築設計製図I」「建築設計製図II」「建築CGI」 

「建築CGII」「西洋建築史」「建築意匠学」 

○構造設計履修モデル 

主な科目：「構造力学II」「鉄骨構造」「RC構造」「建築構造実験」「構造計画学」 

○環境設備設計履修モデル 

主な科目：「ランドスケープ」「環境工学II」「建築環境実験」 

○建設産業履修モデル 

主な科目：「宅地建物管理」「建築経済学」 

○建築行政履修モデル 

主な科目：「都市計画学」「都市計画法」「まちづくり論」 

◎資格取得の推進 

授業とは別に、建築CAD検定2級、建築CAD検定3級、福祉住環境コーディネータ

ー2級、福祉住環境コーディネーター3級、リビングスタイリスト2級、キッチンス

ペシャリスト、建築積算士補、商業施設士補等の資格取得についての指導を教員が

特に力を入れて行っている。 

◎主な職種 

設計事務所、総合建設会社、工務店、住宅メーカー、インテリア専門会社、高校

教員（工業）等があり、専門科目での学びを活かしながら、科目に関連した分野に

就職している。就職活動については、専任教員が学生に寄り添って指導やアドバイ

スを行い、毎年100％に近い就職率となっている。 

〈総合経営学科〉 

◎コース編成の特徴 

総合経営学科の専門科目の編成にあたっては、経営活動の主な領域であるととも

に、総合経営学科で養成する人材が将来活躍すべき分野でもある「産業」「地域」「生

活」をキーコンセプトに3つのコースとして設定している。 

具体的には、コアカリキュラムには経営学関係の主要な授業科目を配置し、その

他の専門科目に関しては、「産業」「地域」「生活」というキーコンセプトに従って、

以下のような３つの科目群、言い換えれば、緩やかなコースに分類し、その科目群

毎にそれぞれ３つの履修モデル、計９つの履修モデルを設定している。 

下記の９つの履修モデルに関しては、その全授業科目をシラバスで明示し、その

教育目標や目標資格、更には目標とする就職企業等に関する情報提供を含め、きめ

細やかな履修指導を行っている。 

総合経営学科の最も特徴ある科目である「経営哲学特講」は、経営学部開設以来
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継続して開講されている科目であり、現実の産業社会で活躍されている種々様々な

地元産業界の経営者（大企業、中小企業の経営者、中堅管理者、さらにはベンチャ

ー企業の経営者等）をゲストスピーカーとして招聘し、直接話を聴くことによって、

学生は現実の産業社会や会社経営者の経営哲学について実践的に学ぶことができる

科目である。なお、この科目は、一般市民にも開放している。 

①企業・産業コース  

起業家・経営者を目指すとともに、マーケティング、会計・経理の専門家を目指

す人材を育成する。 

○経営者・起業家履修モデル 

主な科目：「企業論」「経営者論」「起業論」「ベンチャー論」 

○流通・マーケティング履修モデル 

主な科目：「マーケティング論」「流通論」「広告論」「消費者行動論」 

○経理・会計履修モデル 

主な科目：「財務会計論」「コンピュータ会計」「原価計算論」「管理会計論」 

②地域・行政コース  

地域社会のために貢献しようとする人材と公務員等を目指す人材を育成する。 

○法務・公務員履修モデル 

主な科目：「民法」「労働法」「行政法」「刑法」「知的財産権法」「行政政策」 

○金融・証券履修モデル 

主な科目：「金融システム論」「国際金融論」「財政学」「経済政策」「国際経済論」 

○スポーツマネジメント履修モデル 

主な科目：「スポーツ指導論」「スポーツマネジメント」「フィットネスの科学」 

「スポーツ事業論」 

③生活・個人コース 

自分自身で「何かできる」を実感できるための資格等を身につけ、自らの生活を

マネジメントできる力を身につけた人材を育成する。 

○生活マネジメント履修モデル 

主な科目：「カウンセリング概論」「ファイナンシャル・プランニング」「観光概論」 

「社会心理学」 

○情報・ネットワーク履修モデル 

主な科目：「データベース」「プログラミング」「ネットワーク」「アルゴリズム」 

「システム開発」 

○国際・文化履修モデル 

主な科目：「国際コミュニケーション」「ビジネス英語」「異文化コミュニケーシ

ョン」「国際社会貢献論」 

◎資格取得の推進 

企業・産業コースにおいては「簿記検定」「コンピュータ会計能力検定」、地域・

行政コースにおいては「スポーツリーダー」、生活・個人コースにおいては「TOEIC」

「ファイナンシャル・プランニング技能士」「情報処理技術者試験」の資格取得の支

援を行っている。上記の各コースの資格取得支援とは別に公務員試験対策講座を開
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講し、公務員志望の学生にも対応している。 

◎主な職種 

履修モデルに関連する職種の他、一般企業の営業、広報、経理の担当者、警察官、

消防官等の公務員等として多くの卒業生が活躍している。 

〈造形学研究科 建築学専攻〉 

建築学専攻は、4つの領域を設定し、造形学部建築学科で学ぶ履修モデルからの連

続性をもった構成として、より専門的な学習を提供し、授業時間編成を工夫して社会

人入学生の受入れを可能としている。社会人の参加とアクティブ・ラーニングにより、

活発な授業を展開している点が特徴となっている。 

◎4つの領域の設定 

大きく広がる建築学の領域を、建築・都市設計領域、環境設計領域、インテリア

設計領域、構造設計領域の4つの領域として設定し、造形に関わる広範な学習ニーズ

に応え、専攻分野での学習を適切に進めて、現代社会の諸問題に関する観察眼や分

析力を身につけられるようにしている。 

◎学科の履修モデルからの連続性が高い領域 

これら4つの領域は、造形学部建築学科の履修モデルとの連続性が高く、専門領域

における高度な知識・技能の修得を広く目指す本学学部卒業生の大学院進学ニーズ

にも対応するものである。 

◎社会人入学生の受入れとアクティブ・ラーニング 

授業時間を、火曜日と金曜日の週2日開講となるよう編成している。これはフルタ

イムで仕事をする社会人も入学しやすく、その参加により、活発な討論につながり、

設計演習や建築学特別研究（「設計演習A」から「設計演習D」「建築学特別研究A」

から「建築学特別研究D」）における実践的な課題選定等を通じたアクティブ・ラ

ーニングが実現でき、学部から大学院に進学した学生にも、社会人と共に学ぶ学習

環境が提供できている。 

◎特徴ある授業科目の提供 

大学院教育では、学内に留まらない教育が可能であるため、地域環境を踏まえた、

地域産業や行政との有機的連携を図る「実務研究」や、建築実務を行う企業等に出

向き、実際の業務を理解・習得する職業研修を行う「実務実習」といった、特徴あ

る授業科目も提供している。「実務実習」は一級建築士受験資格の要件とされる建

築実務経験の1年分に充てられ、修了生の資格取得に資するものである。 

〈造形学研究科 デザイン学専攻〉 

デザイン学専攻は、教育上の特色として、「高度なデザイン業務に従事できる専門職

業人の育成」を目指している。単にモノをデザインするのではなく、日常生活を問い

直し、社会や生活を調和的にデザインすることができる専門職業人である。そのため

のカリキュラムとして、社会や地域の変化を踏まえて自ら設定した研究テーマに基づ

き、指導教員や研究仲間と協調的に議論し考究できるカリキュラムや環境を整備して

おり、詳細を次に示す。 

◎2つの領域の設定 

デザイン学専攻の研究教育領域は、「情報」と「モノ」に大別されるデザイン領
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域として、視覚・情報デザイン領域と製品・空間デザイン領域を設定している。前

者では、情報の伝達における手段や表現手法による研究を扱い、後者では、生活空

間で使用されるモノとそのモノで構成される空間を扱う領域である。 

◎学科の履修モデルからの連続性が高い領域 

これら2つの領域は、造形学部デザイン学科の履修モデルとの連続性が高く、専門

領域における高度な知識・技能の修得を広く目指す本学学部卒業生の大学院進学ニ

ーズにも対応するものである。 

◎社会人入学生の受入れとアクティブ・ラーニング 

デザイン学専攻の授業日は、春学期が火曜日・水曜日、秋学期が火曜日・金曜日

の2日間で設定しており、デザイナー等の比較的自由度の高い職種の社会人が履修し

やすくなるように編成している。過去の入学生も職種がデザイナーである社会人が

多く、現在も1名在籍している。授業形態は、講義・演習とも「ASU教育2014」に

基づく授業方法を実施しており、予習による「反転授業」や相互にレビューする等、

少人数であるため協調学習によるアクティブ・ラーニングを実施している。 

◎特徴ある授業科目等の提供 

大学院が学部と異なる点は、履修モデルにとらわれないカリキュラム体制であり、

地域や業界・企業との連携、学内に留まらない教育が可能である。授業日が週2日間

であることから、実践的な学習を学内外で実施することもできる。学内でのティー

チング・アシスタントや学外でのNPOへの参加等があるが、学外でのインターンシ

ップの実施については「実務研究」という科目が設定されており、関係する企業や

機関での実践的なデザイン業務を修得することができる。 

また、大学院学生は、2つある教育研究領域のどちらかに所属するが、「デザイン

演習A」から「デザイン演習D」においては、他の領域の教員からの教育・指導を受

け、かつ他の領域の同年生からの評価を受けるため、専門の狭い視点に止まること

のない広い視野・視点での検討をすることが可能となっている。 

〈教職課程〉 

・本学では、各学部・学科において、教育職員免許法及び教育職員免許法施行規則に基

づく教育職員免許状を取得できる教職課程を設け、教職専任教員が中心となり、教育

職員免許状の取得を支援している。造形学部デザイン学科では中学校教諭一種免許状

（美術）及び高等学校教諭一種免許状（美術）、建築学科では高等学校教諭一種免許状

（工業）、経営学部総合経営学科では高等学校教諭一種免許状（公民）及び高等学校教

諭一種免許状（商業）の取得が可能である。 

・大学院においても、造形学研究科建築学専攻では高等学校教諭専修免許状（工業）、デ

ザイン学専攻では中学校教諭専修免許状（美術）及び高等学校教諭 専修免許状（美術）

の取得が可能である。 

〈通信教育部建築学科〉 

◎コース編成の特徴 

通信教育部建築学科は、平成26(2014)年度から、建築士資格取得を目指すコース

に加え、教養や生涯学習として建築を学びたい学生に適した新コースを加えた3コー

ス編成（プロフェッショナルコース、ベーシックコース、造形コース）の新カリキ
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ュラムをスタートさせた。特に「造形コース」は、将来の大学が担うべき「生涯学

習」の機会提供の一環として、通信教育部建築学科カリキュラムポリシーの「1）教

養」及び「3）社会性」をより充実させたカリキュラムを持つコースとして新設した。 

「プロフェッショナルコース」は一級建築士資格取得に特化したコースで、「ベー

シックコース」は、主に住宅建築を担う二級建築士資格取得に必要十分なカリキュ

ラムを用意したコースである。 

◎学びやすさの提供 

一般に通信教育では、通常の勤務や家事の合間を利用して限られた時間を捻出し

て学修時間を確保している学生が大半であるため、面接授業のスケジュールが合致

しない場合には退学に繋がるケースが多い。そこで、通信教育部建築学科では通常

土曜、日曜に開催する面接授業（スクーリング）を、建築関連業界、サービス業界

等の定休日に合わせた水曜日にも「水曜スクーリング」として実施し、受講生に対

する利便性を図っている。 

さらに、入学機会を増やすために平成26(2014)年度から、4月期入学に加えて10

月期入学も実施し、「学びたい時に学べる体制」を構築している。 

また、自学の環境であることから、些細な理由から学修を継続できなくなること

を防ぐため、テキスト学習や面接授業の理解を促進することを主目的として、毎月1

回各地のスクーリング会場を利用した自由参加型の「オープン教室」を開催し、専

任教員によるテキストや通常授業の理解支援、学修計画等へのアドバイスを実施し

ている。 

◎eラーニングの推進 

「通信教育」の特質を活かして、通信授業でのテキスト学習の補完と面接授業の

事前理解を高めるため、「デジタル教材」や「参考資料」の提供、オンラインでの

「レポートの提出」「科目終末試験」等で、科目毎にeラーニング化の最適な適用方

法を検討し、積極的にeラーニングを導入している。科目毎にeラーニング化の最適

な適用方法を検討し、平成27(2015)年5月1日現在、建築学科科目でeラーニング適用

予定科目（総86科目中78科目が適用予定）の約75％のeラーニング化が達成できた。

平成28(2016)年度末までには100％を目指し、より深く学びやすい学習環境を構築

する。 

〈学部・大学院共通〉 

・本学では、継続的な学習の積み重ねを評価すること、主体的・自立的な学習能力を育

成すること、獲得した知識の運用能力を高めること、以上3つの事項を基本方針とし

ている。そこで授業システムとしてアクティブ・ラーニングを推進し、同時にラーニ

ングアウトカムを担保するための授業運営方針及びその方策として「ASU教育2014」

を定めた。これを平成26(2014)年度から実施している。 

・「ASU教育2014」に基づく授業運営の概念図を図2-2-1に示す。図のように各講義に

ついて、毎週の学習内容を総括し、当該授業科目の学習内容が次への発展的な学習に

向けてのシーズとなることを学生に認識させる工夫をしている。 
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図 2-2-1 「ASU 教育 2014」に基づく授業運営概念図 

 

・各授業において「毎週の振り返り」「科目の振り返り」「学期・学年末の振り返り」

を設定し、「3つの振り返り」を実施している。講義計画の構成は全16週構成として、

第1週～第14週では、アクティブ・ラーニングを含んだ講義内容とし、第15週を定期

試験、第16週を「科目の振り返り」とする。 

・第1週～第14週に関しては、ラーニングアウトカムの基本となるよう受講ノート及び

授業外学習について定着化を図るために予習・復習となる宿題を課している。受講ノ

ートは、毎回の講義について学習内容、学びの気づき等を記載させ、必ず教員は次週

までにリフレクションを記載し返却する。 

・学生の学びの連続性を担保するために、講義欠席者には、受講ノートに代わり「補完

学習」を実施している。 

・第16週に実施する振り返りに際して、授業内容に図2-2-1に示す必須項目を定めて運用

をしている。さらに、講義計画の構成の改革に加えて、成績評価の方法について改革

をした。 

・「学習のプロセス」の「振り返り」を重視した教育課程にするために成績評価基準に

ついて見直し、学習のプロセスを評価する「学習過程評価」と授業の達成目標に到達

しているのか否かを評価する「学習成果評価」の二つに大別している。本方法は、「学

習成果評価」への偏重を排除し、毎回の講義を深い学びにするために「学習過程評価」

も評価できるように成績配分の重み付けをしている点に特長がある。なお2つの評価

において、それぞれ6割以上の評価点に満たない場合には当該科目を不合格としてい

る。 
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・平成26(2014)年度末にはPDCAサイクルに従い「ASU教育2014」について振り返り、

受講ノートを文章構成によるものだけなく授業に応じた多様な作成方法とする点、時

間外の学習の促進を学生自らが積極的に行うことができるような形式にする点等につ

いて改善を実施し、平成27(2015)年度より「ASU教育2014-15」を策定した。 

・シラバスには、学習内容の概要、学生の到達目標、成績評価の方法と基準等が記載さ

れており、単位の実質化のための取組みを明確に示している。 

・シラバスに示された学習の目的、到達目標、授業計画、自立的学習の方法、成績評価

基準等は、全科目について学期の最初の講義において説明されており、これにより、

学生の円滑かつ計画的な履修を支援する体制がとられている。 

・シラバスには、授業時間外の学習を促進させるため、各週における学習内容とそれに

係わる予習・復習項目が示されている。 

・シラバスは、学生がいつでも確認できるよう、「愛産UNIPA（Universal Passport：

教学ポータルサイト）」に公表され、「大学ホームページ」において外部に公開され

ている。 

・本学の授業科目は、教養科目、共通科目、専門科目の構成となっており、教養科目は、

「教養教育センター」が担当し、共通科目・専門科目は教務委員会が統括している。 

・教授方法については、科目担当者が科目に応じ適切な形で意欲的に取組んでいる。 

・教養科目、共通科目、専門科目における縦割りの弊害を解消するために、教養科目の

一部（基礎ゼミナール、スタディスキル、キャリアデザイン等）については、専門科

目を担当する教員も担当して、専門科目との関係がシームレスとなる教育方法をとっ

ている。 

・教授方法の工夫・開発の取組みとしては、全学的に専門ゼミナールを配置しているこ

と、初年次教育科目である数学・英語・日本語では、クラス分けを行って実施してい

ること、教育効果を高めるために大型ディスプレイ、プロジェクター、パソコン、無

線 LAN（一部校舎）等のマルチメディアを活用して、「コミュニケーションのための

言語・情報操作能力」の育成を行っている。 

・講義で得た知識を実践的に習得できるように、地域を実践の場として提供し、「キャリ

アデザイン」「三河ものつくり学」「地域実習」及び「専門ゼミナール」等で地域連携

活動を行っている。 

・学修の目的及び達成すべき質的水準及び具体的実施方法を定めた学内方針「アセスメ

ント・ポリシー」（以下「愛知産業大学アセスメント・ポリシー」という。）を明確に

定め、組織的に学生の学修成果を評価している。 

・「愛知産業大学アセスメント・ポリシー」とは、継続的な学習の積み重ねを評価する、

主体的・自立的な学習能力を育成する、獲得した知識の運用能力を高めるという3点

を教育の基本とし、図2-2-2のように位置付けている。 

 



愛知産業大学 

38 

 

図2-2-2 アセスメント・ポリシーの位置付け 

  

◎科目アセスメント 

「科目アセスメント」とは、学生アセスメントと授業アセスメントからなり、科

目（授業）単位で修得した知識やスキル等をアセスメントすることである。これに

より、授業において学生に何がどの程度身についたか（活用できるようになったか）

が明確となり、「学生は自分達の学修の現状を知る（何が出来る/出来ないがわかる）」

ことができ、教員は授業を振り返ることができる。 

○「学生アセスメント」 

「学生アセスメント」は、知識やスキル等の修得を深める（深い学びの）ために、

学習到達度を振り返ることを目的として、学生・教員・大学が学習成果について「授

愛知産業大学　アセスメント・ポリシー

建学の精神

大学の使命・目的 学則第１条

学部、学科等 学則第２条

教育研究の目的

教育の方針

学生の受け入れ方針 教育課程編成の方針

アドミッションポリシー カリキュラムポリシー

教育の方法 ASU教育2014

学習/学修

学習成果

　　　　科目（授業）単位で修得する知識やスキルなど

学修成果

　　　　カリキュラム（課程）を通して修得する知識やスキルなど

アセスメント・ポリシー

学生アセスメント

カリキュラム・アセスメント

学位授与の方針

ディプロマポリシー

科目アセスメント

課程アセスメント

学生アセスメント

授業アセスメント
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業での振り返り」「成績評価による振り返り」「GPAによる振り返り」の３つ方法で、

学生をアセスメントすることである。 

「授業での振り返り」（履修授業について学生が学生（自分）をアセスメントする）

では、第16週目授業において科目（履修授業）の振り返りを行う。 

「成績評価による振り返り」（授業担当教員が履修生をアセスメントする）では、

授業担当教員が成績評価基準に従い当該授業の学生の評価を行う。学生は同評価結

果をもとに当該授業における知識やスキルの修得度（到達度）、授業への取組み姿勢

等振り返る。 

「GPAによる振り返り」（大学が学生をアセスメントする）では、大学が当該授業

の成績評価GP（Grade Point）及び全履修科目のGPAを学生に提示する。学生はGPA

等をもとに学期全体を振り返る。 

○「授業アセスメント」 

「授業アセスメント」は、授業をより良くすることを目的として、授業を振り返

り、「授業改善（評価）アンケート」「授業公開」「ティーチング・ポートフォリオ」

「シラバス第三者評価」を用いて、学生・教員・大学が授業をアセスメントするこ

とである。 

「授業改善（評価）アンケート」（履修生が履修授業をアセスメントする）では、

「授業改善アンケート」と「授業評価アンケート」を実施することとしている。 

「授業改善アンケート」は、当該授業の改善のため、学期半ばに実施する。対象

は全授業とし、質問事項はコメント（良い点、改善して欲しい点）を記述する形式

としている。当該授業の担当教員が指定書式による上記アンケート（無記名）の配

付・回収を行い、同アンケートの回答等に対するリフレクション（授業改善）を実

施している。なお、同アンケートの回答及び実施したリフレクション（改善点）を

記入したリフレクションシートを提出している。 

「授業評価アンケート」は、当該授業を評価するため、学期末に実施する。対象

は全授業とし質問事項はルーブリック（評価基準）に基づく選択形式としている。

実施はマークシートによるものとしている。なお、リフレクションは、ティーチン

グ・ポートフォリオで振り返り、次年度シラバスに記入する。アンケート結果は、

教職員及び学生に開示している。また、授業評価アンケートで良い評価の授業を顕

彰する制度を実施し、後述の授業公開の対象授業の資料としている。 

「授業公開」（教員が他の教員の担当授業をアセスメントする）では、専任教員が

同授業を自分の授業改善の参考とする。なお、参考になった点を「授業改善レポー

ト」として提出している。 

「ティーチング・ポートフォリオ」（授業担当教員が担当授業をアセスメントする）

では、授業担当教員が学期末に担当授業を振り返り、所定の書式に従いティーチン

グ・ポートフォリオを作成する。なお、ティーチング・ポートフォリオには成績評

価基準の資料も含まれる。 

「シラバス第三者評価」（大学が授業をアセスメントする）では、授業のシラバス

が適切であるかを学科長及び教務委員がシラバスの記述内容をチェックすることで

行う。 



愛知産業大学 

40 

・平成27(2015)年度には、「ASU教育2014-15」への改善を踏まえて、「愛知産業大学ア

セスメント・ポリシー」における科目アセスメントを改定するとともに、課程アセス

メントに学生アセスメントを付加した。 

◎「課程アセスメント」 

「課程アセスメント」とは、「学生アセスメント」と「カリキュラム・アセスメント」

からなり、課程を通して修得する知識やスキル等をアセスメントすることである。

これにより、課程を通して学生に何がどの程度身についたか（活用できるようにな

ったか）が明確となり、「学生は自分達の学修の現状を知る（何が出来る/出来ない

がわかる）」ことができる。 

○「学生アセスメント」 

「学生アセスメント」（学生・教員が課程を通じた学修成果について学生をアセス

メントする）は、知識やスキル等の修得を深める（深い学びの）ために、年度ごと

に振り返り、学修到達度を評価する。 

年度ごとの「振り返り」（課程について学生が学生（自分）をアセスメントする）

では、年度末に、学修成果の振り返りを行い、自己評価を行う。 

「学修到達度評価」（教員（担任）が学生をアセスメントする）では、担任が、学

生の学修到達度を評価する。 

○「カリキュラム・アセスメント」 

「カリキュラム・アセスメント」は、課程（カリキュラム）を振り返り、改善を

行うことを目的として、大学が課程（カリキュラム）をアセスメントすることであ

り、方法としては、カリキュラムについて振り返り、カリキュラム改定を行う。 

・授業公開による授業改善の取組み、教授方法に関する種々の課題・テーマについて報

告・議論を行う UD フォーラムを開催し、教授方法の改善を図っている。 

・教務委員会では、学生の授業外学習時間の把握を目的として授業外学習時間アンケー

トを実施している。 

・単位の実質化を図るため、「授業科目の履修登録単位数の上限に関する細則」により、

学期毎の履修単位数の上限を 20 単位とすることが定められている。 

・直前学期において 16 単位以上を修得し、かつ GPA3.2 以上の成績を修めた成績優秀

学生については、次学期の履修登録単位数の上限を 26 単位とする緩和措置をとって

いる。 

〈大学院〉 

・大学院では、表2-2-1に示す各専攻のカリキュラムポリシーを教育課程に反映すべく、

平成25(2013)年度にカリキュラム改訂を実施した。大学院の教育課程表においては、

授業科目を大学院研究科共通科目と専門科目に2分し、専門科目では領域の科目と専

攻共通科目を設定している。 

・春秋両学期入学制及び小規模の定員により、各科目の受講者は少人数となるためアク

ティブ・ラーニングが実践しやすく、これを積極的に取り入れている。学部同様の宿

題、受講ノート、まとめ・振り返り（第16週）等を活用した講義内容、講義方法もま

た、学生意見のフィードバックによる継続的振り返り・改善を可能としている。また、

地域を対象とした課題解決型学習やフィールドワークを中心に各自が設定する設計テ
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ーマについて、地域との連携と各領域にまたがる実践的な設計、デザイン能力の向上

を図ることを目的とし、個別指導とグループ討論をしながら、資料収集、調査、分析、

レポート作成等を進める「設計演習A」から「設計演習D」、「デザイン演習A」から「デ

ザイン演習D」（各学期計4期、必修）では、個別指導とグループ討論を通じて、関連

する科目との連携も含め、学生のアクティブな学びができる環境を整えられるよう継

続的に授業方法の改善が進められている。さらに、各研究領域において自ら研究テー

マを設定し、問題発見・課題設定・資料収集・調査分析から研究成果としての修士論

文もしくは修士設計、修士制作のとりまとめ、そして発表までの一連の研究作業を進

める「建築学特別研究A」から「建築学特別研究D」、「デザイン学特別研究A」から「デ

ザイン学特別研究D」でも、同様に、個別指導をするなかで学生の意見が把握でき、

それにより関連科目と連携しながら授業方法の継続的改善・対応がなされている。 

・大学院では学生が主体的にテーマを設定する設計演習（建築学専攻）やデザイン演習

（デザイン学専攻）では、地域を対象とした課題解決型アクティブ・ラーニングによ

る地域とのコミュニケーション実践と社会課題への対応を促している。できるだけ身

近な課題を調査・研究し、地域・産業界と連携した体験的なものづくり開発を実践す

るものであり、高度職業人としての質の高い人材育成の一端を担うと考えている。 

・「ティーチング・アシスタント規程」に基づき、大学院学生を活用して学修支援を実施

している。この制度は、学部の専門実習科目等での学部生への技術・技能の指導を実

施するものであるが、大学院学生は、この機会を通じて、自らの知識・技能等を再確

認することができ、修士研究に活かされている。 

・「補完教育プログラム」において、「学内聴講に関する内規」に則って、各専門科目を

履修する際に最低限必要な知識を得るために研究科委員会が指定した学部の関連科目

の学内聴講が認められている。 

・大学院共同研究の制度は、同じ領域に所属する大学院学生とその指導教員が共同で実

施するものであり、調査や実験を通じて、修士研究を中心とする大学院学生の学修の

幅を広げ、深度を深めることに役立っている。 

・各学期末には学生及び教員に対して記述式自己評価アンケート及び聞き取り調査を実

施し、年度末には自己点検報告書としてまとめている。教授方法に関する意見や課題

点は、専攻会議及び研究科委員会で報告・検討し、その結果を大学院学生・教員に伝

え、改善に役立てる体制をとっている。 

 

【エビデンス集（資料編）】 

【資料2-2-6】愛知産業大学キャンパスガイド2015 

【資料2-2-7】愛知産業大学入学試験要項2016 

【資料2-2-8】教職課程履修規程 

【資料2-2-9】ASU教育2014 

【資料2-2-10】愛知産業大学アセスメント・ポリシー 

【資料2-2-11】就業できる大学へ ASU教育2014   

【資料2-2-12】アセスメント・ポリシー2015年度版 

【資料2-2-13】就業できる大学へ ASU教育2014-15 
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【資料2-2-14】愛知産業大学シラバス2015 

【資料2-2-15】学生による授業評価の実施に関する規程 

【資料2-2-16】学生による授業評価に基づく授業担当教員の表彰に関する細則 

【資料2-2-17】授業公開Weekに関するお知らせ 

【資料2-2-18】平成26年度後期授業改善レポート 

【資料2-2-19】平成26年度前期授業改善アンケート実施報告書 

【資料2-2-20】平成26年度前期授業評価アンケート実施報告書 

【資料2-2-21】平成26年度後期授業改善アンケート実施報告書 

【資料2-2-22】平成26年度後期授業評価アンケート実施報告書 

【資料2-2-23】授業科目の履修登録単位数の上限に関する細則 

【資料2-2-24】学習時間に関するアンケート調査 

【資料2-2-25】愛知産業大学大学院学生便覧平成27年度  

【資料2-2-26】シラバス：設計演習A～D、デザイン演習A～D、建築学特別研究A～D、

デザイン学特別研究A～D 

【資料2-2-27】平成27年度愛知産業大学大学院造形学研究科補完教育プログラム 

【資料2-2-28】平成26年度大学院自己点検評価（教員） 

【資料2-2-29】平成26年度大学院自己点検評価（大学院生） 

【資料2-2-30】愛知産業大学通信教育部2015 

【資料2-2-31】平成27年度eラーニング対応計画・状況 科目一覧 

 

（3）2－2 の改善・向上方策（将来計画） 

・カリキュラムポリシーに沿った教育課程編成の中での各教科の果たすべき役割につい

て、教科の到達目標の他に、その教科が教育課程においてどのような位置付けにある

かを明確に学生に示す方策を検討する。 

・学期毎に実施している授業改善アンケートや授業科目の成績分布状況等から、授業実

施内容を振り返り、次回の実施・改善へつなげるほか、授業公開により優れた授業改

善の工夫や取組みを共有・実施していく。 

・「ASU教育2014」の改善版として平成27(2015)年4月から実施している「ASU教育

2014-15」に基づき授業運営を行うとともに、継続的な振り返りを行うことで教育改

革に取組む。 

 

2－3 学修及び授業の支援 

≪2－3 の視点≫ 

2-3-① 

 

教員と職員の協働並びに TA(Teaching Assistant)等の活用による学修支援及

び授業支援の充実 

（1）2－3 の自己判定 

基準項目 2－3 を満たしている。 

 

（2）2－3 の自己判定の理由（事実の説明及び自己評価） 
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2-3-① 教員と職員の協働並びに TA(Teaching Assistant)等の活用による学修支援及

び授業支援の充実 

〈学部共通〉 

・本学では、学修及び授業に関する事項は、教員と職員で構成している教務委員会（教

育全般担当）・教養教育委員会（教養教育担当）・キャリア委員会（キャリア教育、就

職支援担当）・学生委員会（学生生活支援担当）・国際交流委員会（留学生担当）で分

担し、また相互に連携を取りつつ、各事案について計画・実施を行っている。また各

委員会の開催にあたり、学長と事前に打ち合わせを実施し、議題の整理を行っている。 

・学生の学修支援は、授業を通して実施されることが中心となるが、授業内外の教育を

組織的に実施していくため、教員と職員とが協働して担う方針が掲げられ、原則毎月

開催されている全体会（全教職員が参加）において学長より折に触れてその方針と実

施策が示されている。 

・本学では、全学生について専任教員が担任となって学修及び学生生活等の支援を行う

担任制度を実施している。この制度は「担任規程」により担任が適切な学習支援（学

習計画支援、履修登録指導、出欠指導、成績確認・指導等）を行う体制をとっており、

担任は担当する学生の指導記録として、毎学期に「担任業務実行報告書」を学長へ提

出し、学長が学修等支援を統括している。 

・学生の履修に関する事項については、入学時においては 1 週間にわたり入学生プログ

ラムを実施して、4 年間の学びの説明を行っており、各学年の前・後期のはじめには

学期ガイダンスを行っている。また、学期末に「振り返り&履修相談 Week」として、

担任が担当する学生に一人ひとり個別の履修指導を行っている。 

・学習支援の場として、図書館（図書情報活用支援）、IT サポート室（情報活用支援）

があり、教職員が協働して、効果的な学習支援を実施している。 

・キャリア教育・就職支援においては、キャリア委員会が管轄して、キャリアファシリ

テーターが常駐して、学生のキャリア・就職相談を行っている。 

・教養教育の支援のため「教養教育センター」を附属機関として設置し、教養教育委員

会が組織的な授業支援を実施している。 

・障がいを有する学生に対して、「学内ワークスタディ奨学金」を活用し、学生サポー

ターを募り、情報保障のためのノートテイキングを行っている。 

・「ティーチング・アシスタント規程」及び「スチューデント・アシスタント（SA）規

程」に基づき、大学院学生や成績優秀学生を活用して学修支援を実施している。 

・学生相談室の相談員と担任が連携し、学修上及び生活上の悩みに対応する相談体制を

整備している。 

・学生が退学する理由の一つとして、保護者の経済上の理由が挙げられており、各種経

済支援制度を設けている。 

・担任は退学防止のための相談や支援を適宜実施しているが、やむなく退学する学生に

ついては、「退学願」に詳しい退学理由を記載させるとともに、学生や保護者に対して

行った退学防止の方策を記載した「学生異動記録」を添付し、これに基づき退学防止

の方策を教務委員会が中心となって協議している。 

・本学園全体では毎年、全ての設置校が達成すべき数値目標を設定し、理事会で承認を
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得て、その目標達成の努力を行っている。この数値目標には、退学率が含まれており、

教職員が退学防止の具体的目標を共有し、その達成に向けて協働する体制をとってい

る。 

・退学の大きな要因となる授業への出席不良を改善するため、毎月末には担任が担当す

る学生の出欠状況を「愛産 UNIPA」により確認し、必要に応じて学生指導を行って

いる。出欠状況は学科長がとりまとめて学科としての指導に活用しているほか、学科

長から学長に報告された出欠状況は、経年的比較データとしてとりまとめられ、担任

に向けて情報提供され、適切な指導を実施している。 

・本人の責に帰さない心身上の不調を持つ学生に対して、修学上の特別な配慮による学

修支援の仕組みを設け、他の学生と同等の学修を担保している。 

・留学生には、「基礎日本語」「文章表現」「キャリアデザイン I」「キャリアデザイン II」

において、留学生専用のクラス編成を行い、日本語の学習を徹底して指導する他に、

授業外での補習授業を開講する等の学修支援を行っている。 

・本学では、留学生に対して、2 年次までに「日本語能力試験 N1」に合格するよう指導

している。合格した場合にその受験料を支給する「資格取得奨励奨学金制度」を活用

して、大学の取得単位とは別に資格試験を合格するまで受験するよう、積極的に指導

している。 

・科目担当教員は、オフィスアワーを毎週実施することとしており、実施時間・場所の

ほか、学修支援のための内容についても周知しており、学生の自主的な学習を促すた

めの取組みを実施している。 

・非常勤講師が担当する科目においては、シラバスにてオフィスアワーの対応について

記載している。 

〈大学院〉 

・大学院では、各学生が修士研究計画に適した指導教員を選定し、その指導教員を中心

として学生に必要な学修支援体制を整備している。指導教員は、日頃の研究指導だけ

でなく、履修指導等大学院学生が修了するまでの学修全般の支援を行う。 

〈通信教育部〉 

・通信教育部の受講生は大半が社会人であることから通学部と同質の担任制度は設けて

いないが、退学防止のために履修状況を適宜確認するとともに、学習に支障が出てい

るときにはオープン教室等の利用を促す等の励ましのメッセージを送付している。ま

た、「卒業研究」の履修者全員に対して専任教員が卒業に関わる履修状況確認を行い、

卒業に向けての適切な履修をサポートしている。 

・面接授業を行う第 1 日・第 2 日終了後をオフィスアワーとして設定している。その他

「オープン教室」や「通教オンライン」でも様々な質問や相談を受け付けており、そ

れらは年 4 回発行の機関誌「愛産 PAL」に掲載している。 

 

【エビデンス集（資料編）】 

【資料2-3-1】 担任規程 

【資料2-3-2】 平成26年度の振り返り及び平成27年度の履修指導について 

【資料2-3-3】 学内ワークスタディ奨学金規程 
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【資料2-3-4】 スチューデント・アシスタント（ＳＡ）規程 

【資料2-3-5】 ティーチング・アシスタント規程 

【資料2-3-6】修学上の特別な配慮に関する申合せ 

【資料2-3-7】平成27年度前期オフィスアワー 

【資料2-3-8】愛産PAL 

 

（3）2－3 の改善・向上方策（将来計画） 

・オフィスアワーは組織的に実施されているが、これを活用する学生数の把握、学生の

学修ニーズを系統的に整理するため、オフィスアワーの効果の評価、活用改善に向け

て基本的データの収集を行う。 

・中途退学を防止するためには、日頃の学習活動状況の迅速な把握が必要であり、退学

の前兆をいち早くつかみ、適切な指導をするため、引き続き授業への出席状況を把握

し、担任、通信教育部にあっては学科主任が中心となって学修支援を行う。 

・ティーチング・アシスタントやスチューデント・アシスタントの教育効果を高めるよ

う、教務委員会の主導により、スチューデント・アシスタントの事前研修をさらに効

果的に実施する。 

・学生への学修及び授業支援に対する学生の意見等を汲みあげ、適切な体制改善に結び

つくよう、従前から実施していた学生アンケートの内容を経年的に検討し、課題改善

を早急に実施できるよう検討する。 

 

2－4 単位認定、卒業・修了認定等 

≪2－4 の視点≫ 

2-4-① 単位認定、進級及び卒業・修了認定等の基準の明確化とその厳正な適用 

（1）2－4 の自己判定 

基準項目 2－4 を満たしている。 

 

（2）2－4 の自己判定の理由（事実の説明及び自己評価） 

 2-4-① 単位認定、進級及び卒業・修了認定等の基準の明確化とその厳正な適用 

・学部・学科、大学院研究科及び通信教育部のディプロマポリシーは、表 2-4-1 のとお

り、建学の精神、大学の使命・目的及び学則等に明記された教育目的を踏まえ、かつ

カリキュラムポリシー及びアドミッションポリシーとの関連の中で、一貫した観点と

しての 3 つの観点（「1）教養」「2）専門性」「3）社会性」）から、以下のとおり、

明確に定められている。 

・ディプロマポリシーについては、学期開始時に学生に配付する『キャンパスガイド』

『大学院学生便覧』『学習のしおり』等の冊子、「大学ホームページ」に明記して、

学生・教職員・利害関係者を含め学内外に広く公開し、理解を促している。 

・卒業または修了に関しては、「卒業に必要な最低単位数」又は「修了に必要な最低単

位数」をあらかじめ『キャンパスガイド』及び『大学院学生便覧』、通信教育部では

『学習のしおり』にて明示し、計画性をもった学修計画を立てることを促している。 
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表 2-4-1 ディプロマポリシー 

 

1
自然・社会・文化に関する基本的知識を習得するとともに、それらをより広く、深く修得する向上
心・探求心と、知識を適切に活用できる能力を身につけていること

2
デザインに関する諸課題を適切に把握し、これに対する具体的な提案・実践ができる知識や技能を身
につけていること

3 社会人としての基本的教養と職業倫理を持ち、主体的に問題に取り組むことができること

1
．自然・社会・文化に関する基本的知識を習得するとともに、それらをより広く、深く修得する向上
心・探求心と、知識を適切に活用できる能力を身につけていること

2
建築学における知識・技能・技術を習得し、社会の課題に応じて適切に活用できる力を身につけると
ともに、しっかりした職業倫理を持っていること

3 社会人としての基本的教養と職業倫理を持ち、主体的に問題に取り組むことができること

1
産業・地域・生活との関わりを認識したビジネスパーソンとしての教養と総合的判断力を身につけて
いること

2 経営に関する専門知識を主体的に身につけていること

3 しっかりとした職業倫理を持ち、社会に真摯に仕える能力を身につけていること

1
現代社会の諸問題に関する観察眼や分析力を身につけるとともに、専攻分野での学習を高い教養的見
地から位置づけられること

2
建築に関する学術、技術及び芸術に関する総合的で高度な専門知識を修得するとともに、社会造形上
の問題発見・解決に従事する実践的職業人としての高い倫理観を具えていること

3
建築が社会環境の造形に果たすべき役割と責務に対する深い理解をもち、リーダーシップをもって地
域社会の発展に貢献する使命感をもつこと

1
現代社会が抱える諸問題を意識し、高い教養と広い視野に立ってデザインを思考する能力と責任を身
につけていること

2 デザイン分野のプロとして、新たな価値を創造するための専門的能力と力量を具えていること

3 協調性や高度な伝達力、指導力を持つデザイン開発リーダーとしての素養を身につけていること

1
自然・社会・文化に関する基本的知識を習得するとともに、それらをより広く、深く修得する向上
心・探求心と、知識を適切に活用できる能力を身につけていること

2
デザインに関する諸課題を適切に把握し、これに対する具体的な提案・実践ができる知識や技能を身
につけていること

3 社会人としての基本的教養と職業倫理を持ち、主体的に問題に取り組むことができること

1
．自然・社会・文化に関する基本的知識を習得するとともに、それらをより広く、深く修得する向上
心・探求心と、知識を適切に活用できる能力を身につけていること

2
建築学における知識・技能・技術を習得し、社会の課題に応じて適切に活用できる力を身につけると
ともに、しっかりした職業倫理を持っていること

3 社会人としての基本的教養と職業倫理を持ち、主体的に問題に取り組むことができること

大学院造形学研究科・専攻のディプロマポリシー

造形学研究科
建築学専攻

造形学研究科
デザイン学専攻

学部・学科のディプロマポリシー

造形学部
デザイン学科

造形学部
建築学科

経営学部
総合経営学科

学部・学科（通信教育部）のディプロマポリシー

造形学部
デザイン学科

造形学部
建築学科

 

 

・卒業判定及び修了判定については、「学位規程」「学位規程（大学院）」「卒業に関

する規程」「学位記審査体制等の確立に関する規程」に従って、厳正に実施している。 

・教育課程において定められた単位を実質化するため、１授業時間を 90 分とし、一学

期において定期試験を除き 15 週にわたって授業を実施している。 

・授業実施にあたっては、教務委員会で調整・確認された『教務マニュアル』を、非常

勤講師を含む全教員に配付し、確保すべき授業時間数、出欠記録、試験実施、成績評

価、成績報告等についての留意事項を周知・徹底している。 

・単位認定等の成績評価の公平性を確保するため、「試験及び成績評価に関する細則」

第8条（成績評価）において、「履修科目の成績は、『学習過程評価』『学習成果評

価』により、各科目担当者が評定する。『学習過程評価』は、予習・復習等の宿題提

出、授業出席態度、受講ノートの内容、授業で行われる小テスト、クイズの評価等に
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より評価する。『学習成果評価』は、定期試験の得点で評価する」と定めている。さ

らに「愛知産業大学アセスメント・ポリシー」「試験及び成績評価に関する細則」第9

条により成績評価を、表2-4-2のとおり、明確に定め、厳格に実施している。 

 

表 2-4-2 成績評価の基準 

 
学習過程評価点 

60％以上 ６０％未満 

学
習
成
果
評
価
点 

60

％

以

上 

合格 

記号 評価 総合評価点 

Ｓ 秀 90～100 点 

Ａ 優 80～90 点未満 

Ｂ 良 70～80 点未満 

Ｃ 可 60～70 点未満 
 

不合格 

記号 評価 総合評価点 

Ｆ 未 ― 

  再試験受験不可 

60

％

未

満 

不合格 

記号 評価 総合評価点 

Ｄ 不 60 点未満 

再試験受験可 

※「総合評価点」は、学習過程評価点と学習成果評価点の合計点をい

い、学習過程評価が 60%以上の場合のみ算出される。 

記号 評価 備考 

Ｅ 欠 授業への出席率が８５％未満（再試験受験不可） 

Ｎ 認 単位認定した科目の評価 

※評価記号のＤ、Ｅ、Ｆは「不可」の成績である。 

 

・個々の科目の成績評価の基準については、シラバスに明記している。 

・定期試験後の成績評価の報告については教務委員会が記入漏れ・ミス等を確認し、正

確性を期すこととしている。 

・最終の成績評価の報告の際には、成績評価の根拠となった出欠状況及び試験結果等を

教務課に提出している。 

・成績評価に疑義がある学生は、「成績異議申立に関する内規」に従って異議申立を行う

ことができる仕組みを整えている。この制度により成績評価の公平性が確保できてい

る。 

・外部試験の点数、外部資格の合格による単位認定については、「資格取得による単位認

定」の規定に基づき、適切に対応している。 

・単位の実質化を図り、学生の教育課程全体における学修状況の理解を促すため、「GPA

に関する細則」に基づいて GPA の活用を図っている。 
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・単位互換については、愛知県内の大学が加盟する「愛知学長懇話会」において締結さ

れた「単位互換に関する包括協定」に基づき、加盟大学に所属する学生が他大学で開

講される様々な授業を履修し、所属する大学の単位として認められる制度を活用して、

事前に読替科目を設定して、単位認定を行っている。 

・編入学、転部・転科した学生が既に履修した授業科目及び単位の取扱いについては、

教務委員会及び教授会の議を経て学長が決定している。 

 

【エビデンス集（資料編）】 

【資料 2-4-1】愛知産業大学キャンパスガイド 2015 

【資料 2-4-2】愛知産業大学大学院学生便覧平成 27 年度 

【資料 2-4-3】愛知産業大学学習のしおり 2015 

【資料 2-4-4】学位規程 

【資料 2-4-5】学位規程（大学院） 

【資料 2-4-6】卒業に関する規程 

【資料 2-4-7】学位審査体制等の確立に関する規程 

【資料 2-4-8】教務マニュアル平成 27 年度版 

【資料 2-4-9】試験及び成績評価に関する細則 

【資料 2-4-10】愛知産業大学シラバス 2015 

【資料 2-4-11】成績異議申立に関する内規 

【資料 2-4-12】資格取得に対する科目の単位認定について 

【資料 2-4-13】GPA に関する細則 

【資料 2-4-14】他の大学等において修得した単位の認定に関する規程 

【資料 2-4-15】編入学の単位認定に関する申合せ 

 

（3）2－4 の改善・向上方策（将来計画） 

・厳格な成績評価の徹底を図り、成績評価における誤記入等の解消を図るとともに、成

績異議申立による成績修正件数の減少に取組む。 

・成績評価において再試験は一定の役割を果たしてきているが、その教育的効果を改め

て検証し、再試験の廃止について検討する。 

・学生の学修支援及び教員の教育改善に資するよう多面的な活用の方策として、個々の

学生の年度での GPA のみならず、教員毎の GPA、学科毎の GPA 等のデータの分析・

評価を行うとともに、卒業判定や退学勧告への活用の是非を検討する。 

 

2－5 キャリアガイダンス 

≪2－5 の視点≫ 

2-5-① 教育課程内外を通じての社会的・職業的自立に関する指導のための体制の整

備 

（1）2－5 の自己判定 

基準項目 2－5 を満たしている。 
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（2）2－5 の自己判定の理由（事実の説明及び自己評価） 

 2-5-① 教育課程内外を通じての社会的・職業的自立に関する指導のための体制の整

備 

〈学部共通〉 

・学部カリキュラムは、入学時での学科選択や大学卒業後の進路について意志・意欲が

不明確であったり、弱かったりする学生に対し、社会的・職業的自立を促すことを目

的とし、表2-2-2に示す大学卒業後の進路を視野に入れた「履修モデル」を提示し、学

生がこれに沿った履修を行えるようにするために策定されたものである。 

・社会的・職業的自立に対する教育の一つの柱として、1年次には「キャリアデザインI」

「キャリアデザインII」の必修科目を履修させ、進路を視野に入れた学修の取組みを

促す仕組みを導入し、2年次・3年次においては「キャリアデザインIII」「キャリアデ

ザインIV」「キャリアデザインV」「キャリアデザインVI」（いずれも選択科目）を

学期毎に開講して、学生自身の適性の気づきや進路選択を支援する教育プログラムを

実施している。 

・インターンシップについては、学部の特性によりその履修目的と時期が異なるため、

造形学部は「キャリアデザインV」において実施し、経営学部は「インターンシップ」

という科目を独自に開講し実施している。 

・全ての学生に割り当てられている担任は、「担任規程」に基づき、社会的・職業的自

立を促すよう、必要な進路支援を行っている。 

・「キャリア支援課」は、学生のキャリア形成支援、就職活動支援、資格取得支援等の

中心的組織であり、キャリア委員会及び担任と協働して、学生の支援を行っている。 

・こうしたキャリア教育の取組みは「履修モデルによる就業力形成プログラム」として、

「文部科学省平成22(2010)・23(2011)年度大学生の就業力育成支援事業」（就業力GP）

に採択されている。 

・本学園では毎年、各設置校が達成すべき必達目標を設定しており、入学者数と退学（除

籍を含む）率について定めている。これに加え、本学では独自に就職内定率・進路決

定率を目標に加え、その達成に向けた教職員協働の取組みを行っている。 

・学生の就職活動状況等について、担任が「学内電子掲示板サイボウズ」を用いて適宜

更新し、キャリア支援課及びキャリア委員会にて情報を把握・共有することとしてい

る。共有した情報をもとに、企業説明会・募集状況等の就職活動に関する情報を逐次

学生に連絡する等、組織的な相談・助言体制を敷いている。 

〈大学院〉 

・大学院では、より高度な職業的自立を支援するため「実務研究」（選択科目）を開講

し、関連業務の実務を通じた見識を広め、進路選択に役立てるほか、修士研究の社会

的意義を確認する一助としている。 

・大学院建築学専攻では、建築実務の技術及び職業観・職業意識を身につけたいと考え

る学生のために、「実務実習」を授業科目として設定し、そのニーズに応えられるよう

にしている（選択、16単位、平成24(2012)年度の建築学専攻カリキュラム改訂により

導入）。これは、建築の設計・監理の実務を行う専門家とともに意匠設計、構造設計、

または設備設計に関する実務経験を行うものであり、事前研修（2時間）、インターン
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シップ（720時間）、事後報告会（2時間）よりなる。学生は、実際の履修パターンを

次の2つのモデルから選択することができる。①週1回の実習を15週行い、これを1ク

ールとして1年春学期、1年秋学期、2年春学期、2年秋学期で計4クール行うとともに、

1年次及び2年次の夏期休業期間において各15回の実習を集中講義として行う。②週3

回の実習を15週行い、これを1クールとし、1年春学期、1年秋学期、2年春学期、2年

秋学期の中の2学期で、2クール行う。この科目の履修により、一級建築士試験の受験

資格（建築士法第14条）として必要とされる建築実務の経験年数2年以上（指定科目

を修めて大学を卒業した者について）のうちの1年分に充てることが可能である。 

 

【エビデンス集（資料編）】 

【資料2-5-1】シラバス：「キャリアデザインI」～「キャリアデザインVI」 

「インターンシップ」 

【資料2-5-2】シラバス：「実務研究」「実務実習」 

【資料2-5-3】担任規程 

【資料2-5-4】中部圏の地域・産業界との連携を通した教育改革力の強化 取組事例報

告書 

 

（3）2－5 の改善・向上方策（将来計画） 

・キャリアデザイン科目群を中心に、教育課程の内外で教職員協働によりキャリア支援

が可能となるよう、学長のガバナンスの下、教職員のキャリア支援力を高める研修会

への参加や協力体制を整備し、学生のための支援体制をより一層充実させ、実施して

いく。 

・キャリアデザイン科目を中心に自己点検・評価を行い、社会的・職業的自立を目指し

たキャリアデザイン科目群の改善に努める。 

 

2－6 教育目的の達成状況の評価とフィードバック 

≪2－6 の視点≫ 

2-6-① 

2-6-② 

教育目的の達成状況の点検・評価方法の工夫・開発 

教育内容・方法及び学修指導等の改善へ向けての評価結果のフィードバック 

（1）2－6 の自己判定 

基準項目 2－6 を満たしている。 

 

（2）2－6 の自己判定の理由（事実の説明及び自己評価） 

 2-6-① 教育目的の達成状況の点検・評価方法の工夫・開発 

〈学部共通〉 

・学生の学修状況のうち、出欠状況については、担任が毎月末に担当学生の履修全科目

についての出欠確認を行い、その結果を「出欠状況調査報告」として学科長を通じて

学長に提出している。 

・学生の学修状況のうち、成績状況については、担任が学期末毎に担当学生の単位取得

状況、GPAを「愛産UNIPA」で確認し、修学指導に活用している。 
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・「授業改善アンケート」及び「授業評価アンケート」を、全開講科目について前期・

後期ともに実施している。アンケート結果は、UD委員会を通じて、教員にフィード

バックされ、改善点を報告することとなっている。 

・学生の就職状況については、キャリア支援課が毎月末での就職内定率等のデータを作

成し、これをキャリア委員会に報告して、学生のキャリア支援に活用している。また

学科内では学生一人ひとりについて就職活動の状況（進路希望、就活状況、指導上の

課題等）のデータを「学内電子掲示板サイボウズ」を活用して教員とキャリア支援課

職員が共有しており、担任及びキャリア支援課のキャリア支援をサポートするチーム

支援の体制が機能している。 

・学生がキャリアファシリテーターに相談した内容も「愛産UNIPA」の個人ページに記

録し、個々の学生に対する支援が大学全体でできるようになっている。 

・学生の意識調査については、卒業直前の4年生に対してアンケートを実施している。 

・就職先の企業に対しては、教員及びキャリア支援課職員が企業訪問し、人事担当者と

の面談により、本学学生に対する期待や評価を伺い、報告書にまとめている。 

 

【エビデンス集（資料編）】 

【資料2-6-1】学生による授業評価の実施に関する規程 

【資料2-6-2】学生による授業評価に基づく授業担当教員の表彰に関する細則  

【資料2-6-3】平成26年度卒業生アンケート 

 

2-6-② 教育内容・方法及び学修指導等の改善へ向けての評価結果のフィードバック 

〈学部共通〉 

・学長は、担任による「出欠状況調査報告」をもとに、学年・学科・月ごとの比較、ま

た経年比較を整理し、改善に向けたコメントを付して、全担任にフィードバックして

いる。 

・担任は、学期末に「振り返り&履修相談Week」において、個々の学生の「振り返りシ

ート」にGPAを記入させ、学生の学修指導に役立てている。 

・科目担当教員は、「授業改善アンケート」を実施し、その学期中にアンケート結果を

反映した授業改善を行っている。 

・「授業評価アンケート」については、UD委員会で取りまとめ、その結果を学長に上

申し、全体会において、非常勤講師も含み、評価の高い教員を顕彰することで授業改

善を促進している。 

・「授業評価アンケート」の結果は、学生及び教職員に開示している。 

〈大学院〉 

・大学院では専攻ごとに大学院学生と教員の自己点検評価の記述式アンケートを各学期

末に実施し、その内容は各専攻会議や研究科委員会を通じて報告・検討し、年度末に

は、『大学院教員自己点検評価』『大学院院生自己点検評価』の報告書としてまとめて

いる。大学院学生からの意見に対しては個々に回答することでフィードバックを行い、

その結果を報告書に記載する等、学修状況の把握と学修指導の改善に役立てている。 
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【エビデンス集（資料編）】 

【資料2-6-4】平成26年度大学院自己点検評価（教員） 

【資料2-6-5】平成26年度大学院自己点検評価（大学院生） 

 

（3）2－6 の改善・向上方策（将来計画） 

・各学年の学修ニーズを的確に把握し、教育改善に資するため、一時中断している「学

生生活アンケート」の再開を検討するとともに、適切な意見集約を計るアンケート項

目の見直しを図る。 

・本学卒業生に対する社会的評価、特に就職企業からの評価を把握することは、学生に

求められている能力や資質等を明確に志向した教育改善に大きく貢献すると考えられ

るため、企業アンケートについて早急に検討する。 

 

2－7 学生サービス 

≪2－7 の視点≫ 

2-7-① 

2-7-② 

学生生活の安定のための支援 

学生生活全般に関する学生の意見・要望の把握と分析・検討結果の活用 

（1）2－7 の自己判定 

基準項目 2－7 を満たしている。 

 

（2）2－7 の自己判定の理由（事実の説明及び自己評価） 

 2-7-① 学生生活の安定のための支援 

〈学部共通〉 

・学修支援及び学生生活面での支援は、担任によって行われている。担任が行うべき職

務は「担任規程」に規定されているとおり、生活支援、進路就職支援、その他必要な

支援・指導であり、保護者との連携をとりながら、担任業務を誠実に行うべきことが

定められている。 

・全ての学生が担任の指導を受ける体制が整備されている。1年次学生は入学時に担任

が学科長によって割り当てられるが、2年次・3年次は学生自身の希望により担任とな

る教員を指名できることとしている。4年次では卒業研究を担当するゼミナール教員

が担任となる。 

・学生相談室を常設して、非常勤の 2 名の専門スタッフ（臨床心理士）が、学修支援の

みならず、学生の様々な相談を毎日受け付けている。また、専門スタッフは、必要に

応じ関係の学科長や担任と面談し、学生指導に活かしている。 

・学生相談室では、修学上の問題から日常生活上の問題に至るまで、学生のみならず、

その保護者や教職員を含めて、多様な悩み事等に対する対応と支援を行っている。 

・学生相談室の専門スタッフが、年 2 回 1 年次の必修科目である「基礎ゼミナール I」

「基礎ゼミナール II」で、学生相談室の趣旨や利用方法を説明するとともに、全員に

簡単な交流分析を実施し、学生の実態把握に活用している。 

・留学生に対しては、留学生課が中心となり生活支援を行っている。特に、アパートや

アルバイト及び奨学金制度の紹介等を積極的に行っている。また、留学生に特有な悩
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みについても、留学生課に外国人スタッフ 1 名を配置し、担任等と密に連絡を取りな

がら、対応している。 

・学生課が管理する保健室では、学生の健康・衛生面での支援を行っている。 

・学生の体力増進や健康維持を支援するため、授業利用時間を除いて体育館施設を開放

している。 

・「コミュニティ・ホール」には、ブックストア、画材店、コンビニエンスストアを設

置している。 

・学生の通学支援として、名鉄名古屋本線藤川駅から大学までの間を、大学所有の大型

バスをシャトルバスとして無料で運行している。 

・学生に対する経済面での支援は、日本学生支援機構の奨学金に対する申請支援、本学

独自の奨学金として、学部生対象の「学修奨励奨学金」「資格取得奨励奨学金」「学

内ワークスタディ奨学金」、大学院学生対象の「学業優秀奨励金」、学部学生・大学

院学生対象の「経済支援奨学金」の支援制度等が設けられている。 

・日本学生支援機構の奨学金については、「大学に在学中の申込み（在学採用）」によ

る申請の支援を行っている。 

・本学独自の学部生対象の「学修奨励奨学金」は、優れた学修成果をあげた学生に授業

料の10％を給付する奨学金制度で、リーダーとなる優れた人材の育成を目指している。

「資格取得奨励奨学金」は、大学が指定する資格にチャレンジし、自らのキャリア能

力の向上を図る学生を支援する制度で、指定資格に合格した場合、受験料全額を給付

している。 

・学部学生及び大学院学生を対象とする「経済支援奨学金」は、学費負担者の失職等の

著しい所得の減収、病気もしくは死亡等の理由により家計が急変し、修学の継続が困

難となった場合に経済的困窮となった学生を支援する制度である。 

・「学内ワークスタディ奨学金」は、大学内での補助的業務への従事を通して、学生の

職業意識・職業観を涵養し、経済的事情を抱える学生に対する支援を行う制度である。 

・留学生に対しては、入学時及び進級時に授業料が免除される「留学生奨学金」等、本

学独自の奨学金制度により支援している。 

・学生会には、代議員総会及び総合的な企画運営を司る執行機関である「運営委員会」、

大学祭を取り仕切る機関である「大学祭実行委員会」、卒業記念品の選定・謝恩会実

施・卒業アルバムの企画等を担当する機関である「卒業記念行事実行委員会」、大学

内での学生のマナー向上のための企画等を手掛ける機関である「学生生活委員会」、

球技大会を取り仕切る機関である「球技大会実行委員会」、課外活動を円滑に運営さ

せる機関である「課外活動委員会」の6つの委員会を置いている。 

・学生会の各委員会には担当教員をおき、その活動に対して、適宜、助言指導を行うシ

ステムを構築している。また、学生の授業出席を妨げないよう、各委員会は昼休みに

開催される場合が多いので、各委員会の判断により弁当を用意し、活発な活動が行わ

れるよう支援している。 

・課外活動（部・同好会）においては、顧問による指導助言とともに、学生会課外活動

委員会を通して、学内における活動条件の改善、課外活動補助費の予算化を、担当教

員、学生課が指導助言を含み、サポートしている。 
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・学生会の課外活動団体の支援としては、成果を挙げた団体や成果を挙げつつある団体

に対して、その内容に応じて、部活動奨励金を支給する制度を設けている。 

〈大学院〉 

・上記、学部・大学院学生対象の奨学金以外に、大学院学生対象の「学業優秀奨学金」

があり、学部生対象の「学修奨励奨学金」の主旨と同様に、優れた学修成果をあげた

大学院学生に奨学金を給付する制度である。 

〈通信教育部〉 

・通信教育部生に対する奨学金は、学業優秀者に給付する「学修奨励奨学金」、満60歳

以上の学生を対象とする「シニア奨学金」、科目等履修生が正科生として入学する際の

「科目等履修生奨学金」、さらに経済的理由等で困窮している学生を対象として給付す

る「校友会奨学生」がある。 

 

【エビデンス集（資料編）】 

【資料2-7-1】担任規程 

【資料2-7-2】愛知産業大学ホームページ（学生相談室のご案内） 

http://asu-g.net/univ/life/support/counseling_room.php 

【資料2-7-3】愛知産業大学ホームページ（スクールバス） 

http://asu-g.net/univ/life/support/schoolbus.php 

【資料2-7-4】大学の奨学金規程 

【資料2-7-5】学内ワークスタディ奨学金規程 

【資料2-7-6】恒誠館使用規程 

【資料2-7-7】恒誠館使用の心得 

【資料2-7-8】愛知産業大学・短期大学通信教育部校友会奨学金・表彰規程 

 

2-7-② 学生生活全般に関する学生の意見・要望の把握と分析・検討結果の活用 

・学生生活に関する質問や要望を、個人を特定されずに自由に伝えることができるよう

に、2号館1階総務課前に意見ボックス「学生の声」を設置している。 

・4年次生に対して卒業直前に「卒業生アンケート」を毎年実施し、4年間にわたる学生

生活についての意見・要望を汲み上げることとしており、学生の意見・要望の把握と

分析・検討のための貴重な資料となっている。 

・毎年、保護者会を開催し、個別面談により意見や要望を聴取している。また、保護者

会と同日にキャリア支援に関する講演会を開催している。 

・卒業生で組織される校友会については、学長・学部長・学科長等が年1回校友会役員

会に出席し、卒業生の意見・要望を聴取している。 

・学生生活の改善を検討する学生生活委員会の活動を支援するとともに、学長は学生生

活委員会、運営委員会、卒業記念行事実行委員会と懇談する機会を、年に数回設け、

意見・要望を聴取している。 

・学長と一般学生が懇談する「学長オフィスアワー」を毎月開催し、意見・要望を聴取

している。 
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【エビデンス集（資料編）】 

【資料2-7-9】平成26年度卒業生アンケート 

【資料2-7-10】平成26年度愛知産業大学春期保護者会実施要項 

【資料2-7-11】学長オフィスアワー 

 

（3）2－7 の改善・向上方策（将来計画） 

・学生生活の安定のための支援については、現行の制度や体制を維持しつつ、有効な支

援の拡充について、特に大学生活のアメニティ向上の観点から検討する。 

・学生生活全般に対する学生の意見・要望の把握と分析・検討結果の活用については、

従前に実施していた各学年での「学生生活アンケート」の質問項目を精査した上で、

復活実施し、学年ごとに変わっていく学生の意見・要望の把握に努め、学生生活の改

善を図る。 

 

2－8 教員の配置・職能開発等 

≪2－8 の視点≫ 

2-8-① 

2-8-② 

 

2-8-③ 

教育目的及び教育課程に即した教員の確保と配置 

教員の採用・昇任等、教員評価、研修、FD(Faculty Development)をはじめ

とする教員の資質・能力向上への取組み 

教養教育実施のための体制の整備 

（1）2－8 の自己判定 

基準項目 2－8 を満たしている。 

 

（2）2－8 の自己判定の理由（事実の説明及び自己評価） 

 2-8-① 教育目的及び教育課程に即した教員の確保と配置 

・学部、大学院ともに設置基準を上回る専任教員数を擁しており、教授数も設置基準を

満たしている。 

・専門分野の教育研究に必要な専門教員については、教員の採用時に十分な検討を行っ

ており、学部・学科の教育目的に沿って適切に配置している。 

・専任教員の年齢構成は、概ねバランスがとれている。 

 

【エビデンス集（データ編）】 

【表 F-6】全学の教員組織（学部等） 

【表 F-7】全学の教員組織（大学院等） 

【表 2-15】専任教員の学部、研究科ごとの年齢別の構成 

 

 2-8-② 教員の採用・昇任等、教員評価、研修、FD(Faculty Development)をはじめと

する教員の資質・能力向上への取組み 

・教員の採用及び昇任については、学長のガバナンスの下、教育課程の責任者である学

部長・学科長、研究科長・専攻長、通信教育部長・通信教育部学科主任からの意見や

要望を汲み取りつつ、大学全体の教員の職種構成、年齢構成、専門分野等を勘案して、
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人事委員会での意見をもって、学長が総合的に判断し、理事長に稟議する手順になっ

ている。 

・教員の採用及び昇任は、「愛知産業大学教員採用及び昇任規程」に基づいて厳格に実

施されている。 

・教員採用にあたっては、公募制を採用している。第1次審査は書類選考であり、第2次

審査では採用候補者に模擬授業を課す他に、面接審査を実施している。面接審査は、

「教員資格審査委員会の運営に係る内規」に基づき、教員資格審査委員会が候補者の

教育研究能力・意欲、人柄等について面談を実施し、資格審査委員会はこれらを総合

的に判断した資格審査の結果を、学部にあっては教授会、大学院にあっては研究科委

員会、通信教育部にあっては通信教育委員会に報告している。教授会等の意見を聴取

し、評議会で承認が得られた場合には、学長から理事長に稟議し、理事長が決裁・採

用している。 

・教員の採用形態は任期制としており、3年ないしは5年の任期で採用を行っている。任

期付き採用教員は、「任期教員の再雇用の手順に関する内規」に則って再雇用を申し

出ることができ、所定の審査を行って再雇用を認めている。 

・教員の資質向上と組織的教育の能力向上のため、学部及び大学院においてFD活動を進

めている。ただし、本学においては、学生の教育は授業内外において教員と職員がと

もに連携して行うべきものであるとの認識から、教員のFD（Faculty Development）

活動と職員のSD（Staff Development）活動を個別に実施するのではなく、両者を融

合したUD（University Development）活動として推進している。 

・このUD活動を効果的に行うため、常設のUD委員会を設置し、教員と職員が同等の立

場で委員として参画している。教職員が任意に参加する「UDフォーラム」において、

さまざまな教学上のテーマについて教職員がプレゼンテーションを行い、これに参加

教職員が質疑応答するという自由なフォーラム形式で運営されており、教職員の教育

資質の向上、問題意識の共有等に有効に機能している。 

・教員の教育活動の評価は、本学園全体で実施されている「教職員評価制度」において

実施されている。本学教員の教育活動は、教職員評価シートによって評価されており、

評価結果は年度当初に各教員にフィードバックされている。 

 

【エビデンス集（資料編）】 

【資料 2-8-1】人事委員会規程 

【資料 2-8-2】教員採用及び昇任規程 

【資料 2-8-3】教員資格審査委員会の運営に係る内規 

【資料 2-8-4】任期教員の再雇用の手順に係る内規 

【資料 2-8-5】UD フォーラム 

【資料 2-8-6】UD 委員会規程 

【資料 2-8-7】学校法人愛知産業大学教職員評価規程 

 

2-8-③ 教養教育実施のための体制の整備 

・全学共通の教養教育を行うために、「教養教育センター」を設置し、教養教育センタ
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ー長の指導の下、組織的な教養教育の実施にあたっている。 

・教養教育の組織的運営のため、学科及び職員から選出された委員により組織される教

養教育委員会が毎月定例会議を開催し、本学が目指すべき教養教育のあり方について

検討している。 

・教養教育では、人文科学、社会科学、自然科学といった教養系科目の他に、大学生と

して修学を進める上での必要な基礎的学修姿勢や能力を育成するために、「基礎ゼミ

ナールI」「基礎ゼミナールII」「スタディスキルI」「スタディスキルII」を全学科共

通科目として実施している。また、これらの教養科目は教養科目担当教員のみならず、

多くの専門科目担当教員も担当することによって、全学的に教養教育を実施している。 

 

【エビデンス集（資料編）】 

【資料2-8-8】教養教育センター規程 

【資料2-8-9】教養教育委員会規程 

 

（3）2－8 の改善・向上方策（将来計画） 

・中長期的な大学教育のあり方に沿った人事計画を策定し、職位・年齢・専門分野に配

慮した採用・昇任を行っていく。 

・UD委員会を中心とした協議・審議、UDフォーラムの活動をより活発化し、教育の資

質向上への継続的な努力を行っていく。なお、そうした学内活動について外部の専門

家からの意見や指導により、学内活動を自己点検・評価する機会を設けることを検討

する。 

 

2－9 教育環境の整備 

≪2－9 の視点≫ 

2-9-① 

 

2-9-② 

校地、校舎、設備、実習施設、図書館等の教育環境の整備と適切な運営・

管理 

授業を行う学生数の適切な管理 

（1）2－9 の自己判定 

基準項目 2－9 を満たしている。 

 

（2）2－9 の自己判定の理由（事実の説明及び自己評価） 

 2-9-① 校地、校舎、設備、実習施設、図書館等の教育環境の整備と適切な運営・管

理 

【学部・大学院共通】 

・教育目的の達成のため、校地、運動場、校舎は大学設置基準を大きく上回る面積、規

模を有しており、適切に活用している。 

・造形学部では実習系科目による学修のウェイトが高いが、この教育ニーズに応えるた

め、デザイン実習室、絵画室、彫刻実習室のほか、木工・工作機械を設置した実習棟

を整備している。また、設計製図教育のため、75名を収容できる設計製図室2室を整

備しているほか、構造・材料実験及び環境設備実験のための施設を整備している。 
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・授業外での学習等に活用するため、「スチューデント・スクエア」には1階の自由ス

ペース、2階には学生作品等の展示ギャラリーを設けている。また「コミュニティ・

ホール」は、ブックストア等を設け、学生の利便性向上を図っている。 

・「言語・情報共育センター」（通称PLASU）は、ICT機器や書籍、3Dプリンター等

を設置した施設として整備され、授業時間外に学生が協同して自学・自習を行えるよ

うにしている。 

・学生の学修を支える図書館は、必要な図書や資料、データベースを備えるとともに、

十分な広さの閲覧室を設けている。また、開館時間は、授業開始前から5時限目授業

終了後としており、学生が十分に利用できる環境を整備している。 

・情報教育については、パソコン室等の施設での教育に加え、高度情報化社会に対応す

る人材を育成するため、整備計画に基づいてICT環境整備を実施している。 

・本学の施設は全て新耐震設計基準に合致しており、耐震性は確保されている。 

・本学の設備利用については、学生の安全確保のため、学科毎にマニュアルやガイドラ

インによる指導を行っている。 

・キャンパスでの非常時の安全確保のため、毎年防災訓練を実施し、学生・教職員の防

災意識の定着を図っている。また、教職員全員に防災講習（起震車体験、AED操作）

への参加を義務化している。 

・バリアフリー等の利便性については、車椅子に対応したスロープが施設を連結してい

るほか、障がい者用トイレを「1号館」「4号館」「コミュニティ・ホール」及び「言

語・情報共育センター」に設置している。 

・キャンパス施設の省エネルギー化を図るため、エネルギー委員会を設置し、省エネル

ギーを推進しているほか、適切な空調・照明操作を学生にも教育している。 

・施設・設備に対する学生の意見等は、施設・設備を管理する教職員により適宜聴取さ

れているが、組織的に調査する体制は用意されていない。 

〈大学院〉 

・大学院では、ゼミナール指導や大学院学生とのミーティングやプレゼンテーション等

に活用する部屋として自由に利用できる大学院自習室や共同研究室等を設けている。

また学部生とも交流して学修の拡張ができる場として、「言語・情報共育センター」

があり、活用されている。 

・大学院では、各学期末に実施する大学院学生自己点検評価の「施設・設備」項目によ

って大学院学生の意見を聴取し、改善へ反映している。 

 

【エビデンス集（資料編）】 

【資料2-9-1】言語・情報共育センターPLASU 

 【資料2-9-2】愛知産業大学・短期大学図書館利用規程 

【資料2-9-3】ICT環境整備計画 

【資料2-9-4】教育研究活動に係る大学施設使用規程 

【資料2-9-5】防災講習会について 

【資料2-9-6】平成27年度愛知産業大学防災訓練実施要項 

【資料2-9-7】学校法人愛知産業大学エネルギー使用の合理化に関する規程 
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【資料2-9-8】エネルギー委員会規程 

【資料2-9-9】平成26年度大学院自己点検評価（大学院生） 

 

2-9-② 授業を行う学生数の適切な管理 

・平成 26(2014)年度の全開講科目（教養科目・専門科目）のうち、100 名を超す科目は

前期、後期ともに 0 科目であり、50 名以下の科目は、前期 350 科目中 319 科目（91％）、

後期 280 科目中 246 科目（88％）であった。 

・平成27(2015)年度前期で100名を超す科目は348科目中1科目であり、50名以下の科目

は295科目（85％）であった。 

・授業を行う学生数については特段の問題はなく、教育効果を十分に上げられる人数で

ある。 

 

【エビデンス集（資料編）】 

【資料2-9-10】平成26年度（前期）授業科目別受講人数 

【資料2-9-11】平成26年度（後期）授業科目別受講人数 

【資料2-9-12】平成27年度（前期）授業科目別受講人数 

 

（3）2－9 の改善・向上方策（将来計画） 

・施設・設備は基本的に整備されているが、今後も学生の様々なニーズに応え、より良

い学生生活を送れるよう、施設・設備の更なる整備と充実を図るとともに、適切なメ

ンテナンスを実施していく。 

・ICT技術の進展に合わせ、情報教育に必要となる教室に整備されている無線LANを学

内全てで利用できる環境整備を図っていく。 

・施設・設備に対する学生の意見・要望を聴取する仕組みの検討と早急な実施を図る。 

 

［基準 2 の自己評価］ 

・教育目的を踏まえたアドミッションポリシー、カリキュラムポリシー、ディプロマポ

リシーは明確に定められており、それらの周知についても、適切に行われている。 

・アドミッションポリシーに沿って、公正かつ妥当な入学者選抜を行い、その判定は判

定部会による一連の適切な体制の下で運用している。 

・入試問題は、本学において作成している。 

・造形学部、経営学部ともに入学定員未充足の状況が続いてきたが、平成27(2015)年度

入学者数ではかなりの改善がみられ、更なる向上を目指して学生確保に全学をあげて

取組んでいる。 

・学部・学科、大学院研究科及び通信教育部のカリキュラムポリシーは、大学の使命・

目的に明記された教育目的を踏まえ、かつディプロマポリシー及びアドミッションポ

リシーとの関連の中で、一貫した観点としての3つの観点である教養・専門性・社会

性から、明確に定められ、この方針に沿って教育課程が編成されている。 

・授業システムとしてアクティブ・ラーニングを推進し、同時にラーニングアウトカム

を担保するための授業運営方策として「ASU教育2014」を定め、平成26(2014)年度か
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ら実施している。 

・教授方法の工夫・開発のために、教務委員会、教養教育委員会、UD委員会による組

織的な取組みを実施している。 

・単位の実質化を図るため、学期毎の履修単位数の上限を20単位とすることが定められ

ている。 

・学長方針により、教育課程内外の学修支援を教員と職員とが協働して実施することが

共通認識されており、この方針に基づいた支援が実施されている。 

・規程に基づき、大学院学生や成績優秀学生を、ティーチング・アシスタントあるいは

スチューデント・アシスタントとして活用し、学修支援を実施している。 

・オフィスアワーにより、学修支援が継続的に実施されている。 

・中途退学に対する防止策として、毎月末での学長への出席状況報告、退学率について

の必達目標の設定、担任よりきめ細かな指導を実施している。 

・単位認定、卒業判定及び修了判定について、予め基準が明示されるとともに審査過程

が明確化され、各委員会にて厳正に諮られている。 

・キャリア関連カリキュラムは、社会的・職業的自立を促すことを目的とし、大学卒業

後の進路を視野に入れた「履修モデル」を提示し、学生がこれに沿った履修を行える

ように策定され、1年次から3年次には「キャリアデザイン」を学期毎に開講して、学

生自身の適性の気づきや進路選択を支援する教育プログラムを実施している。 

・学生の就職活動について、「学内電子掲示板サイボウズ」を用い、担任やキャリア支

援課にて情報を把握・共有し、企業説明会・募集状況等の就職活動に関する情報を逐

次学生に連絡する等、組織的な相談・助言体制を敷いている。 

・学生の出欠・成績状況については、担任が学生支援ポータルシステム「愛産UNIPA」

によって確認し、学修指導に活用している。 

・「授業改善アンケート」及び「授業評価アンケート」を、全開講科目について前期・

後期ともに実施し、その評価を授業改善に役立てている。 

・学修支援以外の修学面及び学生生活面での支援は、担任によって行われている。さら

に、学生相談室を設置し、修学上の問題から日常生活の問題に至るまで、学生のみな

らず、その保護者や教職員を含めて、多様な悩み事等に対する対応と支援を行ってい

る。 

・学生生活を安定させるための厚生補導のための組織・設備は十分なものであり、学修

成果や経済的状況に基づいた奨学金等の支援、課外活動への支援も適切に行っている。 

・大学設置基準に示された必要な各学科の専任教員を確保し、取得学位の種類や専門分

野に配慮しつつ、教員を適切に配置している。 

・教員の採用及び昇任は、「愛知産業大学教員採用及び昇任規程」に基づいて厳格に実

施されている。 

・専任教員の年齢構成は、概ねバランスがとれている。 

・教員FD活動と職員SD活動を個別化せず、両活動が相乗的な教育効果及び教育支援効

果を発揮できるようにUD活動として推進しており、教員及び職員の資質向上や能力

開発に貢献している。 

・教養教育については「教養教育センター」及び教養教育委員会を中心に組織的な運営
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が行われ、運営上の実施・責任体制は適切である。 

・大学設置基準を大幅に上回る校地、校舎を整備している。施設・設備は質及び量の両

面において教育課程の運営に十分なものであり、耐震性や利便性の面からも適切に整

備されており、学生・教職員に有効に活用されている。 

・教育目的の達成のために、適切な規模の図書館を有しており、コンピュータなどの IT

施設も適切に整備している。 

・施設・設備に対する学生の意見等は、学生会学生生活委員会や、施設・設備を管理す

る教職員から、適宜聴取され、施設・設備の改善に反映している。 

・授業を行う学生数については、クラス人数についての特段の問題はなく、教育効果を

十分に上げられる人数である。 

  



愛知産業大学 

62 

基準 3．経営・管理と財務 

3－1 経営の規律と誠実性 

≪3－1 の視点≫ 

3-1-① 

3-1-② 

3-1-③ 

 

3-1-④ 

3-1-⑤ 

経営の規律と誠実性の維持の表明 

使命・目的の実現への継続的努力 

学校教育法、私立学校法、大学設置基準をはじめとする大学の設置、運営に

関連する法令の遵守 

環境保全、人権、安全への配慮 

教育情報・財務情報の公表 

（1）3－1 の自己判定 

基準項目 3－1 を満たしている。 

 

（2）3－1 の自己判定の理由（事実の説明及び自己評価） 

3-1-① 経営の規律と誠実性の維持の表明 

・「学校法人愛知産業大学寄附行為」第3条において、法人の目的を「この法人は、教

育基本法及び学校教育法に従い、学校教育を行い、誠実にして礼儀正しく、豊かな人

間性と創造性を兼ね備えた人材を育成することを目的とする。」と、明確に定めてい

る。 

・建学の精神を「豊かな知性と誠実な心を持ち 社会に貢献できる人材を育成する」と定

め、これに基づいて大学の使命・目的及び教育目的等も明確に定め、大学内外の理解

の浸透に努めている。 

・法人の目的及び建学の精神ともに、「誠実である」ことを理念としており、経営の規

律もこの理念に基づいて誠実性を維持することを明確に表明している。 

・建学の精神は、全ての教室・研究室等で掲額されており、日々の業務のなかで繰り返

し目にすることによって、建学の精神に基づいた大学の使命・目的を実現するための

継続的努力への意識を維持・向上させている。 

・組織の倫理・規律については、「学校法人愛知産業大学就業規則」の前文において、

「学園も職員もともに信義を重んじ、誠意をもってこの規則を守り、各々品格を重ん

じ、その責任を果たし、建学の精神を謳う教育理念のもとに、その使命達成に最善を

つくし、もって私学教育事業の発展に、寄与しなければならない。」と、明確に定め

ている。 

・公益通報については、法令及び本学園諸規則等に違反又はそのおそれがある行為の是

正及び防止のために、「学校法人愛知産業大学公益通報等に関する規程」を定め、そ

れにより、法令及び法人の諸規則等に違背する行為又は違背するおそれのある行為が

現に生じ又は生じようとしている場合において、その早期発見及び是正を図るために

必要な体制の整備が定められている。 

・「学校法人愛知産業大学寄附行為」をはじめとする本学園諸規程及び「愛知産業大学

学則」をはじめとする学内諸規程は、教職員の情報共有のための「学内電子掲示板サ

イボウズ」に掲載して、全教職員に公開している。 
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【エビデンス集（資料編）】 

【資料 3-1-1】学校法人愛知産業大学寄附行為 

【資料 3-1-2】教室等に掲額されている「建学の精神」 

【資料 3-1-3】学校法人愛知産業大学就業規則 

【資料 3-1-4】学校法人愛知産業大学公益通報等に関する規程 

【資料 3-1-5】学内電子掲示板サイボウズ目次 

 

3-1-② 使命・目的の実現への継続的努力 

・学長のリーダーシップの下、将来計画委員会を中心に、大学の使命・目的を確認しな

がら、より効果的・効率的な大学運営の方策が検討されている。特に、「学園中長期

計画」に基づく学内協議により、大学の使命・目的及び教育目的に沿って、より具体

的な教育目標として「就業できる大学」を定め、それを実現するための本学独自の教

育システム「ASU教育2014」（平成27(2015)年度改訂版は「ASU教育2014-15」）を

平成26(2014)年度から運用し、この目標を達成するために教学運営の各部署の業務の

見直しも実施している。 

・本学園は、「学園中長期計画」に加え、毎年度、具体的な事業計画を策定している。

策定した事業計画は「理事会便り」に掲載し、本学の教職員に対して、その使命・目

的の実現への継続的努力の実践と意志を表明するとともに、理解と協力を求めている。 

 

【エビデンス集（資料編）】 

【資料 3-1-6】将来計画委員会規程 

【資料 3-1-7】就業できる大学へ ASU 教育 2014-15 

【資料 3-1-8】理事会便り Vol.19「平成 27 年度事業計画」 

 

3-1-③ 学校教育法、私立学校法、大学設置基準をはじめとする大学の設置、運営に

関連する法令の遵守 

・法令に基づく報告、調査等及び法令改正等の通知文書の取扱いについては、主幹部署

である法人事務局と連携して、本学総務・広報部総務課が「学校法人愛知産業大学文

書・表簿取扱規程」及び「学校法人愛知産業大学文書取扱細則」に従い、厳正に処理

している。 

・大学の設置、運営に関連する法令の遵守については、文部科学省からの通達や事務連

絡はもとより、日本私立大学協会や私立学校共済・振興事業団等の関係団体や官報、

関連媒体からの情報を積極的に収集し、学長室長を中心に確認・精査の上、組織的な

周知・対応に努めている。 

 

【エビデンス集（データ編）】 

【表 3-2】大学の運営及び質保証に関する法令等の遵守状況 

【エビデンス集（資料編）】 

【資料 3-1-9】学校法人愛知産業大学文書・表簿取扱規程 

【資料 3-1-10】学校法人愛知産業大学文書取扱細則 
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3-1-④ 環境保全、人権、安全への配慮 

・防火、防災に関する対応としては、消防法の規定に則り、本学独自の消防計画を策定

している。この消防計画は、火災等が発生した場合、その被害を最小限に食い止める

ため、全教職員が相互に協力し合い、一体的に実施することで火災予防及び人命の安

全を確保するために策定している。その内容には、火災はもちろんのこと、地震につ

いても明記しており、防火・防災について、この消防計画を基本方針として教職員が

組織的に一体となって取組むこととしている。 

・全ての教室・研究室等に管理責任者を定め、日常の点検・管理を行っている。 

・大地震の発生時の対処法については、「学校法人愛知産業大学学園本部地震防災計画」

において、本学園の安全対策の基本方針及び法人事務局から本学園の設置する学校へ

の連絡・指示事項を定め、大規模地震による災害の防止と、被害の軽減を図るための、

平常時における対策、東海地震注意情報から警戒宣言発令時までの措置、警戒宣言発

令時の措置、地震発生時の措置、地震発生後の措置、訓練及び教育・広報について、

具体的な対処・対策を示している。 

・岡崎市等から愛知産業大学三河高等学校に届く緊急情報や不審者情報は、「学校法人

愛知産業大学学校安全緊急情報ネットワーク」により本学にも転送され、内容を精査

の上、必要な情報は学生及び教職員に提供し、注意喚起を行っている。 

・不測の事態に備え、学内にAEDを6台、災害ベンダーを4台設置しており、新入生説明

会において「愛知産業大学AED・災害ベンダー設置図」を配付し、設置場所を周知し

ている。なお、AEDの使用方法については、教職員を対象に毎年実施する防災講習会

において岡崎市東消防署の指導により講習を行っている。 

・防犯対策として、警備会社に警備を委託し、不審者の立ち入りや、事故防止に努めて

いる。また、事務局が集中する「2号館」のみ、無人となる時間帯は警備会社による

機械警備を行っている。なお、防犯カメラは正門のほか学内の要所に設置し、24時間

録画を行っている。 

・人権問題のうち、学生や教職員にとって最も懸念される問題である種々のハラスメン

トについては、「学校法人愛知産業大学ハラスメントの防止及び対策等に関する規程」

により適切に対応している。また、どのような事例がハラスメントに該当するかにつ

いては「ハラスメントの具体例について」が作成され、学園での周知が図られている。 

・ハラスメント防止・対策委員会を常設委員会として設置しており、キャンパス・ハラ

スメントの防止のための普及啓発活動・研修等を実施している。また、ハラスメント

の事案が生じた場合の対策として「ハラスメント相談員規程」「ハラスメント調査委

員会規程」により、適切な対応をとることとしている。 

・学生に対しては、『キャンパスガイド』にハラスメントの相談に関する事項を掲載す

るとともに、リーフレット（ハラスメントを知っていますか？）を年度当初に全学生

に配付し、ハラスメントの防止のための理解促進に努めている。 

・プライバシーや個人情報に関する人権擁護のためには、「学校法人愛知産業大学個人

情報の保護に関するガイドライン」を定め、個人情報の有用性を配慮しつつ、個人の

権利利益を保護することに努め、情報を管理する者としての社会的責務等を明確に示
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している。 

 

【エビデンス集（資料編）】 

 【資料3-1-11】消防計画 

【資料3-1-12】学校法人愛知産業大学学園本部地震防災計画 

【資料3-1-13】学校法人愛知産業大学学校安全緊急情報ネットワーク 

【資料3-1-14】愛知産業大学AED・災害ベンダー設置図 

【資料3-1-15】防災講習会について 

【資料3-1-16】学校法人愛知産業大学ハラスメントの防止及び対策等に関する規程 

【資料3-1-17】ハラスメントの具体例について 

【資料3-1-18】ハラスメント防止・対策委員会規程 

【資料3-1-19】ハラスメント相談員規程 

【資料3-1-20】ハラスメント調査委員会規程 

【資料3-1-21】愛知産業大学キャンパスガイド2015 

【資料3-1-22】ハラスメントを知っていますか？ 

【資料3-1-23】学校法人愛知産業大学個人情報の保護に関するガイドライン 

 

3-1-⑤ 教育情報・財務情報の公表 

・学校法人としての公共性に鑑み、社会に対する説明責任を果たすため、学園の基本情

報、経営及び財政に関する情報（事業計画、事業報告書及び決算関係書類（資金収支

計算書、消費収支計算書、貸借対照表、財産目録、監査報告書）等）、本学園が設置

する学校の教育研究に関する情報、自己点検･評価に関する情報、第三者評価に関する

情報、その他の情報は、学園広報誌「コミュ」及び「学園ホームページ」において広

く社会に公開している。 

・学校教育法施行規則等の一部を改正する省令（平成22年文部科学省令第15号）による

教育研究活動等の状況についての情報公表は、「大学ホームページ」のトップページ

で「大学情報の公開」として、学校教育法施行規則に定める必要十分な情報を提供し

ている。 

 

【エビデンス集（データ編）】 

【表 3-3】教育研究活動等の情報の公表状況 

【表 3-4】財務情報の公表（前年度実績） 

【エビデンス集（資料編）】 

 【資料3-1-24】学校法人愛知産業大学広報誌コミュ2014 

【資料3-1-25】学校法人愛知産業大学ホームページ（事業・財務報告） 

http://asu-g.net/zaimu/index.html 

 【資料3-1-26】愛知産業大学ホームページ（大学情報の公開） 

http://asu-g.net/univ/info_university/info/disclosure.php 

 【資料3-1-27】学校法人愛知産業大学財務書類等閲覧規程 
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（3）3－1 の改善・向上方策（将来計画） 

・経営の規律と誠実性は十分に保たれ、情報公開についても適切に実施している。なお

一層の社会からの信頼を確保し、ステークホルダーへの説明責任を果たすために、よ

り規律高い経営、積極的な情報公開を推進する。 

・防災訓練は毎年実施しているが、東海地震等、今後起こりうる大災害に備え、隣接す

る中学校、高等学校及び専門学校との合同防災訓練を実施し、学生・生徒及び教職員

の防災意識を高めるとともに、災害時の連携について確認し、準備を進める。 

 

3－2 理事会の機能 

≪3－2 の視点≫ 

3-2-① 使命・目的の達成に向けて戦略的意思決定ができる体制の整備とその機能性 

（1）3－2 の自己判定 

基準項目 3－2 を満たしている。 

 

（2）3－2 の自己判定の理由（事実の説明及び自己評価） 

 3-2-① 使命・目的の達成に向けて戦略的意思決定ができる体制の整備とその機能性 

・「学校法人愛知産業大学寄附行為」に則り理事会を設置し、使命・目的を達成するため

戦略的意思決定ができる体制を整備している。平成26(2014)年度は、理事会を7回開

催し、そのうち第6回理事会で1名の急病による欠席があった他は、毎回全員が出席し

ている。 

・理事長は、学園の代表としてその業務を総理する者として規定され、学園全体の運営

管理を行っている。 

・役員は、理事11名、監事2名の定数で構成され、現在欠員はない。 

・監事は理事、評議員又は本学園の職員を兼ねておらず、私立学校法において規定する

役員に関する条項に違反する事実はない。 

・役員の選任については、理事会・評議員会の審議決定事項としており、「学校法人愛

知産業大学寄附行為」に基づき実施している。なお、役員の選任方法、定数及び現員

は表3-2-1のとおりである。 

・学長の選考については、「学校法人愛知産業大学学長、副学長、学部長及び通信教育

部長選考規程」に基づいて実施しており、理事長、理事会選任の委員2名、大学評議

会選任の委員2名からなる選考委員会による候補者の選任、候補者選任結果に対する

大学評議会からの意見聴取を経て、理事会での承認事項としている。 
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表3-2-1 役員の選任方法、定数及び現員 

 選任方法 定数 現員 

理事 

11人 

学園長 1人 1人 

愛知産業大学学長 1人 1人 

愛知産業大学を除くこの法人の設置する学校の校長及び園長のう

ちから理事会において選任した者 
1人 1人 

法人事務局長 1人 1人 

評議員のうちから評議員会において選任した者 3人 3人 

学識経験者またはこの法人に関係する功労者のうちから、理事会

において選任した者 
4人 4人 

監事 

2人 

この法人の理事、職員（学長(校長・園長）、教員その他の職員を

含む。以下同じ。）又は評議員以外の者であって理事会において

選出した候補者のうちから、評議員会の同意を得て、理事長が選

任 

2人 2人 

 

【エビデンス集（資料編）】 

【資料 3-2-1】学校法人愛知産業大学寄附行為 

【資料 3-2-2】平成 26 年度理事会・評議員会開催状況 

【資料 3-2-3】学校法人愛知産業大学学長、副学長、学部長及び通信教育部長選考 

規程 

 

（3）3－2 の改善・向上方策（将来計画） 

・寄附行為に基づき役員が選任され、理事会が機動的・戦略的に意思決定を行っている

が、教育を取り巻く社会状況の変化等に即応した、より一層の理事会機能の向上を図

っていく。 

・理事会の審議内容及び決定事項は、季刊の「理事会便り」を通して全教職員に周知さ

れている。引き続き、理事会のオープン化を推進するとともに、学校法人の最高議決

機関として適切な運営を行っていく。 

 

3－3 大学の意思決定の仕組み及び学長のリーダーシップ 

≪3－3 の視点≫ 

3-3-① 

3-3-② 

大学の意思決定組織の整備、権限と責任の明確性及びその機能性 

大学の意思決定と業務執行における学長の適切なリーダーシップの発揮 

（1）3－3 の自己判定 

基準項目 3－3 を満たしている。 

 

（2）3－3 の自己判定の理由（事実の説明及び自己評価） 

3-3-① 大学の意思決定組織の整備、権限と責任の明確性及びその機能性 

・教育研究の運営組織体制は、図3-3-1のとおりである。 
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図 3-3-1 教育運営の組織体制 

　

　

　

（　　　）は担当課を示す

評議会

（総務課）

エネルギー委員会

愛知産業大学・愛知工科大学「大

学入試センター試験」実施委員会
（入試広報課）

国際交流委員会

（留学生課）

教務委員会

（教務課）

学生委員会

（学生課）

ハラスメント防止・対策委員会

キャリア委員会

（キャリア支援課）

（入試広報課）

運営会議

（総務課）

将来計画委員会

（総務課）

自己点検・評価委員会

（総務課）

人事委員会

（総務課）

奨学生選考委員会

（総務課）

私費外国人留学生授業料

減免選考委員会
（留学生課）

（入試広報課）

ＩＲ委員会

（総務課）

デザイン学科会議

建築学科会議
造形学研究所運営委員会

経営学部教授会

（総務課）

総合経営学科会議

建築学専攻会議

大学院造形学研究科委員会

デザイン学専攻会議

造形学部教授会

（総務課）（総務課）

ＵＤ委員会

（教務課）

経営研究所運営委員会

デザイン学科会議

学 長

建築学科会議

通信教育委員会

（通信教育部事務室）

図書委員会

（図書館事務室）

入試広報委員会

（入試広報課）

「大学入試センター試験」

企画・運営委員会

教養教育委員会

地域共同委員会

（教務課）

（教務課）

ハラスメント調査・調停委員会

高大定例連絡会
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・学校教育法の改正を踏まえ、教授会、研究科委員会及び通信教育委員会の役割を学則

等で明確に定め、学長のリーダーシップの確立に加え、学長と教授会等の意思疎通が

図られた円滑な大学運営を行っている。 

・最終意思決定機関として、評議会を設置し、教授会、研究科委員会及び通信教育委員

会での審議事項の確認に加え、学長の諮問により学則第40条に定める事項を審議して

いる。 

・教授会は、学長の諮問により学則第46条に定める事項を審議し、意見を述べているほ

か、教育研究に関する事項について審議し及び学長の求めに応じ、意見を述べている。 

・学部、大学院に関する横断的意思決定のために、学長の諮問機関としてさまざまな委

員会を設置している。これら委員会は、それぞれの委員会規程に則って選出された教

職員によって構成されており、教育における課題等への対応、教育を支援する事務業

務における課題等への対応を含め、全学的な立場から教学運営に関する審議・協議を

行っている。 

・学長の直属委員会として、将来計画委員会、自己点検・評価委員会、人事委員会及び

IR委員会を置き、これ以外の委員会の協議結果や教授会等の審議結果を調整しつつ、

大学運営についてより高次な見地からの審議を行っている。 

・特に将来計画委員会は、学長、学部長、学科長、研究科長、専攻長、通信教育部長、

通信教育部学科主任、大学事務局長、教務・学生部長、短期大学通信教育部長、短期

大学事務室長という主要役職者を委員として組織され、「学園中長期計画」に沿った

大学及び短期大学の教学運営の基本的方針や方策を協議している。 

・運営会議は、大学・短期大学の主要役職者に加え、理事長及び法人事務局長をメンバ

ーとして、大学・短期大学の経営サイド及び教学サイドの両面から、意見交換と意思

疎通を図り、円滑な大学運営を行うための組織としている。 

 

【エビデンス集（資料編）】 

【資料 3-3-1】愛知産業大学学則 

【資料 3-3-2】愛知産業大学大学院学則 

【資料 3-3-3】愛知産業大学通信教育部規程 

【資料 3-3-4】評議会規程 

【資料 3-3-5】教授会規程 

【資料 3-3-6】研究科委員会規程 

【資料 3-3-7】通信教育委員会規程 

【資料 3-3-8】運営会議規程 

【資料 3-3-9】委員会規程 

 

 3-3-② 大学の意思決定と業務執行における学長の適切なリーダーシップの発揮 

・大学の意思決定と業務執行における学長のリーダーシップは、学長が議長となる会議

体での審議に適切に発揮されているほか、主要な委員会については、委員会開催前に

学長と委員長とが議案について事前協議を行い、どのような議案を、どのような方向

性で協議するかが学長から指示され、また協議すべき案件が学長諮問案件として提示
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される等、学長の教学運営の方向性や目標についてリーダーシップを発揮している。 

・学長は、大学運営に関する方針を、原則として毎月第1木曜日に開催される全体会に

おいて全教職員に直接伝えている。全体会では、評議会及び将来計画委員会での協議・

決定事項等について報告し、また、教職員からの質疑を交え、周知している。 

・学長がリーダーシップを適切に発揮するための補佐体制として、学長室を設置し、学

長室長及び4名の学長室補佐を委嘱し、次の事務を行っている。 

1)学部・学科の設置、改組又は廃止にかかる認可申請、届出及び報告等に関すること。 

2)競争的資金の獲得等の補助金申請に関すること。 

3)教学マネジメント及びガバナンスに関連する事務処理に関すること。 

4)上記1)～3)について、大学と学園本部の総合調整に関すること。 

 

【エビデンス集（資料編）】 

【資料 3-3-10】委員会規程 

【資料 3-3-11】全体会開催通知 

【資料 3-3-12】学校法人愛知産業大学組織規程 

 

（3）3－3 の改善・向上方策（将来計画） 

・大学の意思決定の仕組み及び学長のリーダーシップが発揮できる組織の構築及び運営

実施は適切に行われているが、委員会を横断的に連携すべき協議事項が増加しつつあ

ることから、会議体の横断的運営（複数委員会の共同開催、特定課題についての臨時

委員会等）の仕組みを構築する。 

・各種会議体は、自己点検・評価に基づき適切な運営を心がけるとともに、常に改善を

意識したPDCAサイクルを確立する。 

 

3－4 コミュニケーションとガバナンス 

≪3－4 の視点≫ 

3-4-① 

 

3-4-② 

3-4-③ 

法人及び大学の各管理運営機関並びに各部門の間のコミュニケーションによ

る意思決定の円滑化 

法人及び大学の各管理運営機関の相互チェックによるガバナンスの機能性 

リーダーシップとボトムアップのバランスのとれた運営 

（1）3－4 の自己判定 

基準項目 3－4 を満たしている。 

 

（2）3－4 の自己判定の理由（事実の説明及び自己評価） 

 3-4-① 法人及び大学の各管理運営機関並びに各部門の間のコミュニケーションによ

る意思決定の円滑化 

・意思決定において、管理部門（理事会等）と教学部門（教授会等）をはじめ、各管理

運営機関並びに各部門間の連携を適切に行うため、学長、造形学部長、経営学部長及

び大学事務局長が理事として理事会に参画し、教学部門の諸課題について説明を行い、

意見・要望を表明している。また、理事長及び法人事務局長が参画する本学での運営
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会議において、意見交換と認識共有を図り、法人と大学が相互に意思決定及び業務遂

行をチェックする体制を整備している。 

・評議会、教授会、研究科委員会の議事録は、学長室長より法人事務局経由で理事長に

回付され、本学の運営状況を、適宜、法人事務局及び理事長に報告している。 

 

【エビデンス集（資料編）】  

【資料 3-4-1】平成 27 年度学校法人愛知産業大学役員名簿 

【資料 3-4-2】運営会議規程 

 

3-4-② 法人及び大学の各管理運営機関の相互チェックによるガバナンスの機能性 

・本学園では、「学校法人愛知産業大学寄附行為」第5条の規定により監事2名を置き、

同第7条の規定により適切に選考している。 

・監事は、全ての理事会に出席し、学校法人の業務又は財産の状況について意見を述べ

ている。 

・「学校法人愛知産業大学寄附行為」第18条の規定により評議員会を設置し、同第20条

に規定される事案を協議するとともに、同第21条に規定する意見具申を行っている。 

・予算及び重要な資産の処分、寄附行為の変更等の重要事項については、理事会で決定

する前に、あらかじめ評議員会の意見を聴取している。 

・平成26(2014)年度は、評議員会を4回開催し、内、第2回及び第4回に1名の欠席があっ

たが、第1回及び第3回は全員が出席している。 

・評議員の選考は、「学校法人愛知産業大学寄附行為」第22条の規定により適切に選考

しており、定数23人に欠員はない。なお、評議員の選任方法、定数及び現員は表3-4-1

のとおりである 

 

 表3-4-1 評議員の選任方法、定数及び現員 

 選任方法 定数 現員 

評議員 

23人 

この法人の職員で勤続5年以上の者のうちから、理事会において推

薦されたもののうちから、評議員会において選任した者 
7人 7人 

この法人の設置する学校を卒業した者で年令25年以上の者のうち

から、理事会において選任した者 
2人 2人 

理事のうちから選任した者 8人 8人 

学識経験者またはこの法人に関係する功労者のうちから、理事会

において選任した者 
6人 6人 

 

【エビデンス集（資料編）】 

【資料 3-4-3】学校法人愛知産業大学寄附行為 

【資料 3-4-4】平成 26 年度理事会・評議員会開催状況 
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3-4-③ リーダーシップとボトムアップのバランスのとれた運営 

・理事長は、学園の方針について「学園中長期計画」をはじめ、毎年9月に策定する「事

業計画大綱」及び「予算編成方針」に簡潔かつ明確に示している。運営体制の再編や

諸規程の改正等はこれらの方針に基づいて着実に遂行し、トップのリーダーシップを

十分に発揮している。 

・理事長は、「学園中長期計画」の策定において、全教職員から意見聴取を実施した他、

数値目標の設定や人事制度改革等の重要課題を検討する際には作業部会を設置し、教

職員の意見・提案等を汲みあげる仕組みを整備している。 

 

【エビデンス集（資料編）】 

【資料 3-4-5】学園中長期計画（平成 23 年度～28 年度） 

【資料 3-4-6】平成 27 年度事業計画大綱 

【資料 3-4-7】平成 27 年度予算編成方針 

 

（3）3－4 の改善・向上方策（将来計画） 

・法人及び大学の管理運営のコミュニケーションによる意思決定の円滑化を図るための

運営会議を定期的に開催し、一層のコミュニケーションとガバナンスの強化を図って

いく。 

 

3－5 業務執行体制の機能性 

≪3－5 の視点≫ 

3-5-① 

 

3-5-② 

3-5-③ 

権限の適切な分散と責任の明確化に配慮した組織編制及び職員の配置による

業務の効果的な執行体制の確保 

業務執行の管理体制の構築とその機能性 

職員の資質・能力向上の機会の用意 

（1）3－5 の自己判定 

基準項目 3－5 を満たしている。 

 

（2）3－5 の自己判定の理由（事実の説明及び自己評価） 

3-5-① 権限の適切な分散と責任の明確化に配慮した組織編制及び職員の配置による

業務の効果的な執行体制の確保 

・大学の使命・目的を達成するため、図3-5-1に示す事務体制を構築し、「学校法人愛知

産業大学組織規程」に定められた業務を適切に遂行している。 

・事務遂行に必要な職員として、正職員を36名配置しているほか、必要に応じパート職

員等を配置している。 

・法人事務局と大学事務局にそれぞれ事務局長を置き、それぞれの事務局を統括してい

る。なお、大学においては、大学事務局長が総務・広報部長を、教務・学生部長が教

務課長を兼務しているが、職務を遂行する上で特段の問題は無い。 

・各種委員会には職員も委員として参画し、教職協働で大学を運営する体制が確立され

ている。 
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事務局

総務・広報部

総務課

ＩＴサポート室

教務・学生部

教務課

キャリア支援課

留学生課

図書館事務室

入試広報課

通信教育部事務室

学生課

学長室
 

 

図 3-5-1 事務組織体制 

 

【エビデンス集（データ編）】 

【表 3-2】職員数と職員構成 

【エビデンス集（資料編）】 

【資料 3-5-1】学校法人愛知産業大学組織規程 

【資料 3-5-2】平成 27 年度各種委員会等委員一覧 

 

 3-5-② 業務執行の管理体制の構築とその機能性 

・業務執行の管理体制として、法人事務局と設置校間では毎月第2金曜日に法人事務局

で開催される事務長会において管理方針等が説明され周知徹底が図られている。本学

では事務幹部職員による事務会議を毎月開催し、事務長会報告の他、部署間の情報を

共有している。 

・大学事務局長は、事務長会及び事務会議の内容を学長に報告するとともに、必要な事

項は全体会や「学内電子掲示板サイボウズ」で教職員に周知している。 

・「学園中長期計画」を着実に実行するため、各組織に中長期計画実行委員会を設置し、

理事長が指名する理事が委員として委員会に参画している。 

 

【エビデンス集（資料編）】 

【資料 3-5-3】理事会便り Vol.19（各組織における中長期計画実行委員会の担当理事

について） 

 

 3-5-③ 職員の資質・能力向上の機会の用意 

・職員の資質・能力向上は、日常のOJT（On the Job Training）によるほか、UD委員

会主催によるSD研修会により行われている。 
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・平成26(2014)年度は、「教育の質的転換に関する本学・他大学の取り組み」「今後本

学が目指す方向性」をテーマに2回のSD研修会を開催した。 

・新規に採用される教職員に対しては、法人事務局主催の新任教職員研修会を年度当初

に開催し、理事長、法人事務局役職者が建学の精神への理解や組織・運営、学園の目

指す目標等について説明を行っている。 

・法人事務局主催で、毎年、新任教職員研修会（2回目）、採用2、3年目研修会及び事

務職員研修会を開催し、日常業務の点検・見直しを行っている。 

・大学事務局長が所属する愛知県私大事務局長会において、同会が主催する職員研修会

に、毎年、職員が参加し、旬のテーマについて講演を聞くとともに、同時に開催され

る懇親会にも積極的に参加し、他大学との交流を図っている。 

・日本私立大学協会や各種団体、企業が主催する研修会や発表会への参加、他大学等へ

の視察調査等に職員を派遣し、優れた事例に触れる機会を持つよう努力している。 

・職員が修得し、向上させるべき資質・能力については、本学園が実施する教職員評価

制度において、自己評価する仕組みが整備されている。 

 

【エビデンス集（資料編）】 

【資料 3-5-4】SD 研修会 

【資料 3-5-5】平成 27 年度辞令交付式及び新任教職員研修会 

【資料 3-5-6】平成 26 年度新任教職員研修会② 

【資料 3-5-7】平成 26 年度採用 2、3 年目研修会 

【資料 3-5-8】平成 26 年度事務職員研修会 

【資料 3-5-9】平成 26 年度各種研修会等参加状況 

【資料 3-5-10】学校法人愛知産業大学教職員評価規程 

 

（3）3－5 の改善・向上方策（将来計画） 

・研修会等へ参加した後の報告は、本学園統一の第 2 号用紙「報告相談事項」により行

っているが、「報告相談事項」では回付先が限定されるので、今後は報告会を開催する

等、より多くの教職員に研修の成果を報告・還元する機会を設ける。 

・昨年度、全職員が作成した「職務記述書」に記載された「職務の棚卸」を本学の課題

とし、SD 研修を通して解決案を検討する。 

 

3－6 財務基盤と収支 

≪3－6 の視点≫ 

3-6-① 

3-6-② 

中長期的な計画に基づく適切な財務運営の確立 

安定した財務基盤の確立と収支バランスの確保 

（1）3－6 の自己判定 

基準項目 3－6 を満たしている。 

 

（2）3－6 の自己判定の理由（事実の説明及び自己評価） 

 3-6-① 中長期的な計画に基づく適切な財務運営の確立 
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・学園及び大学の財務運営は、平成23(2011)年度にスタートした「学園中長期計画」に

基づき着実に進められており、目標数値として掲げた本学園全体の人件費比率、教育

研究経費比率、管理経費比率及び帰属収支差額は、全てにおいて改善がみられた。 

・「学園中長期計画」に基づき毎年度策定される「事業計画」及び「予算編成方針」に

より適切な財務運営を行っている。 

・本学では、定員割れによる慢性的な支出超過が続いていたが、平成27(2015)年度入学

生においては、建築学科で定員を確保するとともに、デザイン学科及び総合経営学科

においても定員充足率は90%前後となり、適切な財務運営が望める状況となった。 

・本学園の将来における教育施設設備等に必要な資金は、第2号基本金の組入れに係る

計画表に基づき、第2号基本金の組入れ及びその資金として第2号基本金引当特定資産

を計画的に積み立てている。また、それ以外の引当特定資産として、減価償却引当特

定資産及び退職給与引当特定資産の積み立てを行っており、将来の支出に備えている。 

 

【エビデンス集（資料編）】 

【資料 3-6-1】学園中長期計画（平成 23 年度～28 年度） 

【資料 3-6-2】理事会便り Vol.19（中長期計画の前半期の進捗状況と後半期の改定に

ついて） 

【資料 3-6-3】平成 27 年度事業計画（学園全体） 

【資料 3-6-4】平成 27 年度予算編成方針 

 

 3-6-② 安定した財務基盤の確立と収支バランスの確保 

・本学園の主要な帰属収入は、学生生徒等納付金及び国又は地方公共団体等の補助金に

より構成されている。平成 26(2014)年度の帰属収入に占めるそれぞれの割合は、学生

生徒等納付金は 62.1％、補助金は 30.7％であり、合計 92.8％である。 

・一方、同年度の帰属収入に対する人件費比率は 64.2％、教育研究経費比率 28.1％及び

管理経費比率 8.7％であり、合計 101.0％である。 

・収支の均衡性をあらわす消費支出比率では、平成 24(2012)年度は 127.3％、平成

25(2013)年度は 102.7％、平成 26(2014)年度は 108.8％と推移しているものの、平成

26(2014)年度は一時的に発生した建物処分差額が大きく影響しており、その影響額を

考慮すると前年度並みの比率が確保され、収支均衡に近づいている。 

・本学園の平成 26(2014)年度の流動比率は 241.1％であり、年々緩やかに下降している

が、その反面、自己資金構成比率は 90.8％と緩やかに上昇しており、自己資金は十分

に充実している。ただし、学生生徒等納付金比率は 62.1％と緩やかに下降している。 

・本学園が設置している大学・短期大学以外の学校の財務状況は、中学校を除き、収支

黒字基調にあり、憂慮すべき問題はほとんどないといえる。 

・外部資金の導入に積極的に取組んでおり、教育に関する競争的資金では一定の成果を

あげている。研究に関する外部資金では、科学研究費補助金をはじめとする外部資金

獲得を推奨してはいるが、顕著な成果はあがっていない。 

・財務の健全性を維持する観点から、資産運用にあたっては「学校法人愛知産業大学資

産運用規程」に則り、毎会計年度ごとに理事会において定められる資産運用基本方針



愛知産業大学 

76 

に基づいて、リスク管理に十分注意している。 

 

【エビデンス集（データ編）】 

【表 3－5】消費収支計算書関係比率（法人全体のもの）（過去 5 年間） 

【表 3－6】消費収支計算書関係比率（大学単独）（過去 5 年間） 

【表 3－7】貸借対照表関係比率（法人全体のもの）（過去 5 年間） 

【表 3－8】要積立額に対する金融資産の状況（法人全体のもの）（過去 5 年間） 

【エビデンス集（資料編）】 

【資料 3-6-5】平成 26 年度補助金申請簿 

【資料 3-6-6】学校法人愛知産業大学資産運用規程 

【資料 3-6-7】科学研究費補助金採択状況 

 

（3）3－6 の改善・向上方策（将来計画） 

・本学園は、平成 23(2011)年度にスタートした「学園中長期計画」に基づき、完成年度

である平成 28(2016)年度の目標数値に向かって全教職員が一丸となり取組んだ結果、

全ての数値において改善がみられるようになった。従って、本学園の財務状況は健全

な状態にあるといえるが、今後の私学を取り巻く環境や少子化の進行を考えると、よ

り一層の財務体質の改善に努める。 

・財務基盤と収支に関する改善・向上については、学生生徒等納付金による収入確保が

喫緊の課題であるため、「学園中長期計画」を着実に実行する。 

・科学研究費補助金や受託事業等の外部資金獲得に向け、教職員がより一層協力し、獲

得に向けた取組みを行う。 

・支出においては、総額人件費を抑制するため、教職員の少数精鋭化を図り、必要最低

限の人員で運営できる体制とする。 

・人件費以外についても、今までと同様に全ての経費を見直し、さらなる経費削減に向

けた取組みを継続し、より健全な財務基盤の確立を目指す。 

 

3－7 会計 

≪3－7 の視点≫ 

3-7-① 

3-7-② 

会計処理の適正な実施 

会計監査の体制整備と厳正な実施 

（1）3－7 の自己判定 

基準項目 3－7 を満たしている。 

 

（2）3－7 の自己判定の理由（事実の説明及び自己評価） 

 3-7-① 会計処理の適正な実施 

・各部署で起案される予算執行のための諸票は、当該予算に係る個別予算申請書の内容

に即して作成され、当該事業に効果的かつ効率的な積算資料を添付して、学内決裁の

のち、法人事務局に回付される。回付された諸票は、法人事務局総務部又は同業務部

によるチェックを行なった後、学校法人会計基準に基づく正確な処理を行っている。 
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・会計処理は、学校法人会計基準及び「学校法人愛知産業大学経理規程」「学校法人愛

知産業大学経理規程施行細則」「学校法人愛知産業大学勘定科目一覧表」「学校法人

愛知産業大学図書の会計処理に関する取扱要領」に基づいて、適切に行われている。 

・予算編成は、12月に各設置校からの予算案提示、1月の一次法人事務局査定、査定に

基づく修正予算案の提示、2月の二次法人事務局査定を経て、例年3月に当初予算案が

編成される。各設置校の予算案は、「学校法人愛知産業大学予算の積算に関する取扱

要領」に基づいて作成され、法人事務局査定を通じて、適切かつ精度の高い予算とな

る仕組みをとっている。 

・予算と乖離がある科目等については、補正予算を編成している。予算と決算の乖離に

ついては、決算確定時点で、その規模が設置校毎に集計・公表されており、予算の積

算精度の向上と、適切な予算執行が求められ、予算と決算の乖離を縮小する方策がと

られている。 

 

【エビデンス集（資料編）】 

【資料 3-7-1】学校法人愛知産業大学経理規程 

【資料 3-7-2】学校法人愛知産業大学経理規程施行細則 

【資料 3-7-3】学校法人愛知産業大学勘定科目一覧表 

【資料 3-7-4】学校法人愛知産業大学図書の会計処理に関する取扱要領 

【資料 3-7-5】学校法人愛知産業大学予算の積算に関する取扱要領 

  

 3-7-② 会計監査の体制整備と厳正な実施 

・会計監査は、内部監査、公認会計士及び監事による監査を併せて実施している。 

・公認会計士による監査は、実地監査、書類監査を合わせ、年間約330時間程度行われ、

本学をはじめとする各設置校及び法人事務局において元帳と帳票書類等の照合、備品

等の確認、計算書類の照合等を行うほか、本学園の管理運営に関する監査も行ってい

る。 

・監事による監査は、「学校法人愛知産業大学監事監査規程」に基づき行われている。決

算時には、会計書類の閲覧及び調査を行うとともに、関係する経理責任者等からの聴

取等を行い、業務執行状況、財産状況等の監査を行っている。また、監事2名が理事

会及び評議員会に毎回出席し、業務執行が適正に行われているかを監査している。 

・平成 20(2008)年度から内部監査に監事 1 名が同行し、元帳と帳票書類等の照合、備品

等の確認、担当者との面談等を行っている。 

・平成 25(2013)年に、「学校法人愛知産業大学内部監査規程」を全部改正し、理事長の

下に、本学園の専任教職員から選任された内部監査委員 30 名による内部監査委員会

を設置し、毎年、業務監査（教学部門を含む。）及び財務監査を行っている。 

・平成 26(2014)年には、内部監査委員会は本学に対して内部監査を行い、主要な会議・

委員会（12 の会議・委員会）につき、内部監査委員が、議事録の提出を求め、議事録

の精査を行い、会議・委員会に出席し、議事録に記載のある事項の進捗状況等を確認

する実地監査を行った。 

・毎年 5 月には、公認会計士及び監事並びに法人事務局の経理責任者による決算監査報
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告会を行い、意見交換の場を設けている。 

 

【エビデンス集（資料編）】 

【資料 3-7-6】監査報告書 

【資料 3-7-7】学校法人愛知産業大学監事監査規程 

【資料 3-7-8】学校法人愛知産業大学内部監査規程 

【資料 3-7-9】平成 26 年度監査報告書（内部監査） 

 

（3）3－7 の改善・向上方策（将来計画） 

・会計処理は、学校法人会計基準等に基づき、引き続き、適正かつ厳格に行っていく。 

・内部監査の充実により、教職員がそれぞれの所属する設置校の会計処理のみならず、

他の設置校での教学運営とその会計処理等について情報を共有し、優れた取組みを相

互に取り入れることによって、透明性と効率性の向上を図っていく。 

 

［基準 3 の自己評価］ 

・寄附行為、建学の精神等において、経営理念や行動規範は明確に定められており、経

営の規律と誠実性は維持されている。 

・法人や大学の運営については、組織体制を整え、関係法令を遵守しながら、適切に行

っている。 

・安全や人権に対する配慮については、規程により明確に定められており、組織体制を

含めて、適正に行っている。 

・教育情報と財務情報は、刊行物と「学園ホームページ」により適切に公開されている。 

・理事及び監事の役員構成及び役割は適正であり、機動的・戦略的に意思決定ができる

体制は整備されており、的確に機能している。 

・教育・運営体制は適切に整備されており、権限と責任の明確化や機能性を確保してい

る。 

・学長諮問事項を審議する種々の委員会には、学科・専攻等の教員に加え職員も委員と

して参画しており、教学上の問題点や要望、運営上の問題点や要望をさまざまな観点

から協議し、全学的な方針との調整を図りながら検討されており、学長のリーダーシ

ップによるトップダウンの体制のみならず、ボトムアップの体制を整備している。 

・学園及び大学の各管理運営機関並びに各部門の間のコミュニケーションによる意思決

定及び相互チェックは、理事会や運営会議を通じて円滑に行われている。 

・監事は、法令並びに寄附行為に規定された役割を適切に遂行しており、有効に機能し

ている。  

・評議員会は、法令並びに寄附行為に規定された役割を適切に遂行しており、有効に機

能している。 

・学園を代表する理事長のリーダーシップは「学園中長期計画」等を通じて適切に発揮

されており、種々の作業部会での意見・提案等によるボトムアップの教学運営改善が

図られ、バランスのとれた運営を行っている。 

・職員の資質・能力向上は UD 委員会を通じて行われているほか、学外の種々の研修へ
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の積極的参加の奨励によって推進している。 

・本学園の入学者数は増加傾向にあり、また、本学においても平成 27(2015)年度の入学

者数は建築学科で定員を確保し、学部における入学者数は増加に転じているものの、

収支バランスは保たれていない。 

・外部資金受入れの取組みでは、教育に関する競争的資金での成果に比して、研究に関

する成果が不十分である。 

・会計処理は、学校法人会計基準等に基づき、適正に行われており、内部監査、公認会

計士監査、監事監査は有機的かつ厳正に実施している。 
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基準 4．自己点検・評価 

4－1 自己点検・評価の適切性 

≪4－1 の視点≫ 

4-1-① 

4-1-② 

4-1-③ 

大学の使命・目的に即した自主的・自律的な自己点検・評価 

自己点検・評価体制の適切性 

自己点検・評価の周期等の適切性 

（1）4－1 の自己判定 

基準項目 4－1 を満たしている。 

 

（2）4－1 の自己判定の理由（事実の説明及び自己評価） 

4-1-① 大学の使命・目的に即した自主的・自律的な自己点検・評価 

・本学は、学則第 1 条 2 項に「本学は、教育研究水準の向上を図り、本学の目的及び社

会的使命を達成するため、教育研究活動等の状況について自ら点検及び評価を行い、

その結果を公表する。」と、明確に規定している。 

・本学は、平成 9(1997)年、開学 5 年目という早い時期に「自己点検・評価委員会規程」

を制定し、翌、平成 10(1988)年 6 月に、最初の自己点検・評価を行った結果を『愛

知産業大学自己点検・評価報告書(現状と課題)』として取りまとめて公表した。以

来、平成 21(2009) 年 6 月刊行の日本高等教育評価機構による認証評価のための

『自己評価報告書』を含め、自主的・自律的に、かつ周期的に自己点検・評価に取

組み、既に 10 冊の報告書を表 4-1-1 のとおり公表している。 

 

表 4-1-1 自己点検・評価報告書の刊行 

集 

 

対象年度 

 

タイトル 刊行月日 

 

備考 

 
1 集 平成 8・9 年度 

自己点検・評価報告書 

（現状と課題） 
平成 10 年 6 月 本学独自の自己点検評価 

2 集 平成 10・11 年度 
自己点検・評価報告書 

（教育活動の現状と課題） 
平成 12 年 12 月 本学独自の自己点検評価 

3 集 平成 12・13 年度 
自己点検・評価報告書 

（教育活動の現状と課題） 
平成 14 年 12 月 本学独自の自己点検評価 

4 集 平成 14・15 年度 
自己点検・評価報告書 

（教育・研究活動の現状と課題） 
平成 16 年 12 月 本学独自の自己点検評価 

5 集 平成 16・17 年度 
自己点検・評価報告書 

（教育・研究活動の現状と課題） 
平成 18 年 12 月 本学独自の自己点検評価 

6 集 平成 18・19 年度 自己評価報告書 平成 21 年 3 月 本学独自の自己点検評価 

7 集 平成 20 年度 
自己評価報告書 

本編・データ編 
平成 21 年 6 月 

日本高等教育評価機構 

による認証評価 

8 集 平成 21・22 年度 自己点検・評価報告書 平成 24 年 3 月 本学独自の自己点検評価 

9 集 平成 23・24 年度 自己点検・評価報告書 平成 26 年 3 月 本学独自の自己点検評価 

10 集 平成 25 年度 自己点検評価書 平成 27 年 3 月 本学独自の自己点検評価 

11 集 平成 26 年度 
自己点検評価書 

本編・データ編 
平成 27 年 6 月予定 

日本高等教育評価機構 

による認証評価 
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・平成 17(2005)年度までの本学独自の自己点検・評価は、大学の使命・目的に即して、

自己点検・評価の項目を本学独自に設定している。 

・平成 18(2006)・19(2007)年度の自己点検・評価は、平成 21(2009)年度での日本高等

教育評価機構での受審に向けて、日本高等教育評価機構が定める自己点検評価の基

準・項目に拠った自己点検・評価を実施している。 

・平成 21(2009)年 6 月には、日本高等教育評価機構による認証評価を受審し、「適合」

との判定を受けている。 

・本学は、評議会において、7 年毎の認証評価を義務づけた学校教育法第 109 条第 2

項の規定に従って、平成 27(2015)年度に第 2 回目の認証評価を日本高等教育評価機

構で受審することを決定した。 

・第 2 回目の認証評価の「評価基準・項目」については、自己点検・評価委員会にて

日本高等教育評価機構の評価基準・項目に加え、本学の個性・特色を反映した「地域

社会との連携」を本学独自の評価基準とすることを決定した。 

 

【エビデンス集（資料編）】 

【資料 4-1-1】自己点検・評価委員会規程 

【資料 4-1-2】自己点検・評価報告書（現状と課題）（1 集） 

【資料 4-1-3】自己評価報告書（本編及びデータ編）（7 集） 

 

4-1-② 自己点検・評価体制の適切性 

・自己点検・評価は、「自己点検・評価委員会規程」第 2 条に規定するとおり、学校教

育法第 109 条第 1 項に基づき、本学の教育研究水準の向上に資するため、本学にお

ける教育及び研究組織、運営並びに施設、設備等の状況について点検及び評価を実

施することとしており、その結果は大学ホームページ等を通じて広く社会に公表し

ている。 

・自己点検・評価は、常設委員会である自己点検・評価委員会が組織的に実施する体

制をとっており、学長のリーダーシップの下、学部長、学科長、研究科長、専攻長、

通信教育部長、通信教育部学科主任のほか、全常設委員会の委員長、事務局長、学

長室長、学長が指名する者若干名が委員となっている。 

・「自己点検・評価委員会規程」第 6 条では、教育・研究・組織・管理運営の点検・

評価を行うと規定しており、教学全般にわたる事項を評価項目としている。 

 

4-1-③ 自己点検・評価の周期等の適切性 

・平成 18(2006)年度から、2 年に 1 回の隔年で、本学独自の自己点検・評価を周期的

に実施している。 

・本学が独自に実施する自己点検・評価であっても、その基準・項目は、認証評価機

関である日本高等教育評価機構の第 2 クールの基準に従って実施している。 

 

（3）4－1 の改善・向上方策（将来計画） 

・自己点検・評価の体制は、適切に整備され、機能している。 
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・評価基準・項目については、日本高等教育評価機構の評価基準・項目に加え、本学

の個性・特色を反映した「地域社会との連携」を独自基準とし、データ等の収集・分

析を十分に行う。 

・自己点検・評価はこれまで原則として 2 年に 1 度実施してきているが、大学教育を

取り巻く社会変化や入学生の資質の変化に合わせ、迅速に行う必要性が高まっている

ことから、今後毎年実施することを検討する。 

・教学運営の事業計画や予算に反映すべき事項が多岐にわたり、それらが相乗効果を生

むように計画・立案されるべきことから、可能な評価基準・項目については随時自己

点検・評価を行い、適切かつ実効的な PDCA サイクルの実施を図っていく。 

 

4－2 自己点検・評価の誠実性 

≪4－2 の視点≫ 

4-2-① 

4-2-② 

4-2-③ 

エビデンスに基づいた透明性の高い自己点検・評価 

現状把握のための十分な調査・データの収集と分析 

自己点検・評価の結果の学内共有と社会への公表 

（1）4－2 の自己判定 

基準項目 4－2 を満たしている。 

 

（2）4－2 の自己判定の理由（事実の説明及び自己評価） 

4-2-① エビデンスに基づいた透明性の高い自己点検・評価 

・表 4-1-1 に示すとおり、本学では第三者評価を見据え、平成 18(2006)年から日本高

等教育評価機構が定める評価基準・項目に準拠して周期的に自己点検・評価を行って

きている。 

・第 6 集以降の自己点検・評価では、データ編を含め、特にエビデンス資料の例示を参

考に、エビデンス資料を精査し、各部署でエビデンス・データ及び資料を共有すると

ともに、大学ホームページ等で公表することによって、透明性の高い自己点検・評価

を実現している。 

 

4-2-② 現状把握のための十分な調査・データの収集と分析 

・自己点検・評価にあたって信頼性の高いエビデンスを収集・整理・分析するために、

平成 23(2011)年より、IR（Institutional Research）のための常設委員会である IR

委員会を設置している。 

・IR 委員会は、組織的に IR を実施する体制をとっており、学長のリーダーシップの下、

学部長、学科長、研究科長、専攻長、通信教育部長、通信教育部学科主任のほか、学

長が指名する者若干名が委員となっている。 

・自己点検・評価のためのエビデンスについては、事務組織においても収集・整理して

おり、学生の学修成果や修学支援等に関しては教務課及び学生課が、通信教育に関し

ては通信教育部事務室が、教員の教育や公務等に関しては総務課が、入試全般に関し

ては入試広報課が、就職を含む進路に関してはキャリア支援課が、留学生に関しては

留学生課が、それぞれの業務に関連する資料を担当している。 
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・集約・整理された情報やデータは、入学者の動向、履修・出欠状況、休学・退学・除

籍の動向把握や原因究明、学生生活、進路等について、必要に応じて教務委員会、教

養教育委員会、学生委員会、キャリア委員会、入試広報委員会等に提供され、分析・

検討が加えられている。 

・改革・改善に着実につなげるため、教学改革等の PDCA サイクルの基礎となる各種デ

ータの蓄積を行っている。 

・自己点検・評価のための各種データは、日本高等教育評価機構が作成したデータ編に

則った様式により整理している。 

 

【エビデンス集（資料編）】 

【資料 4-2-1】IR 委員会規程 

【資料 4-2-2】IR データリスト 

 

4-2-③ 自己点検・評価の結果の学内共有と社会への公表 

・認証評価を含む、自己点検・評価結果、及び各種エビデンス資料・データの蓄積につ

いては、「学内電子掲示板サイボウズ」を通して、学内の各教育組織、各会議体、事

務組織等で共有されている。 

・自己点検・評価結果及び主要なデータ情報に関しては、大学ホームページの「大学情

報の公開」等を通して社会への公表を行っている。 

 

【エビデンス集（資料編）】 

【資料 4-2-3】愛知産業大学ホームページ（大学情報の公開） 

        http://asu-g.net/univ/info_university/info/disclosure.php 

 

（3）4－2 の改善・向上方策（将来計画） 

・自己点検・評価は隔年で実施することを通例としてきたが、本学を取り巻く様々な環

境の変化に対応し、かつ迅速な教育改革を実施するためには、毎年の自己点検・評価

の実施を検討する。 

・IR 委員会は、透明性・信頼性ある自己点検・評価が基づくべきエビデンスの収集・

整理・分析を着実に行っているが、その分析・評価は未だ一部の項目にとどまって

おり、今後 IR 委員会の活動の一層の強化を図る。 

 

4－3 自己点検・評価の有効性 

≪4－3 の視点≫ 

4-3-① 自己点検・評価の結果の活用のための PDCA サイクルの仕組みの確立と機能性 

（1）4－3 の自己判定 

基準項目 4－3 を満たしている。 

 

（2）4－3 の自己判定の理由（事実の説明及び自己評価） 
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4-3-① 自己点検・評価の結果の活用のための PDCA サイクルの仕組みの確立と機

能性 

・自己点検・評価の結果は、教育の質の保証を目指し、恒常的に教育改善のための仕組

みに組み込む必要があり、学長のリーダーシップによって本学に適応した PDCA サ

イクルを実質的に機能させていく必要がある。 

・この PDCA サイクルの仕組みの確立のため、本学では、学園全体の事業計画との整

合性をとりつつ、「事業計画」（Plan）を策定している。 

・「事業計画」の策定においては、自己点検・評価の結果、大学教育を取り巻く文教政

策等を踏まえつつ、学長が基本案を策定しており、教学改善に向けた学長の強い意思

が表明され、リーダーシップが発揮されている。 

・「事業計画」は、将来計画委員会での協議を経て、本学の最高意思決定機関である評

議会に諮られ、担当部署での検討結果を踏まえ、全学をあげて着実に実施（Do）す

ることが求められている。 

・年度末には、将来計画委員会において「事業計画」に関する自己点検・評価（Check）

を行い、次年度の事業計画に反映（Action）させている。 

 

【エビデンス集（資料編）】 

【資料 4-3-1】平成 27 年度事業計画（学園全体） 

【資料 4-3-2】平成 27 年度事業計画（学部別） 

 

（3）4－3 の改善・向上方策（将来計画） 

・個々の教育改善事業が目指すべき課題と、これらを総合的・有機的に連関して取組む

べき課題について、透明性の高い数値データ等に基づいて、教職員がより一層の理

解を深める方策を検討する。 

 

［基準 4 の自己評価］ 

・本学は、大学の使命・目的に即した自主的・自律的な自己点検・評価を「自己点検・

評価委員会規程」に基づき設置された常設の自己点検・評価委員会において組織的

に実施しており、自己点検・評価体制は適切である。 

・エビデンスに基づいた透明性の高い自己点検・評価を行っている。 

・本学独自の自己点検・評価を、原則として隔年に実施し、周期は概ね適切である。 

・IR 委員会によるエビデンスの検討では、データの収集・整理は着実に行われている

が、その分析・評価については一部の項目にとどまっており、今後エビデンスの分析・

評価について取組みを一層強化する。 

・外部評価を含む自己点検・評価結果等は大学ホームページを通して公開しており、

学内での理解・共有を含め、十分な水準にある。 

・教育の質改善のための PDCA サイクルは、学長のリーダーシップの下、毎年度の「事

業計画」に示され、この計画に示された方策が担当部署を中心に組織的に改善を図る

仕組みを構築している。  
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Ⅳ．大学が使命・目的に基づいて独自に設定した基準による自己評価 

 

基準 A．地域社会との連携 

A－1 地域社会との連携に関する指針及び組織 

≪A－1 の視点≫ 

A-1-① 

A-1-② 

大学の使命目的を踏まえた地域社会との連携に関する指針の明確化 

地域社会との連携に関する組織の整備 

（1）A－1 の自己判定 

基準項目 A－1 を満たしている。 

 

（2）A－1 の自己判定の理由（事実の説明及び自己評価） 

A-1-① 大学の使命目的を踏まえた地域社会との連携に関する指針の明確化 

・本学の建学の精神に、「豊かな知性と誠実な心を持ち 社会に貢献できる人材を育成す

る」と明記されているように、「社会に貢献できる人材の育成」は、本学の使命であり

教育の基本理念である。 

・本学は、「社会に貢献できる人材」の育成を教育の目標として明確化しており、本学の

専門分野の特性を考慮して、特に地域社会に着目し、その実現に向け「地域社会との

連携」を積極的に推進している。 

・本学は、学則に「地域共同教育研究センター」の設置を明記し、全学共通の専門科目

として「三河ものつくり学」を開講する等、地域の学術の拠点であるばかりでなく、

地域社会と地域産業への貢献を自覚しながら、日々の教育活動を展開している。 

 

【エビデンス集（資料編）】 

【資料 A-1-1】建学の精神 

【資料 A-1-2】愛知産業大学学則 

 

A-1-② 地域社会との連携に関する組織の整備 

・平成 9(1997)年に、本学を含めた岡崎市内の 4 大学（愛知学泉大学・同短期大学、 愛

知産業大学・同短期大学、岡崎女子大学・同短期大学、人間環境大学）と岡崎市、岡

崎商工会議所、そして NPO 法人 21 世紀を創る会・みかわを中心に、産業界、行政、

その他の民間団体が集まって「岡崎大学懇話会」を結成し、地域社会との協働が組織

的に活動としてできるようになり、現在も多くの活動を実施している。 

・岡崎大学懇話会の理事には本学学長が、そして幹事に地域共同教育研究センター長が

就任し、地域社会との連携に関して積極的に関与するための組織的体制が整っている。 

・地域社会との連携を一層充実させ、地域社会の教育・産業・文化の発展に寄与するた

め、本学では、平成 9(1997)年 4 月に「地域共同教育研究センター」（学則第 52 条の

3）を開設して、本学と地域社会との連携強化に努めてきている。 

・「地域共同教育研究センター規程」第 2 条には、センター設立の目的として「地域社

会の教育・産業・文化の発展に寄与するための事業の開発・実施」が明記され、具体

的活動内容としては①地域社会の教育・産業・文化の発展に寄与するための研究・開
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発、②公開講座、③その他第 2 条の目的に沿う業務と記載されている。 

・地域社会との連携に関して、学内的にも、「地域共同教育研究センター」が中心となっ

て組織的に、かつ積極的に推進している。 

 

【エビデンス集（資料編）】 

【資料 A-1-3】岡崎大学懇話会 

http://konwakai.community-satellite.com/ 

【資料 A-1-4】地域共同教育研究センター規程 

 

（3）A－1 の改善・向上方策（将来計画） 

・地域社会の活性化に向けて、各種自治体がスピード感を持って多様な企画を展開する

中で、「地域共同教育研究センター」と岡崎大学懇話会、岡崎商工会議所及び岡崎市等

との情報共有・連携がスムーズに行えるよう、改善に努める。 

・近年、地域社会との連携活動の多様性が大きく展開し、地域社会の範囲が拡大し、愛

知県はもとより、東海 4 県を超えた圏域までを視野に入れた地域連携について検討す

る。 

 

A－2 地域社会との連携活動 

≪A－2 の視点≫ 

A-2-① 

A-2-② 

大学が持っている物的・人的資源の地域社会への提供 

地域社会の企業や公共機関、大学等との連携 

（1）A－2 の自己判定 

基準項目 A－2 を満たしている。 

 

（2）A－2 の自己判定の理由（事実の説明及び自己評価） 

A-2-① 大学が持っている物的・人的資源の地域社会への提供 

・本学では、以下のとおり、公開講座や施設の開放、あるいは研究会等を通して、幅広

く地域貢献を行っている。 

〈公開講座等〉 

1)総合経営学科では、主に地域企業の経営者等を招いて行う「経営哲学特講 I」及び「経

営哲学特講 II」（年間 12 回、3 年生必修科目）を、地域住民が自由に聴講できる公開

講義として開催している。年間 2 回ほどは、学外（岡崎市図書館交流プラザりぶら、

岡崎商工会議所）で開講している。 

2)大学院では、平成 25(2013)年度新カリキュラムより、研究科共通科目である「日本

の造形 A」「日本の造形 B」の講義を一般に開放し、誰でも、いつでも、自由に聴講で

きる「公開講義」を実施してきている。 

3)本学が参加している「岡崎大学懇話会」は、岡崎市図書館交流プラザりぶらで、岡崎

市教育委員会と大学開放講座「市民カレッジ」を共催している。また、「地域活性化フ

ォーラム」（主催：NPO 法人 21 世紀を創る会・みかわ、岡崎商工会議所、岡崎大学

懇話会）では、毎年本学教員も参加し、地元岡崎の一層の振興をめざした研究成果の
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報告を行っている。 

4)岡崎大学懇話会学生部会の企画運営による「学生フォーラム」（主催は同上）には、

毎年本学学生も参加し、学生の視点に立った地域活性化のための研究発表を行ってい

る。 

〈大学施設の開放〉 

1)図書館は、平成 17(2005)年度より「学外者利用内規」及び「同利用証取扱内規」を

施行、「利用証」を発行して、一般市民への開放を行っている。また、平成 25(2013)

年度より「図書館利用案内」を岡崎市立中央図書館、岡崎市地域交流センター、岡崎

商工会議所等に配置しているが、居住区を離れた丘陵地という本学の立地により、利

用者は年間 50 名程度に留まっている。 

2)「コミュニティ・ホール」は、1 階の売店（コンビニエンスストア、ブックストア、

画材店）、2 階の食堂、3 階のカフェスペースとも学外者に開放している。また、本学

園が設置する隣接高校の生徒も多数利用している。 

3)「コミュニティ・ホール」2 階の学生食堂においては、岡崎市内の有名レストランの

シェフを招待し、本格的なレストラン料理を提供する「シェフくる企画」を定期的に

開催し、本学学生・教職員のみならず、地域の方々にも開放し、地域交流企画を積極

的に実施している。 

4)「言語・情報共育センター」は、本学開学 20 周年を記念して平成 25(2013)年 1 月キ

ャンパスの中心にオープンした施設で、「PLASU(プラス)」の愛称で親しまれている。

内と外の境界を融合させることをコンセプトに、学生、教職員が共に育む「場」とな

っている。PLASU の言語ラボには図書、CD、情報ラボには 10 台ほどのノートパソ

コンが置いてあり、自由に使用することができる。ここでは、学生が主体となりセミ

ナー、コンサート、展覧会等のさまざまなイベントが行われているが、また地域交流

の場としても積極的に利用されている。本学を訪れた地域の方々は、PLASU 中央の

通路を通り、本学の教育施設の全体を概観しながら、自然と本学学生と交流する場と

もなっている。 

5)「体育館（恒誠館）」の学外使用には、地域スポーツ試合、芸術鑑賞会、親子ふれあ

い企画等があり、それぞれ多数の来場がある。 

6)「第 3 グラウンド」の学外利用では、少年野球等の試合が行われている。平成 20(2008)

年度には新たに完成した「野球場」で愛知大学野球連盟のリーグ戦や、社会人野球チ

ームの練習が行われている。 

7)毎年 11 月に開催される大学祭「原山祭」において、大学祭実行委員会の学生が地元

自治会に招待状を出し、また岡崎市教育委員会の後援を得て幼稚園児・小学生が作品

作りを行う「わいわい村」を開催し、多数の来学者を迎えており、良好な関係が築か

れている。 

〈地域社会の各種委員会への専任教員の参加〉 

1)岡崎市を中心に、県及び市町村行政において、学識経験者という立場で本学教員の委

員就任要請は多々ある。これは主として教員の専門分野における知識が求められるも

のであり、都市計画・景観・デザイン等や行政改革推進・国際交流、食育教育推進そ

の他、様々な行政分野の委員会に委員長あるいは委員として参加し、地域社会の振興
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に貢献している。 

〈各種研究会等〉 

1)おかざき匠の会 

地元の伝統産業に関わる職人、経営者等が平成 13(2001)年に結成したもので、本学

からはデザイン学科教員・学生が参加し、デザイン塾等を開催している。この中で、

地元企業と本学デザイン学科学生が弓道競技用の矢羽根のデザインを共同開発し、地

元新聞に大きく報道されている。 

2)21 世紀交流サロン・葵丘 

「21 世紀を創る会・みかわ」が定期的に開催する産学交流サロンで、主に岡崎市内

の大学教員が、岡崎商工会議所会員等を対象に年に数回「話題」を提供する。教員の

研究内容の紹介や活動報告・意見発表等を行っている。 

3)岡崎の人と産業研究会 

「岡崎の人と産業研究会」は、岡崎商工会議所と本学経営学部教員が中心に共同開

催している研究会である。平成 24(2012)年、岡崎商工会議所創立 120 周年を記念し

て、岡崎市の商工業の先覚者や功労者の研究を経営学部教員が中心に受託したのを機

会に、平成 25(2013)年に発足した。現在は、3 年ごとに開催される「岡崎商工会議所

先覚者等慰霊祭」の研究を中心に、隔月ごとに岡崎商工会議所で公開研究会を開催し

ている。 

 

【エビデンス集（資料編）】 

【資料 A-2-1】平成 26 年度経営哲学特講 I 及び経営哲学特講 II 

【資料 A-2-2】平成 26 年度大学院造形学研究科公開講義 

【資料 A-2-3】平成 26 年度市民カレッジ 

【資料 A-2-4】平成 26 年度地域活性化フォーラム 

【資料 A-2-5】平成 26 年度学生フォーラム 

【資料 A-2-6】図書館学外者利用内規 

【資料 A-2-7】図書館学外者利用証取扱内規 

【資料 A-2-8】図書館利用案内 

【資料 A-2-9】言語・情報共育センターPLASU 

【資料 A-2-10】恒誠館使用規程 

【資料 A-2-11】平成 26 年度・平成 27 年度兼職一覧 

【資料 A-2-12】おかざき匠の会 

        http://www.okazakitakuminokai.jp/ 

【資料 A-2-13】第 26 回 21 世紀交流サロン・葵丘 

【資料 A-2-14】第 6 回岡崎の人と産業研究会 

 

A-2-② 地域社会の企業や公共機関、大学等との連携 

・前述の「岡崎大学懇話会」が、産業・行政・大学の三者を仲立ちして地域社会の振興

を図る役割を果たしており、地域活性化フォーラムや学生フォーラムの企画と実施を

通じて、行政や産業界のみならず、岡崎市内の他大学との関係が密になり、地域社会
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の企業や公共機関・大学等との連携に関して好循環を産んでいる。また、岡崎大学懇

話会は、岡崎商工会議所と共同で、産学官共同研究助成をしており、これも企業や他

大学との連携の機会となっている。 

・以下に、各学科の学生が関わった地域連携事業の主なものについて、その概要を紹介

する。これらの事業のどれもが地域社会の活性化に貢献すると同時に、地域の課題発

見・課題解決型授業として、学生の積極性や主体性、社会性の育成に大いに役立って

いる。 

〈デザイン学科〉 

・岡崎市内の中心市街地に立地する店舗経

営者が中心となって結成されている「岡

崎未来城下町連合」の依頼を受け、商店

街活性化のため「街灯フラッグデザイン」

を行い、学生のデザインした街灯フラッ

グが商店街に掲げられている。 

・本学がある宿場町「藤川」地区の地域活

性化を目的として、宿場町の特産品であ

る「むらさき麦」と徳川四天王の一人で

ある本多忠勝公をモチーフにしたキャラ

クター「武槍幻将（ぶそうげんしょう）

ムラサキ」を創出し、地元の藤川宿はも

ちろんのこと、岡崎市の公認応援キャラ

クターとして、広く地域社会の振興に貢

献している。（写真 A-2-1） 

・道の駅を管理している指定管理団体「岡

崎パブリックサービス」と連携協定を結

び、道の駅の土産物の企画から、パッケ

ージデザインまで手掛けている。（写真

A-2-2） 

・同じく、「岡崎パブリックサービス」から

依頼を受け、学生がデザインしたキャラ

クター「みなどん」が都市公園「南公園」

の PR イメージキャラクターに採用され

る等の成果を上げている。（写真 A-2-3） 

〈建築学科〉 

・地域の歴史の掘り起こしへの協力として、

学生が「藤川宿まちづくり協議会」との

連携協定に基づき実施した、旧東海道の

面影を残す江戸時代の町家「米屋」の改

修事業は、藤川宿の活性化に貢献するば

かりか、建築学科学生の学習の場としても大いに役立っている。（写真 A-2-4） 
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・本学の多数の学生が利用している名鉄名古 

屋本線藤川駅周辺に開設された「地域交流

センターむらさきかん」や「道の駅」につ

いては、平成 18(2006)年以来継続的にこれ

らの施設の設置構想を検討する研究会・懇

話会に地元自治会・一般市民・行政ととも

に本学教員や学生が参加し、計画の立案・

調整に関わってきた。 

〈総合経営学科〉 

・岡崎商工会議所と積極的に共同企画を展開

しているが、特に岡崎商工会議所青年部主

催の「岡崎 YEG ビジネスプランコンテス

ト」に関しては、3 年次の専門ゼミナール

の授業で取組み、学生の企画したビジネス

プランが入賞している。（写真 A-2-5） 

〈全学科共通 学生ボランティア〉 

・「ボランティア活動」は、学生にとって、学

内の授業では得られない地域社会の人々

との貴重な交流の場であり、本学としても

学生に積極的に紹介している。 

・地域社会から要請のある各種の行事・企画

に対する学生ボランティアについては、

「地域共同教育研究センター」がその内容

を検討し、大学として参加するべきもの、

個人として参加するもの等の分類をして、

適宜学生に紹介している。 

・以下は、地域社会の活性化の目的のため、

本学の学生ボランティアが多数参加して

いる主な行事・企画である。 

 1) 「家康行列」 

岡崎の春の風物詩「家康行列」は、勇

猛な三河武士団の出陣式や行進等による、

絢爛豪華な時代絵巻である。公募で選ば

れた家康公をはじめとする武士団、姫列

等 800 余名が、市の中心部を練り歩く、

岡崎の観光行事である。本学学生は、そ

の主要な武将の隊列に参加し、家康行列

の活性化に大いに貢献している。（写真

A-2-6） 
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2)「神明宮大祭」 

岡崎三大まつりの一つといわれる大祭であり、氏子十二ヶ町の人々によって運営

され、「御神輿渡御」「山車宮入り」等の祭礼行事は、江戸時代中期からほぼ変わら

ず、現在に受け継がれている。本学学生は、その「山車町曳き」への協力を通して、

伝統文化の保存・伝承に協力している。 

 3)「岡崎城下家康公夏まつり」 

   この夏まつりは、観光大花火大会を中心に、岡崎城がある岡崎公園や岡崎市内の

各地で、みこしや行列、盆踊り、各種イベント等、様々な催し物が開催される、岡

崎の夏の風物詩である。本学学生は、その夏まつりの中心会場のシンボル的作品を

制作し、岡崎城下家康公夏まつりはもとより、地域社会の活性化に大いに貢献して

いる。（写真 A-2-7） 

  

【エビデンス集（資料編）】 

【資料 A-2-15】平成 26 年度岡崎大学懇話会事業報告 

【資料 A-2-16】岡崎の街を彩った学生デザインの街灯フラッグ 

        http://asu-g.net/univ/top/event_info/840.html 

【資料 A-2-17】「藤川」地区キャラクター「武槍幻将ムラサキ」 

【資料 A-2-18】「一般社団法人岡崎パブリックサービス」との連携協定書 

【資料 A-2-19】道の駅藤川宿商品パッケージ 

【資料 A-2-20】学生がデザインしたゆるキャラ「みなどん」 

http://asu-g.net/univ/top/campus_info/1240.html 

【資料 A-2-21】「藤川まちづくり協議会」との連携協定書 

【資料 A-2-22】岡崎商工会議所青年部設立 25 周年記念祈念式典・懇親会プログラム 

 

（3）A－2 の改善・向上方策（将来計画） 

・学内的には「地域共同教育研究センター」が組織的に整備されているが、地域社会の

情報やニーズに対し、「地域共同教育研究センター」が一元的に集約し、「ワンストッ

プ」で適切に対応できるよう、改善に努める。 

・藤川まちづくり協議会等に関しては連携協定を締結しているが、岡崎市や岡崎商工会

議所等からの連携事業に関する要望は多く、より良い地域社会との連携を求めて、現

在、大学全体として各団体との包括協定締結について検討段階にある。 

・教員と地域社会との関係は良好であるが、学生の活動や出身地、就職の状況からみる

と、これまでの地域連携における「地域」が主に岡崎市とその周辺に限定される傾向

があり、地域連携の広がりについては、なお検討する。 

・学内での地域連携対応の組織は、「地域共同教育研究センター」が中心であるが、その

活動の範囲や規模をさらに拡充していく。 

・地域貢献や地域交流をより一層積極的に実現するために、今後は岡崎市のみならず愛

知県等の広域も含め、種々の地方自治体と包括協定を積極的に締結し、より効果的な

地域交流・貢献の実現を目指す。 
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［基準 A の自己評価］ 

・大学の使命・目的を踏まえた地域社会との連携に関する指針は、建学の精神を始めと

して、本学の教育理念として明確化されている。 

・学内的には「地域共同教育研究センター」が組織的に整備され、また学外的にも岡崎

大学懇話会等にメンバーとして参画し、地域社会との連携・協働を組織的に行ってい

る。 

・本学の施設は、地域住民をはじめ、可能な限り一般に開放している。 

・地域から依頼のある行事・事業・協働等への人的資源の提供については、「地域共同教

育研究センター」を設置して、大学を挙げて積極的に対応している。 

・教員は、継続して地域への積極的な教育研究公開に努めており、学生も研究発表やボ

ランティア参加の機会を捉えることができる体制が整っている。 

・企業や他大学との教育研究上の連携は、多くの場合「岡崎大学懇話会」を通じて行っ

ているので、岡崎市内の他大学や商工会議所を仲立ちとした企業との協力も、極めて

友好的で良好な関係にある。 

・本学学生が関わった地域との協働やデザイン提案等の地域連携事業が多くあり、これ

らの事業のどれもが地域社会の活性化に貢献すると同時に、地域の課題発見・課題解

決型授業として、学生の積極性や主体性、社会性の育成に役立っている。 
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Ⅴ．エビデンス集一覧 

エビデンス集（データ編）一覧 

コード タイトル 備考 

【表 F－1】 大学名・所在地等   

【表 F－2】 設置学部・学科・大学院研究科等／開設予定の学部・学科・大学院研究科等   

【表 F－3】 学部構成（大学・大学院）   

【表 F－4】 学部・学科の学生定員及び在籍学生数   

【表 F－5】 大学院研究科の学生定員及び在籍学生数   

【表 F－6】 
全学の教員組織（学部等）   

全学の教員組織（大学院等） 
 

【表 F－7】 附属校及び併設校、附属機関の概要 
 

【表 F－8】 外部評価の実施概要 
 

【表 2－1】 学部、学科別の志願者数、合格者数、入学者数の推移（過去 5 年間） 
 

【表 2－2】 学部、学科別の在籍者数（過去 5 年間） 
 

【表 2－3】 大学院研究科の入学者数の内訳（過去 3 年間） 
 

【表 2－4】 学部、学科別の退学者数の推移（過去 3 年間）   

【表 2－5】 授業科目の概要   

【表 2－6】 成績評価基準   

【表 2－7】 修得単位状況（前年度実績）   

【表 2－8】 年間履修登録単位数の上限と進級、卒業（修了）要件（単位数）   

【表 2－9】 就職相談室等の利用状況   

【表 2－10】 就職の状況（過去 3 年間）   

【表 2－11】 卒業後の進路先の状況（前年度実績）   

【表 2－12】 学生相談室、医務室等の利用状況   

【表 2－13】 大学独自の奨学金給付・貸与状況（授業料免除制度）（前年度実績）   

【表 2－14】 学生の課外活動への支援状況（前年度実績）   

【表 2－15】 専任教員の学部、研究科ごとの年齢別の構成   

【表 2－16】 学部の専任教員の1週当たりの担当授業時間数（最高、最低、平均授業時間数）   

【表 2－17】 学部、学科の開設授業科目における専兼比率   

【表 2－18】 校地、校舎等の面積   

【表 2－19】 教員研究室の概要   

【表 2－20】 講義室、演習室、学生自習室等の概要   

【表 2－21】 附属施設の概要（図書館除く） 該当なし 

【表 2－22】 その他の施設の概要   
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【資料 2-8-4】 任期教員の再雇用の手順に係る内規  

【資料 2-8-5】 UD フォーラム  

【資料 2-8-6】 UD 委員会規程  

【資料 2-8-7】 学校法人愛知産業大学教職員評価規程  

【資料 2-8-8】 教養教育センター規程 【資料 1-3-21】と同じ 

【資料 2-8-9】 教養教育委員会規程  

2-9．教育環境の整備 

【資料 2-9-1】 言語・情報共育センターPLASU  

【資料 2-9-2】 愛知産業大学・短期大学図書館利用規程  

【資料 2-9-3】 ICT 環境整備計画  

【資料 2-9-4】 教育研究活動に係る大学施設使用規程  

【資料 2-9-5】 防災講習会について  

【資料 2-9-6】 平成 27 年度愛知産業大学防災訓練実施要項  

【資料 2-9-7】 学校法人愛知産業大学エネルギー使用の合理化に関する規程  

【資料 2-9-8】 エネルギー委員会規程  

【資料 2-9-9】 平成 26 年度大学院自己点検評価（大学院生） 【資料 2-2-29】と同じ 

【資料 2-9-10】 平成 26 年度（前期）授業科目別受講人数  

【資料 2-9-11】 平成 26 年度（後期）授業科目別受講人数  

【資料 2-9-12】 平成 27 年度（前期）授業科目別受講人数  

基準 3．経営・管理と財務 

基準項目 
備考 

コード 該当する資料名及び該当ページ 

3-1．経営の規律と誠実性 

【資料 3-1-1】 学校法人愛知産業大学寄附行為 【資料 F-1】と同じ 

【資料 3-1-2】 教室等に掲額されている「建学の精神」  

【資料 3-1-3】 学校法人愛知産業大学就業規則  

【資料 3-1-4】 学校法人愛知産業大学公益通報等に関する規程  

【資料 3-1-5】 学内電子掲示板サイボウズ目次  

【資料 3-1-6】 将来計画委員会規程  

【資料 3-1-7】 就業できる大学へ ASU 教育 2014-15 【資料 2-2-13】と同じ 

【資料 3-1-8】 理事会便り Vol.19「平成 27 年度事業計画」  

【資料 3-1-9】 学校法人愛知産業大学文書・表簿取扱規程  

【資料 3-1-10】 学校法人愛知産業大学文書取扱細則  

【資料 3-1-11】 消防計画  
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基準項目 
備考 

コード 該当する資料名及び該当ページ 

【資料 3-1-12】 学校法人愛知産業大学学園本部地震防災計画  

【資料 3-1-13】 学校法人愛知産業大学学校安全緊急情報ネットワーク  

【資料 3-1-14】 愛知産業大学 AED・災害ベンダー設置図  

【資料 3-1-15】 防災講習会について 【資料 2-9-5】と同じ 

【資料 3-1-16】 
学校法人愛知産業大学ハラスメントの防止及び対策等に関す

る規程 
 

【資料 3-1-17】 ハラスメントの具体例について  

【資料 3-1-18】 ハラスメント防止・対策委員会規程  

【資料 3-1-19】 ハラスメント相談員規程  

【資料 3-1-20】 ハラスメント調査委員会規程  

【資料 3-1-21】 愛知産業大学キャンパスガイド 2015 【資料 F-5-1】と同じ 

【資料 3-1-22】 ハラスメントを知っていますか？  

【資料 3-1-23】 学校法人愛知産業大学個人情報の保護に関するガイドライン  

【資料 3-1-24】 学校法人愛知産業大学広報誌コミュ 2014  

【資料 3-1-25】 愛知産業大学ホームページ（事業・財務報告）  

【資料 3-1-26】 愛知産業大学ホームページ（大学情報の公開） 【資料 1-1-8】と同じ 

【資料 3-1-27】 学校法人愛知産業大学財務書類等閲覧規程  

3-2．理事会の機能  

【資料 3-2-1】 学校法人愛知産業大学寄附行為 【資料 F-1】と同じ 

【資料 3-2-2】 平成 26 年度理事会・評議員会開催状況 【資料 F-10-2】と同じ 

【資料 3-2-3】 
学校法人愛知産業大学学長、副学長、学部長及び通信教育部

長選考規程 
 

3-3．大学の意思決定の仕組み及び学長のリーダーシップ 

【資料 3-3-1】 愛知産業大学学則 【資料 F-3-1】と同じ 

【資料 3-3-2】 愛知産業大学大学院学則 【資料 F-3-2】と同じ 

【資料 3-3-3】 愛知産業大学通信教育部規程 【資料 F-3-3】と同じ 

【資料 3-3-4】 評議会規程  

【資料 3-3-5】 教授会規程  

【資料 3-3-6】 研究科委員会規程  

【資料 3-3-7】 通信教育委員会規程  

【資料 3-3-8】 運営会議規程  

【資料 3-3-9】 委員会規程  

【資料 3-3-10】 委員会規程 【資料 3-3-9】と同じ 

【資料 3-3-11】 全体会開催通知  

【資料 3-3-12】 学校法人愛知産業大学組織規程 【資料 1-3-19】と同じ 

3-4．コミュニケーションとガバナンス 

【資料 3-4-1】 平成 27 年度学校法人愛知産業大学役員名簿 【資料 F-10-1】と同じ 

【資料 3-4-2】 運営会議規程 【資料 3-3-8】と同じ 

【資料 3-4-3】 学校法人愛知産業大学寄附行為 【資料 F-1】と同じ 

【資料 3-4-4】 平成 26 年度理事会・評議員会開催状況 【資料 F-10-2】と同じ 

【資料 3-4-5】 学園中長期計画（平成 23 年度～28 年度） 【資料 F-6-1】と同じ 

【資料 3-4-6】 平成 27 年度事業計画大綱  

【資料 3-4-7】 平成 27 年度予算編成方針  

3-5．業務執行体制の機能性 

【資料 3-5-1】 学校法人愛知産業大学組織規程 【資料 1-3-19】と同じ 

【資料 3-5-2】 平成 27 年度各種委員会等委員一覧  
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基準項目 
備考 

コード 該当する資料名及び該当ページ 

【資料 3-5-3】 
理事会便り Vol.19（各組織における中長期計画実行委員会の

担当理事について） 
 

【資料 3-5-4】 SD 研修会  

【資料 3-5-5】 平成 27 年度辞令交付式及び新任教職員研修会 【資料 1-3-6】と同じ 

【資料 3-5-6】 平成 26 年度新任教職員研修会②  

【資料 3-5-7】 平成 26 年度採用 2、3 年目研修会  

【資料 3-5-8】 平成 26 年度事務職員研修会  

【資料 3-5-9】 平成 26 年度各種研修会等参加状況  

【資料 3-5-10】 学校法人愛知産業大学教職員評価規程 【資料 2-8-7】と同じ 

3-6．財務基盤と収支 

【資料 3-6-1】 学園中長期計画（平成 23 年度～28 年度） 【資料 F-6-1】と同じ 

【資料 3-6-2】 
理事会便り Vol.19（中長期計画の前半期の進捗状況と後半期

の改定について） 
 

【資料 3-6-3】 平成 27 年度事業計画（学園全体） 【資料 F-6-2】と同じ 

【資料 3-6-4】 平成 27 年度予算編成方針 【資料 3-4-7】と同じ 

【資料 3-6-5】 平成 26 年度補助金申請簿  

【資料 3-6-6】 学校法人愛知産業大学資産運用規程  

【資料 3-6-7】 科学研究費補助金採択状況  

3-7．会計 

【資料 3-7-1】 学校法人愛知産業大学経理規程  

【資料 3-7-2】 学校法人愛知産業大学経理規程施行細則  

【資料 3-7-3】 学校法人愛知産業大学勘定科目一覧表  

【資料 3-7-4】 学校法人愛知産業大学図書の会計処理に関する取扱要領  

【資料 3-7-5】 学校法人愛知産業大学予算の積算に関する取扱要領  

【資料 3-7-6】 監査報告書  

【資料 3-7-7】 学校法人愛知産業大学監事監査規程  

【資料 3-7-8】 学校法人愛知産業大学内部監査規程  

【資料 3-7-9】 平成 26 年度監査報告書（内部監査）  

基準 4．自己点検・評価 

基準項目 
備考 

コード 該当する資料名及び該当ページ 

4-1．自己点検・評価の適切性 

【資料 4-1-1】 自己点検・評価委員会規程  

【資料 4-1-2】 自己点検・評価報告書（現状と課題）（1 集）  

【資料 4-1-3】 自己評価報告書（本編及びデータ編）（7 集）  

4-2．自己点検・評価の誠実性 

【資料 4-2-1】 IR 委員会規程  

【資料 4-2-2】 IR データリスト  

【資料 4-2-3】 愛知産業大学ホームページ（大学情報の公開） 【資料 1-1-8】と同じ 

4-3．自己点検・評価の有効性 

【資料 4-3-1】 平成 27 年度事業計画（学園全体） 【資料 F-6-2】と同じ 

【資料 4-3-2】 平成 27 年度事業計画（学部別） 【資料 F-6-3】と同じ 
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基準 A．地域社会との連携 

基準項目 
備考 

コード 該当する資料名及び該当ページ 

A-1．地域社会との連携に関する指針及び組織 

【資料 A-1-1】 建学の精神 【資料 1-1-1】と同じ 

【資料 A-1-2】 愛知産業大学学則 【資料 F-3-1】と同じ 

【資料 A-1-3】 岡崎大学懇話会  

【資料 A-1-4】 地域共同教育研究センター規程 【資料 1-3-21】と同じ 

A-2．地域社会との連携活動 

【資料 A-2-1】 平成 26 年度経営哲学特講 I 及び経営哲学特講 II  

【資料 A-2-2】 平成 26 年度大学院造形学研究科公開講義  

【資料 A-2-3】 平成 26 年度市民カレッジ  

【資料 A-2-4】 平成 26 年度地域活性化フォーラム  

【資料 A-2-5】 平成 26 年度学生フォーラム  

【資料 A-2-6】 図書館学外者利用内規  

【資料 A-2-7】 図書館学外者利用証取扱内規  

【資料 A-2-8】 図書館利用案内  

【資料 A-2-9】 言語・情報共育センターPLASU 【資料 2-9-1】と同じ 

【資料 A-2-10】 恒誠館使用規程 【資料 2-7-6】と同じ 

【資料 A-2-11】 平成 26 年度・平成 27 年度兼職一覧  

【資料 A-2-12】 おかざき匠の会  

【資料 A-2-13】 第 26 回 21 世紀交流サロン・葵丘  

【資料 A-2-14】 第 6 回岡崎の人と産業研究会  

【資料 A-2-15】 平成 26 年度岡崎大学懇話会事業報告  

【資料 A-2-16】 岡崎の町を彩った学生デザインの街灯フラッグ  

【資料 A-2-17】 「藤川」地区キャラクター「武槍幻将ムラサキ」  

【資料 A-2-18】 「一般社団法人岡崎パブリックサービス」との連携協定書  

【資料 A-2-19】 道の駅藤川宿商品パッケージ  

【資料 A-2-20】 学生がデザインしたゆるキャラ「みなどん」  

【資料 A-2-21】 「藤川まちづくり協議会」との連携協定書  

【資料 A-2-22】 
岡崎商工会議所青年部設立 25 周年記念祈念式典・懇親会プ

ログラム 
 

※必要に応じて、記入欄を追加・削除すること。 

 


